
1 令和6年11月1日（金曜日） （増刊　69）東　京　都　公　報

告
　
　
　
示

○
令
和
六
年
度
東
京
都
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表

　
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…（
総
務
局
人
事
部
人
事
課
）…	

一

告
　
　
　
示

◉
東
京
都
告
示
第
千
百
二
十
四
号

東
京
都
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
（
平

成
十
七
年
東
京
都
条
例
第
八
号
）
第
六
条
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
六

年
度
東
京
都
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
を
公
表
す
る
。

令
和
六
年
十
一
月
一
日東

京
都
知
事
　
小
　
池
　
百
合
子

日
刊
（
日
曜
日
、
土
曜
日
、
休
日
休
刊
）
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次
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Ⅰ
 
人

事
行

政
の

運
営

の
状

況
 

 

第
１

 
職

員
の

任
免

及
び

職
員

数
に

関
す
る

状
況
 

 

１
 

採
用

者
数

及
び

退
職

者
数

の
状
況

（
令

和
５

年
度

）
 

区
分
 

採
用

者
数
 

退
職

者
数
 

定
年
 

退
職
 

勧
奨
 

退
職
 

普
通
 

退
職
 

そ
の

他
 

計
 

知
事

部
局

 
9
3
6
人
 

7
人
 

1
8
3
人
 

4
2
7
人
 

6
4
人
 

6
8
1
人
 

行
政

委
員

会
等

 
2
9
人
 

0
人
 

1
5
人
 

2
4
人
 

0
人
 

3
9
人
 

交
通

局
 

2
0
2
人
 

0
人
 

7
1
人
 

4
5
人
 

9
人
 

1
2
5
人
 

水
道

局
 

8
3
人
 

0
人
 

2
9
人
 

3
3
人
 

1
人
 

6
3
人
 

下
水

道
局

 
9
6
人
 

0
人
 

2
3
人
 

3
2
人
 

1
人
 

5
6
人
 

教
育

庁
（

学
校

）
 

3
,
6
4
5
人
 

0
人
 

5
8
7
人
 

1
,
5
1
1
人
 

6
1
人
 

2
,
1
5
9
人
 

警
視

庁
 

1
,
0
4
9
人
 

0
人
 

5
6
0
人
 

6
8
9
人
 

2
4
人
 

1
,
2
7
3
人
 

東
京

消
防

庁
 

8
6
4
人
 

0
人
 

2
3
2
人
 

2
2
6
人
 

1
8
人
 

4
7
6
人
 

合
計
 

6
,
9
0
4
人
 

7
人
 

1
,
7
0
0
人
 

2
,
9
8
7
人
 

1
7
8
人
 

4
,
8
7
2
人
 

（
注

）
１

 
知

事
部

局
に

は
、

労
働
委

員
会

事
務

局
及

び
収

用
委
員

会
事

務
局

を
含

む
（

以
下
同

じ
。

）
。
 

２
 

行
政

委
員

会
等

と
は
、
議

会
局
、
教

育
庁
、
選
挙

管
理
委

員
会
事

務
局
、
人
事

委
員
会

事
務
局

、

監
査

事
務

局
及

び
海

区
漁

業
調

整
委
員

会
事

務
局

を
い

う
（

以
下
同

じ
。

）
。
 

３
 

採
用

者
数

は
、

競
争

試
験

及
び
選

考
に

よ
る

採
用

者
の

計
で
あ

る
。
 

な
お

、
令

和
４

年
度

中
に

実
施

し
た
、

令
和

５
年

度
に

向
け

た
前
倒

し
採

用
者

を
含

む
。

 

４
 

退
職

者
数

の
そ

の
他

の
区

分
は
、
任
期

満
了

に
伴

う
退

職
者
、
死
亡

退
職

者
及

び
分

限
又
は
懲

戒
処

分
に

よ
る

免
職

者
の

計
で

あ
る
。
 

  

２
 

昇
任

試
験

及
び

昇
任

選
考

の
実
施

状
況

（
令

和
５

年
度

）
 

(
1
)
 

人
事

委
員

会
又

は
人

事
委

員
会

の
権

限
委

任
に

よ
り

任
命

権
者

が
実

施
す

る
昇

任
試

験
及

び
昇

任

選
考
 

「
Ⅱ

 
人

事
委

員
会

の
業

務
の

状
況
」

第
１

に
記

載
さ

れ
て

い
る
と

お
り

で
す

。
 

 
 

(
2
)
 
教

育
公

務
員

特
例

法
（
昭

和
24

年
法

律
第

１
号

）
の
規

定
に
よ

り
教

育
長

が
実

施
す

る
昇
任

選
考
 

ア
 
東

京
都

公
立

学
校

主
任

教
諭

選
考

 

区
分
 

受
験

者
数

ａ
 

合
格

者
数

ｂ
 

倍
率

ａ
/
ｂ
 

小
学

校
 

3
,
5
4
7 

人
 

1
,
1
7
5 

人
 

3
.
0 

倍
 

中
学

校
 

9
9
8 

人
 

5
2
3 

人
 

1
.
9 

倍
 

高
等

学
校
 

6
6
9 

人
 

2
8
4 

人
 

2
.
4 

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

1
5
9 

人
 

1
4
3 

人
 

1
.
1 

倍
 

合
計
 

5
,
3
7
3 

人
 

2
,
1
2
5 

人
 

2
.
5 

倍
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３
 

職
員

数
の

状
況
 

(
1
) 

部
門

別
職

員
数

の
状

況
と

主
な

増
減

理
由

（
各

年
４

月
１

日
現

在
）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
区

 
分
 

部
 

門
 

職
 

 
員

 
 

数
 

対
 
前

 年
 

増
 
減
 
数
 

主
な

増
減

理
由

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

令
和

6年
 

令
和

5年
 

普通会計部門

 

一般行政部門

 

議
 

会
 

1
4
4
人
 

1
4
7
人
 

△
3
人
 

増
加

理
由

：
児

童
相

談
体

制
の

強

化
、

子
ど

も
子

育
て

支
援

関
連

、

デ
ジ
タ
ル

化
関
連

の
増
等
 

減
少

理
由

：
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル

ス
感

染
症

対
応

に
係

る
執

行
体

制

の
見
直
し

等
 

総
 

務
 

4
,
2
6
8
人
 

4
,
0
2
0
人
 

2
4
8
人
 

税
 

務
 

3
,
0
0
3
人
 

3
,
0
1
8
人
 

△
1
5
人
 

労
 

働
 

7
5
1
人
 

7
3
2
人
 

1
9
人
 

農
林

水
産
 

6
0
9
人
 

5
9
8
人
 

1
1
人
 

商
 

工
 

6
7
7
人
 

6
2
6
人
 

5
1
人
 

土
 

木
 

5
,
0
9
6
人
 

5
,
0
6
6
人
 

3
0
人
 

民
 

生
 

3
,
1
1
1
人
 

3
,
0
6
2
人
 

4
9
人
 

衛
 

生
 

3
,
4
5
2
人
 

3
,
5
6
8
人
 

△
1
1
6
人
 

計
 

2
1
,
1
11

人
 

2
0
,
8
37

人
 

2
7
4
人
 
(
参
考
：
人
口
10万

人
当
た
り
職
員
数
 

149.37人
) 

教
育

部
門
 

6
9
,
8
44

人
 

6
8
,
4
99

人
 

1
,
3
4
5
人
 

実
員

配
置

の
増

減
等

 
警

察
部
門
 

4
6
,
9
29

人
 

4
7
,
3
46

人
 

△
4
1
7
人
 

消
防

部
門
 

1
9
,
5
49

人
 

1
9
,
2
72

人
 

2
7
7
人
 

小
 

 
計
 

1
5
7
,
4
33

人
 

1
5
5
,
9
54

人
 

1
,
4
7
9
人
 
(参

考
：
人
口
10万

人
当
た
り
職
員
数
 

1,113.93人
)
 

公営企業等会計部門

 

交
 

通
 

6
,
6
7
2
人
 

6
,
6
8
2
人
 

△
1
0
人
 
増

加
理

由
：

業
務

執
行

体
制

の
強

化
等

 

減
少

理
由

：
業

務
委

託
の

拡

大
等

 

水
 

道
 

3
,
4
7
9
人
 

3
,
4
9
3
人
 

△
1
4
人
 

下
水

道
 

2
,
5
2
6
人
 

2
,
5
4
1
人
 

△
1
5
人
 

そ
の

他
 

8
2
7
人
 

8
0
5
人
 

2
2
人
 

小
 

 
計
 

1
3
,
5
04

人
 

1
3
,
5
21

人
 

△
1
7
人
 
 

 
1
7
0
,
9
37

人
 

1
6
9
,
4
75

人
 

1
,
4
6
2
人
 
(参

考
：
人
口

10
万
人
当
た
り
職
員
数
 

1,209.48
人
) 

 
[
1
6
6
,
66
5
人

]
[
1
6
5
,
43
1
人

]
[
1
,
2
34

人
]

 
 

（
注

）
１

 
職

員
数

は
一

般
職
に

属
す

る
職

員
数

で
あ

り
、
地

方
公

務
員

の
身

分
を

保
有
す

る
休

職
者

、
 

 
 

 
 

 
 

派
遣

職
員

等
を

含
み
、

定
年

前
再

任
用

短
時

間
勤
務

職
員

及
び

会
計

年
度

任
用
職

員
を

除
く

。
 

２
 

[
 
 
 
 
 
]
内
は

、
条

例
定

数
の
合

計
で

あ
り

、
定

年
前

再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
を

含
み
、

休
職

者
、

派
遣

職
員

及
び

会
計

年
度
任

用
職

員
等

を
除

く
。

 

イ
 
東

京
都

公
立

学
校

４
級

職
（

主
幹

教
諭

・
指

導
教

諭
）

選
考

 

区
分
 

受
験

者
数

ａ
 

合
格

者
数

ｂ
 

倍
率

ａ
/
ｂ
 

区分Ａ

 

小
学

校
 

8
5
 
人

 
5
8
 
人

 
1
.
5 

倍
 

中
学

校
 

5
5
 
人

 
2
5
 
人

 
2
.
2 

倍
 

高
等

学
校
 

3
9
 
人

 
3
3
 
人

 
1
.
2 

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

2
6
 
人

 
1
7
 
人

 
1
.
5 

倍
 

小
計
 

2
0
5 

人
 

1
3
3 

人
 

1
.
5 

倍
 

区分Ｂ

 

小
学

校
 

2
1
0 

人
 

2
0
9 

人
 

1
.
0 

倍
 

中
学

校
 

1
7
8 

人
 

1
7
5 

人
 

1
.
0 

倍
 

高
等

学
校
 

7
6
 
人

 
7
6
 
人

 
1
.
0 

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

2
3
 
人

 
2
3
 
人

 
1
.
0 

倍
 

小
計
 

4
8
7 

人
 

4
8
3 

人
 

1
.
0 

倍
 

合
計
 

6
9
2 

人
 

6
1
6 

人
 

1
.
1 

倍
 

 

ウ
 
東

京
都

公
立

学
校

教
育

管
理

職
選

考
 

区
分
 

受
験

者
数

ａ
 

合
格

者
数

ｂ
 

倍
率

ａ
/
ｂ
 

Ａ
選

考
 

1
6
1 

人
 

9
3
 
人

 
1
.
7 

倍
 

Ｂ選考

 

小
学

校
 

2
8
6 

人
 

2
5
1 

人
 

1
.
1 

倍
 

中
学

校
 

1
1
3 

人
 

9
7
 
人

 
1
.
2 

倍
 

高
等

学
校
 

3
1
 
人

 
2
7
 
人

 
1
.
1 

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

2
0
 
人

 
1
7
 
人

 
1
.
2 

倍
 

小
計
 

4
5
0 

人
 

3
9
2 

人
 

1
.
1 

倍
 

Ｃ選考

 

小
学

校
 

2
6
 
人

 
2
0
 
人

 
1
.
3 

倍
 

中
学

校
 

1
8
 
人

 
1
5
 
人

 
1
.
2 

倍
 

高
等

学
校
 

3
 
人

 
2
 
人

 
1
.
5  

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

1
 
人

 
0
 
人

 
―

 
倍

 

小
計
 

4
8
 
人

 
3
7
 
人

 
1
.
3 

倍
 

合
計
 

6
5
9 

人
 

5
2
2 

人
 

1
.
3 

倍
 

 

エ
 
東

京
都

公
立

学
校

校
長

職
候

補
者

選
考

 

区
分
 

受
験

者
数

ａ
 

合
格

者
数

ｂ
 

倍
率

ａ
/
ｂ
 

小
学

校
 

5
7
0 

人
 

1
4
4 

人
 

4
.
0 

倍
 

中
学

校
 

1
3
3 

人
 

1
0
1 

人
 

1
.
3 

倍
 

高
等

学
校
 

8
5
 
人

 
3
5
 
人

 
2
.
4 

倍
 

特
別

支
援

学
校
 

3
5
 
人

 
1
0
 
人

 
3
.
5 

倍
 

合
計
 

8
2
3 

人
 

2
9
0 

人
 

2
.
8 

倍
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第
２

 
職

員
の
人

事
評
価
の

状
況

 

 地
方

公
務

員
法

（
昭
和

2
5
年
法

律
第

2
6
1
号

）
第

23
条
の
２

第
１
項

で
「

職
員

の
執

務
に

つ
い
て

は
、

そ
の

任
命

権
者

は
、
定

期
的
に

人
事
評

価
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
」
、
第

23
条
の

３
で
「
任

命
権
者

は
、
前
条

第
１

項
の

人
事

評
価

の
結
果

に
応

じ
た

措
置

を
講

じ
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
」
と

規
定

し
て

い
ま

す
。
 

東
京

都
で

は
、
東
京

都
職

員
の

人
事
考

課
に

関
す

る
規

程
等

に
基
づ

き
、
任
命

権
者

ご
と

に
人
事

評
価
を

実
施

し
て

い
ま

す
。
評
定

結
果

等
は
、
各
種

昇
任

選
考

や
昇

給
、
勤

勉
手

当
、
人

材
育
成

、
配
置

管
理

等
に

幅
広

く
活

用
し

て
お

り
、

制
度

の
見
直

し
も

適
宜

行
っ

て
い

ま
す
。
 

知
事

部
局

に
お

け
る

人
事

考
課

制
度
の

概
要

は
、

次
の

と
お

り
で
す

。
 

対
象

職
員
 

制
 

度
 

の
 

概
 

要
 

一
般

職
員
 

≪
特

徴
≫
 

○
 

自
己

申
告

制
度

、
業

績
評

価
制
度

、
人

材
情

報
に

よ
り

構
成
 

○
 

課
長

が
絶

対
評

価
を

実
施

、
部
長

は
調

整
者

と
し

て
位

置
付
け
 

○
 

業
績

と
プ

ロ
セ

ス
に

よ
る

評
定
 

○
 

全
職

員
に

求
め

ら
れ

る
能

力
・
姿

勢
を

プ
ロ

セ
ス

評
定

の
評
定

要
素

と
し

て
設

定
 

○
 

希
望

者
全

員
へ

第
一

次
評

定
結
果

を
開

示
、

評
定

結
果

に
係
る

苦
情

相
談

制
度

を
整

備
 

≪
評

定
者

及
び

評
定

方
法

≫
 

 
第

一
次
評

定
 

調
整

者
 

最
終

評
定
 

評
定

者
及

び
調

整
者
 

課
長
 

部
長
 

人
事

主
管

部
長
 

評
定

方
法
 

４
段

階
絶

対
評

価
 

―
 

５
段

階
相

対
評

価
 

≪
評

定
要

素
≫
 

業
績

評
定
 

プ
ロ

セ
ス

評
定
 

○
 
仕
事

の
成

果
 

○
 
職
務

遂
行

力
 

○
 組

織
運

営
力
（

監
督

職
）
 

○
 
組
織

支
援

力
（

一
般

職
）
 

○
 取

組
姿

勢
 
 

(
注

) 
１
 
監

督
職
と

は
、
課
長

代
理
、

統
括
技

能
長
、

技
能
長

、
担
任

技
能
長

を
い
う

。
 

２
 
一
般

職
と
は

、
主
任

、
技
能

主
任
、

主
事
、

技
能
主

事
を
い

う
。
 

管
理

職
及

び
 

管
理
職
候
補
者
 

≪
特
徴
≫

 
○

 
自
己

申
告
制

度
、
職

務
記
録

制
度
、

人
材
情

報
に
よ

り
構
成

 
○

 
業
績

と
能
力

の
両
要

素
を
考

慮
し
た

総
合
評

価
の
実

施
 

○
 
選
考

種
別
等

に
応
じ

た
能
力

評
価
項

目
の
設

定
 

○
 
育
成

す
べ
き

能
力
を

明
確
化

し
、
人

材
育
成

に
活
用

 
 

○
 
評

定
結
果

の
本
人

開
示
の

実
施

 
≪

評
定
者

及
び
評

定
方
法

≫
 

●
管
理
職

 
 

第
一
次
評

定
 

最
終
評
定

 
評

定
者

 
部

長
 

局
長

 
評

定
方
法

 
５

段
階
絶

対
評
価

 
５

段
階
相

対
評
価

 
●

管
理
職

候
補
者

 
 

第
一
次
評

定
 

調
整
者

 
最

終
評
定

 
評
定
者
及
び

 
調
整
者

 
課

長
 

部
長

 
局

長
 

評
定
方
法

 
５

段
階
絶

対
評
価

 
－

 
５

段
階
相

対
評
価

 
（

注
）
被

評
定
者

が
部
長

級
の
場

合
は
、

第
一
次

評
定
に

つ
い
て

も
局
長

が
評
定

 
≪

評
定
要

素
（
一

般
行
政

系
の
例

）
≫

 
業

績
評
価

 
能

力
評
価

 

職
務
の
実

績
 

職
務
遂
行

過
程
に

お
い
て

発
揮
さ

れ
た
能

力
（
課

題
設

定
力
・
実

行
力
・

組
織
運

営
力
）

 
 

(
2
)
 
 
年

齢
別

職
員

構
成

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

 

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     
 

 
 

 
 

 
 

  

 

0% 2% 4% 6% 8%

10
%

12
%

14
%

16
%

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

構
成

比

5
年

前
の

構
成

比

2
0
歳

未
満

2
0
～

2
3

2
4
～

2
7

2
8
～

3
1

3
2
～

3
5

3
6
～

3
9

4
0
～

4
3

4
4
～

4
7

4
8
～

5
1

5
2
～

5
5

5
6
～

5
9
6
0
歳

以
上

区
 
分
 

2
0
歳

 
未

満
 

2
0
歳

 
 

～
 

2
3
歳
 

2
4
歳

 
～

 
2
7
歳
 

2
8
歳

 
～

 
3
1
歳
 

3
2
歳

 
～

 
3
5
歳
 

3
6
歳

 
～

 
3
9
歳
 

4
0
歳

 
～

 
4
3
歳
 

4
4
歳

 
～

 
4
7
歳
 

4
8
歳

 
～

 
5
1
歳
 

5
2
歳

 
～

 
5
5
歳
 

5
6
歳

 
～

 
5
9
歳
 

6
0
歳

 
以

上
 

計
 

職
員

数
 

（
人

）
 

5
8
3
 

8
,0

8
0
 1

6
,8

0
4
 1

8
,8

9
3
 2

0
,0

5
0
 1

9
,8

4
0
 1

8
,1

4
9
 1

6
,1

7
1
 1

6
,7

3
3
 1

4
,5

4
9
 1

3
,7

5
1
 

7
,3

3
4
 

1
7
0
,9

37
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(
4
)
 
給

与
勧

告
の

状
況
 

 
 

 ①
 
月

例
給

 

区
分
 

人
事
委
員

会
の
勧

告
 

民
間
給
与
 

Ａ
 

公
務
員
給

与
 

Ｂ
 

較
差
 

Ａ
－
Ｂ
 

勧
告
 

(
改
定

率
) 

令
和
 

６
年
度
 

円
 

4
1
9
,4
2
5 

円
 

4
0
8
,8
3
0 

円
 

1
0
,
59
5（

2
.5
9）

 
 

％
 

2
.
5
9  

（
注

）
１

 
「

民
間

給
与

」
、
「
公

務
員
給

与
」
は
、
人
事

委
員
会

勧
告

に
お

い
て

公
民

の
４
月

分
の

給
与

額
を

ラ
ス

パ
イ

レ
ス

比
較

し
た

平
均

給
与
月

額
で

あ
る

。
 

 

 
 

 
②

 
特

別
給

 

区
分
 

人
事
委
員

会
の
勧

告
 

民
間
の
支

給
割
合
 

Ａ
 

公
務
員
の

支
給
月

数
 

Ｂ
 

較
差
 

Ａ
－
Ｂ
 

勧
告
 

(
改
定

月
数

) 

令
和
 

６
年
度
 

月
 

4
.
8
5 

月
 

4
.
6
5 

月
 

0
.
2
0 

月
 

0
.
2
0 

（
注

）
「

民
間

の
支

給
割

合
」
は

民
間

事
業

所
で

支
払

わ
れ

た
賞

与
等

の
特

別
給

の
年

間
支

給
割

合
、
「

公

務
員

の
支

給
月

数
」

は
期

末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
の

年
間

支
給

月
数

で
あ

る
。

 

 (
5
)
 

給
与

制
度

の
総

合
的

見
直

し
の

実
施

状
況

に
つ

い
て

（
平

成
2
7
年

４
月

実
施

）
 

    

 
 

 
ア

 
給

料
表

の
見

直
し

 

    

 
 

 
イ

 
地

域
手

当
の

見
直

し
 

    

 
 

 
ウ

 
そ

の
他

の
見

直
し

内
容

 

 

 
地

域
手

当
を

20
％
に

引
き
上

げ
る
こ

と
を

踏
ま

え
、
民
間

給
与
水

準
と

の
均

衡
を

図
る

観
点
か

ら
、
給

料
月

額
を

平
均

1.
7
％
引

下
げ

 

 
区

部
・
多

摩
地

域
に

つ
い

て
、
国
が

定
め

る
１

級
地

の
制

度
完

成
時
の

支
給

割
合

と
同

様
と

す
る
た

め
、

1
8
％

か
ら

20
％
へ

の
引

上
げ
を

実
施
 

 
単

身
赴

任
手

当
及

び
管

理
職

員
特
別

勤
務

手
当

に
つ

い
て

、
国
と

同
様

の
見

直
し

を
実

施
 

【
概

要
】
国

の
給

与
制

度
の
総

合
的
見

直
し

に
お

い
て

は
、
俸
給

表
の

水
準

の
平

均
２
％

の
引
下

げ
及

び

地
域

手
当

の
支

給
割

合
の

見
直

し
等
に

取
り

組
む

と
さ

れ
て

い
る
。
 

第
３
 

職
員
の
給
与
の
状
況
 

 １
 

総
括

 

(
1
)
 
人

件
費

の
状

況
（

普
通
会

計
決
算

）
 

区
 

分
 

住
民

基
本

台
帳

人
口
 

(
令

和
6年

1月
1
日
現

在
)  

歳
 
出

 額
 Ａ

 
実

質
収
支
 

人
 
件

 費
 Ｂ
 

人
件

費
率
 

Ｂ
／

Ａ
 

(
参

考
) 

令
和

４
年

度
の

人
件
費

率
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

1
3
,
9
1
1,
9
0
2 

8
,
3
5
3
,2
8
5
,7
0
7 

2
8
5
,
6
59
,
7
20 

1
,
5
6
6
,2
0
4
,7
0
0 

1
8
.
7
 

1
7
.
3 

(
2
)
 
職

員
給

与
費

の
状

況
（
普

通
会
計

決
算

）
 

区
 

分
 

職
員

数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

一
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り
 

給
与

費
 

給
料

 
職

員
手

当
 

期
末

・
勤

勉
 

手
当
 

計
 

Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

1
5
5
,
9
54 

6
1
4
,
0
81
,
0
32
 
2
7
3
,
9
20
,
4
20 

2
9
7
,
0
29
,
2
94 1

,
1
8
5
,0
3
0
,7
4
6 

7
,
5
9
8
 

6
,
8
1
9 

 
（
注
）

１
 
職

員
手
当

に
は
退

職
手
当

を
含
ま

な
い
。
 

 
 
 
  
 
  
２
 
職

員
数
は
、
令
和

５
年
４

月
１
日

現
在
の

人
数
で

あ
る
。
ま

た
、
定
年

前
再
任
用

短
時
間

勤
務
職

員
、
暫

定
再
任
用

短
時
間

勤
務
職

員
及
び

会
計
年

度
任
用

職
員
を

含
ま
な

い
。
 

 
 
 
 

３
 
給

与
費
に

つ
い
て

は
、
定
年

前
再
任

用
短
時

間
勤

務
職
員

及
び
暫

定
再
任

用
短
時

間
勤
務

職
員
の

給
与
費

が
含
ま
れ

て
い
る

が
、
会

計
年
度

任
用
職

員
の
給

与
費
は

含
ま
れ

て
い
な

い
。
 

４
 
都
道

府
県
平

均
は
、

令
和
４

年
度
地

方
財
政

状
況
調

査
に
よ

る
も
の

で
あ
る

。
 

(
3
)
 

ラ
ス

パ
イ

レ
ス

指
数

の
状

況
（

令
和

５
年

４
月

１
日

現
在

）
 

（
注
）
１
 
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
と
は
、
全
地
方
公
共
団
体
の
一
般
行
政
職
の
給
料
月
額
を
同
一
の
基
準
で
比
較
す
る
た
め
、
国
 

の
職
員
数
（
構
成
）
を
用
い
て
、
学
歴
や
経
験
年
数
の
差
に
よ
る
影
響
を
補
正
し
、
国
の
行
政
職
俸
給
表
（
一
）
適
用
 

職
員
の
俸
給
月
額
を

1
00

と
し
て
計
算
し
た
指
数
で
あ
る
。
 

２
 
（
）
書
き
の
数
値
は
、
地
域
手
当
補
正
後
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
を
指
す
。
地
域
手
当
補
正
後
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
と
 

は
、
地
域
手
当
を
加
味
し
た
地
域
に
お
け
る
国
家
公
務
員
と
地
方
公
務
員
の
給
与
水
準
を
比
較
す
る
た
め
、
地
域
手
当
 

の
支
給
率
を
用
い
て
補
正
し
た
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
。
（
補
正
前
の
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
×
（
１
＋
当
該
団
体
の
地
域
 

手
当
支
給
率
）
／
（
１
＋
国
の
指
定
基
準
に
基
づ
く
地
域
手
当
支
給
率
）
に
よ
り
算
出
。
）
 

   x
 

    

R
2
.
4
.
1

1
0
0
.
9

(
1
0
2
.
2
)

R
2
.
4
.
1

1
0
0

R
3
.
4
.
1

1
0
0
.
8

(
1
0
2
.
1
)

R
3
.
4
.
1

9
9
.
9

R
4
.
4
.
1

1
0
0
.
6

(
1
0
2
.
0
)

R
4
.
4
.
1

9
9
.
8

R
5
.
4
.
1

1
0
0
.
5

(
1
0
1
.
9
)

R
5
.
4
.
1

9
9
.
6

9
0.
0

9
5.
0

1
00
.
0

1
05
.
0

東東
京京

都都
都都

道道
府府

県県
平平

均均

【
参
考
】
 

 
都
職
員
の
給
与
は
、
毎
年
、
人
事
委
員
会
が
民
間
企
業
の
給
与
の
実
態
を
調
査
し
て
行
う
勧
告
に
基
づ
き
、
都
議
会
の
審
議
を

経
て
条
例
に
よ
り
決
定
さ
れ
て
お
り
、
都
内
の
民
間
企
業
の
給
与
水
準
を
適
正
に
反
映
す
る
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
。
 

令
和
５
年
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
（
厚

生
労
働
省
）
に
よ
れ
ば

、
全
国
を

1
00

と
し
た
場
合
に

、
都
内
民
間
企
業
の
賃
金
水

準
は

1
16
.7

と
な
り
都
道
府
県
で
最
も
高
い
水
準
に
あ
る
。
 

 
都
に
お
い
て
は
、
今
後
と
も
引
き
続
き
、
人
事
委
員
会
勧
告
に
基
づ
き
、
適
正
な
給
与
水
準
を
保
っ
て
い
く
。
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 エ

 
小

・
中

学
校

（
幼

稚
園

）
教

育
職

 

区
 

分
 

平
均

年
齢

 
平

均
給

料
月

額
 
平

均
給

与
月

額
 

東
京

都
 

3
9
.
8
歳

 
3
4
1
,
3
3
2
円

 
4
4
1
,
3
1
7
円

 

都
道

府
県

平
均

 
4
1
.
8
歳

 
3
5
3
,
6
6
9
円

 
4
0
9
,
1
2
9
円

 

 オ
 

警
察

職
 

区
 

分
 

平
均

年
齢

 
平

均
給

料
月

額
 
平

均
給

与
月

額
 

平
均

給
与

月
額

 

（
国

ベ
ー

ス
）

 

東
京

都
 

4
0
.
3
歳

 
3
3
1
,
1
9
7
円

 
5
2
0
,
7
65
円
 

4
1
5
,
3
34
円
 

国
 

4
1
.
6
歳

 
3
2
3
,
0
0
4
円

 
―

 
3
8
2
,
7
49
円
 

都
道

府
県

平
均

 
3
8
.
9
歳

 
3
2
8
,
6
5
3
円

 
4
7
2
,
2
37
円
 

3
7
8
,
0
67
円
 

 

 
 
 
（
注

）
１

 
「

平
均

年
齢
」

は
、
1
0
進

法
で

小
数

点
第
１

位
ま
で

を
表

し
て

い
る

。
 

 
 
 

  
 
  

 ２
 

 「
平
均

給
料
月

額
」
と
は

、
令

和
６
年

４
月
１

日
現

在
に

お
け

る
職

種
ご
と

の
職

員
の

基
本

給

の
平

均
で

あ
る

。
 

 
 

 
 

 
 
 
 ３

 
 「

平
均

給
与
月

額
」
と

は
、
給

料
月

額
と
毎

月
支

払
わ

れ
る

扶
養

手
当
、
地

域
手

当
、
住

居
手

当
、
超
過

勤
務

手
当
（
時

間
外
勤

務
手
当

）
な

ど
の

諸
手

当
の

額
を
合

計
し

た
も

の
で

あ
り

、「
地

方
公

務
員

給
与

実
態

調
査

」
に

お
い
て

明
ら

か
に

さ
れ

て
い

る
も
の

で
あ

る
。
 

ま
た

、
「

平
均

給
与

月
額
（
国

ベ
ー
ス

）
」
は
、
国
家

公
務

員
の
平

均
給

与
月

額
に

は
時

間
外

勤
務

手
当
、
特

殊
勤

務
手

当
等

の
手
当

が
含

ま
れ

て
い

な
い

こ
と
か

ら
、
比
較

の
た

め
国

家
公
務

員
と

同
じ

ベ
ー

ス
で

再
計

算
し

た
も
の

で
あ

る
。
 

 
 

 
 

 
 

 ４
 

 国
・
都

道
府
県

に
お

け
る
「
平

均
年

齢
」
、
「

平
均
給

与
月

額
」
は
、
令

和
５

年
国

家
公

務
員

給
与

等
実

態
調

査
及

び
令

和
５

年
地
方

公
務

員
給

与
実

態
調

査
に
よ

る
も

の
で

あ
る

。
 

  (
2
)
 

職
員

の
初

任
給

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
分
 

東
京
都
 

国
 

一
般
行
政

職
 

大
学
卒
 

1
9
6
,2
0
0
円
 

総
合
職

20
0
,7
00

円
 

一
般
職

19
6
,2
00

円
 

高
校
卒
 

1
6
0
,1
0
0
円
 

1
6
6
,6
0
0
円
 

技
能
労
務

職
 

高
校
卒
 

1
5
7
,5
0
0
円
 

1
6
4
,0
0
0
円
 

中
学
卒
 

―
 

1
5
5
,3
0
0
円
 

教
 
育
 

職
 

大
学
卒
 

2
1
0
,4
0
0
円
 

―
 

短
大
卒
 

1
9
4
,3
0
0
円
 

―
 

警
 
察
 

職
 

大
学
卒
 

2
2
4
,6
0
0
円
 

総
合
職

23
5
,5
00

円
 

一
般
職

22
7
,6
00

円
 

高
校
卒
 

1
9
3
,4
0
0
円
 

1
9
1
,8
0
0
円
 

 
 
（
注

）
こ

の
初

任
給

の
ほ
か

、
扶
養

手
当

、
地

域
手

当
、

住
居
手

当
、

通
勤

手
当

な
ど

が
支
給

さ
れ

る
。
 

            

２
 

職
員

の
平

均
給

与
月

額
、

初
任

給
等

の
状

況
 

(
1
)
 
職

員
の

平
均

年
齢

、
平

均
給

料
月

額
及

び
平

均
給

与
月

額
の

状
況

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

 
 
 
 ア

 
一

般
行

政
職

 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

平
均

給
料

月
額
 

平
均

給
与

月
額
 

平
均

給
与

月
額
 

（
国

ベ
ー

ス
）
 

東
京

都
 

4
2
.
5
歳
 

3
1
8
,
0
89
円
 

4
5
8
,
5
19
円
 

4
0
0
,
1
62
円
 

国
 

4
2
.
4
歳
 

3
2
2
,
4
87
円
 

―
 

4
0
4
,
0
15
円
 

都
道

府
県

平
均
 

4
2
.
5
歳
 

3
1
9
,
1
51
円
 

4
0
7
,
0
64
円
 

3
6
0
,
8
13
円
 

  
 
 
 イ

 
技

能
労

務
職

 

区
 

分
 

公
 

務
 

員
 

平
均

年
齢
 

職
員

数
 

平
均

給
料

月
額
 

平
均

給
与

月
額
 

（
Ａ

）
 

平
均

給
与

月
額
 

（
国

ベ
ー

ス
）
 

東
京

都
 

5
0
.
5
歳
 

1
,
2
1
1人

 
2
8
6
,
9
76
円
 

3
8
8
,
0
04
円
 

3
5
3
,
7
00
円
 

 

う
ち
清
掃
職
員
 

5
7
.
1
歳
 

1
8
人
 

3
3
0
,
7
89
円
 

4
6
8
,
4
83
円
 

4
0
6
,
2
11
円
 

う
ち
用
務
員
 

5
2
.
9
歳
 

3
7
3
人
 

2
7
4
,
2
19
円
 

3
6
0
,
9
65
円
 

3
3
6
,
6
87
円
 

う
ち

自
動

車
運

転
手
 

5
4
.
9
歳
 

3
6
人
 

2
7
8
,
9
22
円
 

4
2
3
,
9
17
円
 

3
4
6
,
0
72
円
 

う
ち
守
衛
 

5
6
.
8
歳
 

2
8
人
 

3
0
0
,
7
86
円
 

4
4
9
,
7
43
円
 

3
7
2
,
0
82
円
 

国
 

5
1
.
2
歳
 

1
,
9
4
1人

 
2
8
6
,
9
42
円
 

―
 

3
2
9
,
1
78
円
 

都
道

府
県

平
均
 

5
4
.
0
歳
 

1
5
7
人
 

3
0
9
,
7
51
円
 

3
6
3
,
4
70
円
 

3
4
0
,
2
88
円
 

 

区
 

分
 

民
 

間
 

参
 

考
 

対
 

応
 

す
 

る
 

民
間

の
類

似
職

種
 

平
均

年
齢
 

平
均

給
与

月
額
 

（
Ｂ

）
 

Ａ
／

Ｂ
 

東
京

都
 

―
 

―
 

―
 

―
 

 

う
ち
清
掃
職
員
 

廃
棄

物
処

理
従

業
員
 

4
7
.
3
歳
 

3
1
0
,
8
00
円
 

1
.
5
8 

う
ち
用
務
員
 

他
に
分
類
さ
れ
な
い
運
搬
・

清
掃
・
包
装
等
従
事
者
 

4
9
.
1
歳
 

2
4
1
,
7
00
円
 

1
.
5
0 

う
ち

自
動

車
運

転
手
 

乗
用

自
動

車
運

転
者
 

5
6
.
7
歳
 

3
0
9
,
4
00
円
 

1
.
3
2 

う
ち
守
衛
 

警
備

員
 

4
6
.
2
歳
 

2
9
3
,
6
00
円
 

1
.
4
7 

 

区
 

分
 

参
 

考
 

 

年
収

ベ
ー

ス
（

試
算

値
）

の
比

較
 

公
務

員
（

Ｃ
）
 

民
間

（
Ｄ

）
 

Ｃ
／

Ｄ
 

東
京

都
 

―
 

―
 

―
 

 

う
ち
清
掃
職
員
 

7
,
8
7
5
,1
8
9円

 
4
,
3
2
1
,1
0
0円

 
1
.
8
2 

う
ち
用
務
員
 

5
,
8
8
6
,4
0
3円

 
3
,
2
5
3
,9
0
0円

 
1
.
8
1 

う
ち
自
動
車
運
転

手
 

6
,
5
3
9
,4
1
7円

 
4
,
0
5
4
,7
0
0円

 
1
.
6
1 

う
ち
守
衛
 

7
,
1
6
1
,0
4
6円

 
3
,
9
6
6
,2
0
0円

 
1
.
8
1 

（
注

）
１

 
民

間
デ

ー
タ

は
、

賃
金

構
造

基
本

統
計

調
査

に
お

い
て

公
表

さ
れ

て
い

る
デ

ー
タ

を
使

用
し

て

い
る

。
（

令
和

２
年

か
ら

令
和

４
年

ま
で

の
３

か
年

平
均

）
 

 
 

 
 

 
 
２

 
技

能
労

務
職

の
職

種
と

民
間

の
職

種
等

の
比

較
に

当
た

り
、

年
齢

、
業

務
内

容
及

び
雇

用
形

態

の
点

に
お

い
て

完
全

に
一

致
し

て
い

る
も

の
で

は
な

い
。

 

 
 

 
 
 

 
３

 
年

収
ベ

ー
ス

の
「

公
務

員
（

Ｃ
）

」
及

び
「

民
間

（
Ｄ

）
」

の
デ

ー
タ

は
そ

れ
ぞ

れ
平

均
給

与

月
額

を
1
2
倍

し
た

も
の

に
、
公

務
員

に
お

い
て

は
前

年
度

に
支

給
さ

れ
た

期
末
・
勤

勉
手

当
、
民

間
に

お
い

て
は

前
年

に
支

給
さ

れ
た

年
間

賞
与

の
額

を
加

え
た

試
算

値
で

あ
る

。
 

 

ウ
 

高
等

（
特

殊
・

専
修

・
各

種
）

学
校

教
育

職
 

区
 

分
 

平
均

年
齢

 
平

均
給

料
月

額
 
平

均
給

与
月

額
 

東
京

都
 

4
3
.
2
歳

 
3
5
0
,
2
3
0
円

 
4
5
0
,
8
7
1
円

 

都
道

府
県

平
均

 
4
4
.
8
歳

 
3
6
9
,
0
4
4
円

 
4
3
0
,
9
3
4
円
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  ３
 

一
般

行
政

職
の

級
別

職
員

数
等

の
状

況
 

(
1
)
 

一
般

行
政

職
の

級
別

職
員

数
の

状
況

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

区
 

分
 

標
準

的
な

職
務

内
容

 
職

員
数

 
構

成
比

 
１

号
給

の
 

給
料

月
額

 

最
高

号
給

の
 

給
料

月
額

 

５
 

級
 

部
長
 

4
8
2
人
 

2
.
2
％
 

4
9
5
,
0
00

円
 

5
2
7
,
7
00

円
 

４
 

級
 

課
長
 

1
,
5
8
0
人
 

7
.
2
％
 

2
9
8
,
7
00

円
 

4
5
5
,
8
00

円
 

３
 

級
 

課
長

代
理
 

6
,
1
9
3
人
 

2
8
.
2
％
 

2
3
3
,
8
00

円
 

4
1
5
,
8
00

円
 

２
 

級
 

主
任
 

6
,
7
4
5
人
 

3
0
.
7
％
 

2
1
0
,
1
00

円
 

3
6
3
,
1
00

円
 

１
 

級
 

主
事
 

6
,
9
8
8
人
 

3
1
.
8
％
 

1
5
6
,
2
00

円
 

3
2
4
,
8
00

円
 

（
注

）
１

 
東

京
都

の
職

員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

に
基

づ
く

行
政

職
給

料
表

(
一

)
の

級
区

分
に

よ
る

職
員

数

で
あ

る
。
 

２
 

標
準

的
な

職
務

内
容

と
は

、
そ
れ

ぞ
れ

の
級

に
該

当
す

る
代
表

的
な

職
務

で
あ

る
。

 

  

 
 

 
         

  (
3
)
 

職
員

の
経

験
年

数
別

・
学

歴
別

平
均

給
料

月
額

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

 
 

 
分
 

経
験

年
数

1
0年

 
経

験
年
数

2
0年

 
経

験
年
数

2
5年

 
経

験
年
数

3
0年

 

一
般

行
政

職
 

大
 
学

 卒
 

2
7
9
,
6
86

円
 

3
7
1
,
9
80

円
 

3
9
1
,
8
98

円
 

4
1
3
,
3
64

円
 

高
 
校

 卒
 

2
3
2
,
9
22

円
 

3
1
5
,
3
29

円
 

3
4
7
,
5
63

円
 

3
6
1
,
9
38

円
 

技
能

労
務

職
 

高
 
校

 卒
 

2
2
8
,
6
65

円
 

2
8
2
,
9
77

円
 

3
0
4
,
5
80

円
 

3
2
0
,
9
37

円
 

中
 
学

 卒
 

―
 

―
 

―
 

―
 

高
等

学
校
 

教
育

職
 

大
 
学

 卒
 

3
0
9
,
0
43

円
 

4
0
0
,
8
85

円
 

4
2
3
,
5
35

円
 

4
3
0
,
5
54

円
 

短
 
大

 卒
 

2
9
7
,
1
00

円
 

3
6
2
,
8
47

円
 

3
3
0
,
8
23

円
 

3
9
4
,
1
21

円
 

小
・

中
学

校
 

教
育

職
 

大
 
学

 卒
 

3
0
9
,
0
56

円
 

4
0
1
,
0
32

円
 

4
2
7
,
0
26

円
 

4
3
9
,
7
97

円
 

短
 
大

 卒
 

2
9
0
,
1
57

円
 

3
8
8
,
4
41

円
 

4
1
1
,
7
35

円
 

4
2
7
,
8
59

円
 

警
 

察
 

職
 

大
 
学

 卒
 

2
8
9
,
0
42

円
 

3
7
2
,
2
14

円
 

3
9
8
,
5
68

円
 

4
2
3
,
4
08

円
 

高
 
校

 卒
 

2
6
2
,
1
66

円
 

3
4
1
,
6
70

円
 

3
7
6
,
5
52

円
 

3
9
5
,
7
70

円
 

 
（

注
）

諸
手

当
を

含
ま

な
い

。
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(
3
)
 

昇
給

へ
の

人
事

評
価

の
活

用
状

況
 

令
和

５
年

４
月

２
日

か
ら

令
和

６
年

４
月

１
日

 

ま
で

に
お

け
る

運
用

 
管

理
職

員
 

一
般

職
員

 

イ
．

 
人

事
評

価
を

活
用

し
て

い
る

 
○

 
○

 

 

活
用

し
て

い
る

昇
給

区
分

 
昇

給
可

能

な
区

分
 

昇
給

実
績

が

あ
る

区
分

 

昇
給

可
能

な
区

分
 

昇
給

実
績

が
 

あ
る

区
分
 

上
位

、
標

準
、

下
位

の
区

分
 

○
 

○
 

○
 

○
 

上
位

、
標

準
の

区
分

 
 

 
 

 

標
準

、
下

位
の

区
分

 
 

 
 

 

標
準

の
区

分
の

み
（

一
律

）
 

 
 

 
 

ロ
．

 
人

事
評

価
を

活
用

し
て

い
な

い
 

 
 

 
 

活
用

予
定

時
期

 
 

 

【
参

考
】

昇
給

へ
の

勤
務

成
績

の
反

映
状

況
 

 １
 
勤
務
成
績
の
評
定
の
実
施
状
況
 

 
 
 
地
方
公
務
員
法
第

2
3
条
に
基
づ
き
、
毎
年
管
理
職
に
つ
い
て
は
３
月

3
1
日
、
一
般
職
員
に
つ
い
て
は

1
2
月

31
日

を
評

定
基
準
日
と

し
て
人
事
評

価
を
実

施
し
て
い
る

（
内
容
の
詳

細
に
つ

い
て
は
、
東

京
都
職
員
の

人
事
考

課
に
関
す

る
規
程
を
参
照
）
。
 

 
 
 
な
お
、
昭
和

4
7
年
度
か
ら
管
理
職
に
対
す
る
人
事
考
課
制
度
と
し
て
職
務
記
録
と
自
己
申
告
を
制
度
化
し
、
昭
和

6
1

年
度
か
ら
一
般
職
員
に
対
し
て
も
業
績
評
価
制
度
と
自
己
申
告
制
度
を
導
入
し
て
い
る
。
 

 

２
 
昇
給
へ
の
勤
務
成
績
の
反
映
状
況
 

 
 

 
管
理
職
に
つ

い
て
は
、
業
績
・

能
力
総
合
評
価

の
結
果
に
基
づ
き

昇
給
区
分
（
昇

給
な
し
～
６
号
昇

給
（
前
年
度
末

5
5
歳
以
上
の
職
員
に
つ
い
て
は
昇
給
な
し
～
２
号
昇
給

））
を
決
定
し
た
。
 

 
 
 
一
般
職
員
に
つ
い
て
は
、
勤
務
成
績
に
基
づ
き
昇
給
区
分
（
昇
給
な
し
～
６
号
昇
給
（
前
年
度
末

5
5
歳
以
上
の
職
員

に
つ
い
て
は
昇
給
な
し
～
２
号
昇
給

））
を
決
定
し
た
。
 

 
 
 
令
和
６
年
４
月
１
日
の
昇
給
に
お
い
て
、
一
般
行
政
職
（
知
事
部
局
）
の
職
員
数

1
3,
44
9
名
中
、
上
位
区
分
（
５
号

昇
給

～
６

号
昇

給
（

前
年

度
末

55
歳

以
上

の
職

員
に

つ
い

て
は

１
号

昇
給

～
２

号
昇

給
）
）

に
決

定
さ

れ
た

職
員

は

3
,
680

名
（

27
.4％

）
で
あ
っ
た
。
 

 ４
 

職
員

の
手

当
の

状
況
 

(
1
)
 
期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

国
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

－
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月

分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
5 

月
分
 

2
.
0
5 

月
分
 

(
1
.
3
7
5)
月
分
 

 
 
(
0
.
97
5
)月

分
  
  

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
役

職
加

算
 

５
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
0
～

2
5％

 

（
注

）
 
(
 
 )
内
は

、
定

年
前
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
員

（
暫

定
再
任

用
職

員
及

び
暫

定
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
 

 
 

 
員

を
含

む
。

）
に

係
る
支

給
割
合

で
あ

る
。
 

      

   (
2
)
 

国
と

の
給

料
表

カ
ー

ブ
比

較
表

（
行

政
職

（
一

）
）

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

 
 
 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国国
11
00
級級

（
百

円
）

給料月額

昇
給

令
和
６
年
４
月
１
日
時
点

国国
９９
級級

国国
８８
級級

国国
７７
級級

国国
６６
級級

国国
５５
級級

国国
４４
級級

国国
３３
級級

国国
２２
級級

国国
１１
級級

東
京
都

（
R
６
）

国
家

公
務
員

（
R
６
)

都都
１１
級級

都都
２２
級級

都都
３３
級級

都都
４４
級級

都都
５５
級級
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(
4
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給
実
績
（
令
和
５
年
度
普
通
会
計
決
算
）
 

1
2
6,
83
4,
60
0 

千
円

 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
平
均
支
給
年
額
（
令
和
５
年
度
普
通
会
計
決

算
）
 

8
1
1,
45
6 

 
円
 

支
給
対
象
地
域
等
 

支
給
対
象
職
員
数
 

支
給
率
 

国
の
制
度
（
支
給
率
）
 

特
別
区
、
医
師
、
歯
科
医
師
 

1
1
2,
41
9  

人
 

 

2
0  
 

％
 

2
0 

％
 

（
特
別
区
以
外
の
医
師
、
 

歯
科
医
師
は

1
6％

）
 

武
蔵
野
市
、
調
布
市
、
町
田
市
、
小
平
市
、

日
野
市
、
国
分
寺
市
、
狛
江
市
、
清
瀬
市
、

多
摩
市
 

1
3
,4
12 

人
 

1
6
  

％
 

八
王
子
市
、
青
梅
市
、
府
中
市
、
昭
島
市
、

小
金
井
市
、
東
村
山
市
、
国
立
市
、
福
生

市
、
稲
城
市
、
西
東
京
市
 

1
8
,7
51
  

人
 

1
5 

％
 

立
川
市
、
東
大
和
市
 

4
,
31
5 

人
 

1
2
  

％
 

三
鷹
市
、
あ
き
る
野
市
 

2
,
19
7 

人
 

1
0 

％
 

東
久
留
米
市
、
羽
村
市
 

1
,
39
4 

人
 

6
  

％
 

武
蔵
村
山
市
 

5
6
8 

人
 

3
  

％
 

瑞
穂
町
、
日
の
出
町
、
檜
原
村
、
奥
多
摩
町
 

5
6
6 

人
 

0
  

％
 

袖
ケ
浦
市
 

4
0 

人
 

1
2
  

％
 

1
6
  

％
 

藤
沢
市
 

2
 

人
 

1
2
  

％
 

市
原
市
 

3
2 

人
 

1
0
  

％
 

八
街
市
 

4
  

人
 

3
  

％
 

鴨
川
市
、
館
山
市
、
鋸
南
町
 

7
7
  

人
 

0
  

％
 

島
し
ょ
地
域
 

1
,
30
5  

人
 

0
  

％
 

0
  

％
 

平
 
均
 
支
 
給
 
率
 

1
9
.8
  

％
 

1
8
.2
  

％
 

（
注

）
 
「
国

の
制

度
（

支
給

率
）
」
の
欄

の
平

均
支

給
率

は
、
支

給
対

象
職

員
に

対
し

、
国
の

率
で

支
給

し
た

と
仮
定
 

し
た

場
合

の
加

重
平

均
の

支
給

率
で
あ

る
。
 

   
 

(
2
)
 
勤

勉
手

当
へ

の
人

事
評

価
の

活
用

状
況

 

令
和

５
年

度
中

に
お

け
る

運
用

 
管

理
職

員
 

一
般

職
員

 

イ
．

 
人

事
評

価
を

活
用

し
て

い
る

 
○

 
○

 

 

活
用

し
て

い
る

成
績

率
 

支
給

可
能

な
成

績
率

 

支
給

実
績

が

あ
る

成
績

率
 

支
給

可
能

な
成

績
率

 

支
給

実
績

が

あ
る

成
績

率
 

上
位

、
標

準
、

下
位

の
成

績
率

 
○

 
○

 
○

 
○

 

上
位

、
標

準
の

成
績

率
 

 
 

 
 

標
準

、
下

位
の

成
績

率
 

 
 

 
 

標
準

の
成

績
率

の
み

（
一

律
）

 
 

 
 

 

ロ
．

 
人

事
評

価
を

活
用

し
て

い
な

い
 

 
 

 
 

活
用

予
定

時
期

 
 

 

 【
参

考
】

勤
勉

手
当

へ
の

勤
務

成
績
の

反
映

状
況
 

                  

(
3
)
 
退

職
手

当
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

東
京

都
 

国
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年
 

 
 
2
3
.
00
月
分

 
 

 
23.

0
0
月
分
 

 勤
続

2
5
年
 

 
 
3
0
.
50
月
分

 
 

 
30.

5
0
月
分
 

 勤
続

3
5
年
 

 
 
4
3
.
00
月
分

 
 

 
43.

0
0
月
分
 

 最
高

限
度

額
 

 
 
4
3
.
00
月
分

 
 

 
43.

0
0
月
分
 

 そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

１
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
2
5
3
千

円
 
 

2
3
,
4
2
8
千
円
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

1
9
.
6
6
95
月
分
 

2
4
.
5
8
68
7
5月

分
 

 勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

2
8
.
0
3
95
月
分

 
 
 3
3
.
27
0
7
5月

分
 

 勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

3
9
.
7
5
75
月
分

 
 

 
4
7.
7
0
9月

分
 

 最
高

限
度

額
 
 
 
 4
7
.
70
9
月
分

 
 
 
4
7
.7
0
9月

分
 

 そ
の

他
の

加
算

措
置

 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
 
  

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

4
5％

加
算

）
 

（
注
）
 
１

人
当
た

り
平

均
支

給
額
は
、
令

和
５

年
度

に
退

職
し
た

全
職

種
に

係
る

職
員

に
支
給

さ
れ

た
平

均
額

で
あ

る
。
 

 

１
 
勤
務
成
績
の
評
定
の
実
施
状
況

 
地
方
公
務
員
法
第

23
条
に
基
づ
き
、
毎
年
管
理
職
に
つ
い
て
は
３
月

31
日
、
一
般
職
員
に
つ
い
て
は

12
月

31
日

 
を
評
定
基
準
日
と
し
て
人
事
評
価
を
実
施
し
て
い
る
（
内
容
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
東
京
都
職
員
の
人
事
考
課
に
関
す

 
る
規
程
を
参
照
）
。

 
な
お
、
昭
和

47
年
度
か
ら
管
理
職
に
対
す
る
人
事
考
課
制
度
と
し
て
職
務
記
録
と
自
己
申
告
を
制
度
化
し
、
昭
和

 
61

年
度
か
ら
一
般
職
員
に
対
し
て
も
業
績
評
価
制
度
と
自
己
申
告
制
度
を
導
入
し
て
い
る
。

 
 ２
 
勤
勉
手
当
へ
の
勤
務
実
績
の
反
映
状
況

 
都
で
は
、
能
力
・
業
績
主
義
の
徹
底
を
図
る
観
点
か
ら
、
若
手
職
員
、
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
、
暫
定
再
任

 
用
職
員
、
暫
定
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
、
教
員
及
び
現
業
系
職
員
も
含
む
全
て
の
職
員
に
成
績
率
を
適
用
し
て
い
る
。

 
管
理
職
（
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
及
び
暫
定
再
任
用
職
員
、
暫
定
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。
）
に

 
つ
い
て
は
、
業
績
・
能
力
総
合
評
価
の
結
果
に
基
づ
き
、
成
績
率
の
段
階
（
部
長
級
は
５
段
階
、
課
長
級
は
６
段
階
）
を

 
決
定
し
て
い
る
。

 
一
般
職
員
に
つ
い
て
は
、
業
績
評
価
の
結
果
に
基
づ
き
、
成
績
率
の
段
階
（
課
長
代
理
級
は
４
段
階
、
そ
れ
以
外
の
一

 
般
職
員
に
つ
い
て
は
３
段
階
）
を
決
定
し
て
い
る
。

 
令
和
５
年

12
月
の
成
績
率
は
、
部
長
級
は

10000
分
の

22500
か
ら

10000
分
の
０
の
範
囲
内

、
課
長
級
は

10000 
分
の

23000
か
ら

10000
分
の
０
の
範
囲
内
、
課
長
代
理
級
は

10000
分
の

17500
か
ら

10000
分
の

10457.5
の

 
範
囲
内
、
課
長
代
理
級
以
外
の
一
般
職
員
は

10000
分
の

16500
か
ら

10000
分
の

10575
の
範
囲
内
で
決
定
し
て
い

 
る
。
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指
導
医
業
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

東
京

医
師

ア
カ

デ
ミ

ー

の
研

修
計

画
に

基
づ

く

指
導
業
務
 

2
20

千
円
 
日
額

4
,5
00

円
 

特
定

看
護

分
野

従
事

手

当
 

知
事
部
局
職
員
 

医
療
安
全
対
策
、
感
染
管

理
そ

の
他

特
定

の
看

護

分
野
に
係
る
業
務
 

1
,
532

千
円

 
日
額

7
50～

2,
70
0
円
 

夜
間

定
時

制
教

育
勤

務

手
当
 

教
育
庁
職
員
、
学
校
職
員
 

定
時

制
課

程
を

置
く

高

等
学

校
に

お
け

る
夜

間

の
勤
務
 

1
,
281

千
円

 
日
額

5
20

円
 

夜
間

学
級

通
信

教
育

勤

務
手
当
 

学
校
職
員
 

中
学

校
に

お
け

る
夜

間

学
級
、
通
信
教
育
の
業
務
 

1
8
,1
82

千
円
 
日
額

7
10～

98
0
円
 

特
別

支
援

学
校

看
護

業

務
手
当
 

学
校
職
員
 

特
別

支
援

学
校

に
お

け

る
看
護
業
務
等
 

1
,
485

千
円

 
日
額

2
00

円
 

教
員
特
殊
業
務
手
当
 

学
校
職
員
 

非
常

災
害

時
の

緊
急

業

務
等
 

1
,
90
1,
893

千
円

 
日
額

1
,7
00～

6,
40
0
円
 

捜
査
等
業
務
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

暴
力
団
、
国
際
犯
罪
組
織

等
の
捜
査
、
取
締
り
等
 

1
,
28
8,
844

千
円

 
日
額

2
00～

3,
00
0
円
、１

件
3
10～

41
0
円
 

交
通
整
理
取
締
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

交
通
の
整
理
、
交
通
関
係

法
令
違
反
の
取
締
り
 

8
0
,4
16

千
円
 
日
額

3
00～

51
0
円
 

看
守
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

留
置

施
設

及
び

被
留

置

者
の
管
理
等
 

1
3
4,
896

千
円

 
日
額

3
70

円
 

警
ら
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

交
番

そ
の

他
の

派
出

所

に
お
け
る
業
務
等
 

8
8
2,
364

千
円

 
日
額

3
00～

50
0
円
 

爆
発
物
等
処
理
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

爆
発
物
の
識
別
、
解
体
の

業
務
等
 

2
0
,0
03

千
円
 
１
件

5
,4
00

円
、日

額
2
50

～
5,
500

円
 

特
別
救
助
手
当
、
救
出
救

助
手
当
 

警
視
庁
職
員
、
東
京
消
防

庁
職
員
 

自
然

災
害

等
に

お
け

る

救
難
・
救
助
、
国
際
緊
急

援
助
活
動
等
 

5
6
,8
65

千
円
 
１
回

4
60～

84
0
円
、日

額

2
6
0～

8
,0
00

円
 

管
制
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

消
防

部
隊

の
運

用
等

の

指
令
管
制
業
務
 

1
0
,3
28

千
円
 
日
額

2
00

円
 

航
空
作
業
手
当
、
ヘ
リ
コ

プ
タ
ー
従
事
手
当
 

警
視
庁
職
員
、
東
京
消
防

庁
職
員
 

航
空
機
へ
の
搭
乗
、
整
備

等
の
業
務
 

9
0
,7
80

千
円
 
日
額

6
40～

1,
23
0
円
、１

時
間

4
00～

8,
12
0
円
 

検
査
手
当
 

警
視
庁
職
員
 

理
化
学
、
法
医
学
等
に
よ

る
検
査
又
は
鑑
定
業
務
 

5
,
995

千
円

  
日
額

3
50

円
 

出
動
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

消
防
活
動
等
の
業
務
 

5
8
0,
604

千
円

 
１
回

2
20～

90
0
円
、日

額

2
,
60
0～

5
,5
00

円
 

(
5
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

普
通

会
計
決

算
）
 

 
8
,
9
4
8
,0
6
9 
千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

普
通

会
計
決

算
）
 

 
1
5
3
,
0
32
 
円
 

  

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合

（
令

和
５

年
度

）
 

 
3
7
.
4
 ％

 
  

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

 
3
3
 
種

類
 

手
当

の
名

称
 

主
な

支
給

対
象

職
員
 

主
な

支
給

対
象

業
務
 

支
給
実
績
 

令
和

５
年

度
決
算
 

左
記
職
員
に
対
す
る
 

支
給
単
価
 

死
体
取
扱
・
解
剖
等
業
務

手
当
、
死
体
処
理
手
当
 

知
事
部
局
職
員
、
警
視
庁

職
員
 

死
体
解
剖
等
の
業
務
 

3
9
8,
858

千
円

 
日
額

2
00～

61
0
円
、１

体

1
9
0～

3
,2
00

円
 

危
険
現
場
等
作
業
手
当
、

高
所
危
険
手
当
、
高
所
手

当
 

知
事
部
局
職
員
、
教
育
庁

職
員
、
警
視
庁
職
員
 

潜
水
作
業
、
高
所
作
業
等
 

9
30

千
円

 
日
額

2
30～

94
0
円
、１

台

1
5
0～

3
00

円
 

防
疫
等
業
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

感
染
症
・
結
核
患
者
の
治

療
・
看
護
等
の
業
務
 

3
,
499

千
円

 
日

額
･
１

勤
務

2
10

～

5
,
000

円
 

精
神

神
経

疾
患

診
療

等

業
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

精
神
科
救
急
業
務
、
措
置

入
院
に
関
す
る
業
務
等
 

1
,
720

千
円

 
日
額

1
70～

50
0
円
、１

回

7
2
0～

1
,4
20

円
 

と
畜

解
体

作
業

等
業

務

手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

と
畜
解
体
・
と
畜
検
査
業

務
等
 

2
4
,1
86

千
円
 
日
額

5
50～

2,
72
0
円
 

放
射
線
・
有
害
物
等
取
扱

業
務
手
当
、
放
射
線
業
務

従
事
手
当
、
放
射
線
取
扱

手
当
、
有
害
薬
品
取
扱
手

当
 

知
事
部
局
職
員
、
学
校
職

員
、
警
視
庁
職
員
 

放
射
線
の
操
作
業
務
等
 

6
,
029

千
円

 
日
額

･１
勤
務

18
0～

3
90

円
 

船
員
勤
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
、
教
育
庁

職
員
、
学
校
職
員
 

船
員

法
の

適
用

を
受

け

る
職
員
の
乗
船
勤
務
 

9
,
927

千
円

 
日
額

2
,2
30～

2,
88
0
円
 

取
締
・
折
衝
等
業
務
手
当
 
知
事
部
局
職
員
 

取
締
業
務
、
折
衝
業
務
等
 

3
,
522

千
円

 
日
額

1
90～

27
0
円
 

税
務
事
務
特
別
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

都
税

の
賦

課
徴

収
の

事

務
 

2
0
,5
75

千
円
 
日
額

3
60～

64
0
円
 

職
業
訓
練
指
導
員
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

職
業
訓
練
業
務
 

2
1
,9
95

千
円
 
日
額

6
60

円
 

交
替

制
勤

務
者

等
業

務

手
当
、
深
夜
特
殊
業
務
手

当
、
夜
間
緊
急
招
集
手
当
 

知
事
部
局
職
員
、
教
育
庁

職
員
、
学
校
職
員
、
警
視

庁
職
員
、
東
京
消
防
庁
職

員
 

深
夜

交
替

制
勤

務
等

の

変
則
勤
務
 

2
,
16
6,
649

千
円

 

日
額

･
１

勤
務

4
10

～

3
,
900

円
、
１
回

6
50～

1
0
,0
00

円
 

福
祉
等
業
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
 

入
所
者
の
療
育
・
介
護
等

の
業
務
 

7
9
,0
30

千
円
 
日

額
・

１
勤

務
200

～

1
,
090

円
 

小
笠
原
業
務
手
当
 

知
事
部
局
職
員
、
教
育
庁

職
員
、
学
校
職
員
、
警
視

庁
職
員
 

小
笠

原
に

所
在

す
る

都

の
機
関
の
業
務
 

1
9
,9
01

千
円
 
日
額

3
00～

70
0
円
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(
7
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

国
の

制
度

と
の

異
同
 

国
の
制
度

と
異
な

る
内
容
 

支
給
実
績
 

（
令

和
５

年
度

普
通

会
計

決

算
）

 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
 

平
均

支
給

年
額

 

（
令

和
５
年

度
普
通

会
計
決

算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 
子
 

9
,0
0
0
円
（

子
が
満

1
6
歳

年
度
初
め

か
ら

満
2
2
歳

年
度
末

ま
で

の
場
合

は
1
3
,0
00

円
）
 

(
2
) 

子
以

外
の

扶
養

親
族

 
6
,
0
00

円
（
課
長

級
は

3,
0
00

円
）
 

異
な
る
 支

給
対
象

者
、
支

給
単
価
 

【
国
】
 

(
1
)
 子

 
1
0,
0
00

円
（

子
が

満
1
6
歳
年
度

初
め
か

ら
満

2
2
歳
年
度

末
ま
で

の
場

合
は

15
,
00
0
円
）
 

(
2
)
 
子

以
外

の
扶

養
親

族
 

6
,
5
00

円
（
行

(一
)８

級
相

当
以
上

は
3
,
50
0
円
）
 

1
3
,
85
8
,9
2
8
千
円
 

2
2
4
,4
3
2
円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら

居
住

す
る

た
め

の
住

居
を

借
り

受
け
、

月
額

1
5,
0
00

円
以
上

の
家

賃
を
払
っ

て
い
る

世
帯
主

等
に
支

給
 

当
該
年
度

末
年

齢
3
5
歳

未
満
の

職
員

に
の
み

支
給
し

、
管
理

職
に
は

支
給

さ
れ
な
い
 

【
支
給
額

】
 

1
5
,
00
0
円
 

異
な
る
 支

給
対
象

者
、
支

給
対
象

区
分

、
支
給

単
価
 

【
国
】
 

 
借
家

・
借
間
 

支
給
限
度

額
 

2
8
,
00
0
円
 

3
,
3
58
,
11
0
千

円
 

1
9
0
,7
0
4
円
 

初
任
給
 

調
整
手
当
 

【
内
容
】
 

専
門
的
な

知
識
を

必
要
と

し
、
か

つ
採

用
に

よ
る

欠
員

補
充

が
困

難
で

あ
る

等
の

事
情

が
考

慮
さ

れ
る

以
下

の
職

員
に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 医

師
・
歯
科

医
師
 

①
島
し
ょ

保
健
所

等
 

1
4
5
,0
0
0～

30
6
,9
0
0
円
 

②
都
外
施

設
等
 

1
1
8
,0
0
0～

26
8
,5
0
0
円
 

③
監
察
医

務
院
 

6
8
,
00
0～

2
02
,
00
0
円
 

④
保
健
所

・
都
立

病
院
等
 

5
2
,
00
0～

1
75
,
10
0
円
 

⑤
本
庁
・

研
究
所
 

1
8
,
00
0～

1
21
,
90
0
円
 

(
2
)
 助

産
師
・
看

護
師
等
 

9
0
0～

5
,8
0
0
円
 

※
(
1)
は
大
学

卒
業

後
4
0
年

間
、

(
2
)

は
学

校
等

卒
業

又
は

修
業

年
限

経
過

後
５
年
間

支
給
 

異
な
る
 支

給
対
象

者
、
支

給
対
象

区
分

、
支
給

期
間
 

【
国
】
 

(
1
)
 医

師
・
歯
科

医
師
 

①
離
島
・
へ
き
地
 

5
7
,
60
0～

4
14
,
80
0
円
 

②
少
人
口
市
町
村

  
5
4
,
60
0～

3
68
,
80
0
円
 

③
地
域
手
当
５
級
地
以
下
 

4
9
,
10
0～

3
08
,
60
0
円
 

④
地
域
手
当
４
級
地
 

3
8
,
90
0～

2
51
,
20
0
円
 

⑤
地
域
手
当
１
～
３
級
地
 

2
7
,
50
0～

1
84
,
70
0
円
 

(
2
)
 医

系
技
官
等
 

1
7
,
40
0～

5
0,
8
00

円
 

(
3
)
 研

究
員
等
 

2
0
,
00
0～

1
00
,
00
0
円
 

※
(
1
)
及

び
(
2
)
は

採
用

か
ら

35
年
間
、
(
3)
は
採
用

か
ら

10
年
間
支

給
 

2
7
0
,9
4
4
千
円
 

1
,
4
03
,
85
5
円
 

通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

通
勤

の
た

め
に

交
通

機
関

等
を

利
用

し
運

賃
等

の
負

担
を

常
例

と
す

る
職

員
又

は
自

転
車

等
交

通
用

具
の

使
用

を
常
例

と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 交

通
機
関
等

利
用
者
 

原
則
と
し

て
、
６
ヶ
月

定
期
券
額

（
１

月
当

た
り

限
度

額
55
,0
0
0

円
）
 

(
2
)
 交

通
用
具
使

用
者
 

交
通
用
具

の
区
分

・
使
用

距
離

に
応
じ
た

定
額

 (
①
～
③

)×
６

月
 

①
一
般

2,
6
00
～
1
5
,0
00

円
 

②
通
勤
不

便
3
,
90
0～

2
9,
7
00

円
 

③
障
害
者

4
,5
0
0～

37
,
20
0
円
 

(
3
)
 交

通
機
関
・

交
通
用

具
併
用

者
 

原
則
と
し

て
、
(
1)
と
(
2
)の

合
計

額
（

１
月

当
た

り
限

度
額

55
,0
0
0

円
）
 

異
な
る
 交

通
用

具
使

用
者

の
支

給
額
 

【
国
】
 

2
,
0
00
～
3
1
,6
0
0
円
 

2
2
,
26
5
,1
5
1
千
円
 

1
6
2
,9
2
1
円
 

救
急
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

傷
病
者
の
搬
送
、
救
急
処

置
等
の
業
務
 

1
,
05
9,
903

千
円

 
１
回

2
00～

50
0
円
 

火
災
調
査
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

火
災

及
び

爆
発

の
原

因

等
の
調
査
 

7
,
771

千
円

 
日
額

3
30

円
 

査
察
業
務
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

火
災

予
防

の
た

め
の

高

度
の
検
査
等
の
業
務
 

3
1
,3
63

千
円
 
日
額

3
00

円
 

高
所
活
動
危
険
手
当
 

東
京
消
防
庁
職
員
 

は
し

ご
等

を
活

用
す

る

高
所
で
の
消
防
活
動
等
 

1
6
,5
23

千
円
 
日
額

2
20

円
 

 

(
6
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

普
通

会
計
決

算
）
 

5
8
,
1
2
6,
0
7
0 
千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

普
通

会
計

決
算
）
 

3
7
1
 
千
円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

普
通

会
計
決

算
）
 

5
7
,
6
2
7,
1
0
6 
千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

普
通

会
計

決
算
）
 

3
7
1
 
千
円
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義
務
教
育
 

等
教
員
 

特
別
手
当
 

【
内
容
】
 

義
務

教
育

等
諸

学
校

に
勤

務
す

る
教

育
職
員

等
に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

1
,
8
50
～
8
,
57
0
円
 

 
 

3
,
7
96
,
00
3
千

円
 

5
9
,
19
9
円
 

農
林
漁
業
 

普
及
指
導
 

手
当
 

【
内
容
】
 

農
業

等
の

改
良

普
及

事
業

に
従

事
す

る
普

及
指

導
員

若
し

く
は

林
業

普
及

指
導
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 管

理
職
 
1
4,
0
00

円
 

(
2
)
 行

(一
)3

級
 
 

 
21
,
000

円
 

(
3
)
 行

(一
)2

級
以
下

 
19
,
500

円
 

 
 

1
0
,
96
5
千

円
 

2
6
1
,0
7
1
円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

宿
日

直
勤

務
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤
務
し
た

場
合
に

支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)管

理
宿
直

(本
部
当
直

）
6
,0
0
0
円
 

(
2
)
 業

務
宿
直

 6
,
60
0
円
 

(
3
)
 本

署
当
直

 7
,
80
0
円
 

(
4
)
 島

部
当
直

 6
,
60
0
円
 

(
5
)
 学

校
当
直

 6
,
10
0
円
 

(
6
)
 医

師
宿
直

 3
0
,0
0
0
円
 

※
５
時
間

未
満
は

1
/2

の
額
 

異
な
る
 支

給
単
価

、
支
給

対
象
者
 

【
国
】
 

(
1
)
 一

般
の
宿
日

直
 

4
,
4
00

円
 

(
2
)
 特

別
の
宿
日

直
 

5
,
3
00
～
7
,
40
0
円
 

(
3
)
 医

師
当
直

 2
1
,0
00

円
 

(
4
)
 常

直
 
  
 
 2
2
,0
00

円
 

※
５
時
間
未
満
は

1
/2

の
額
 

1
,
0
11
,
83
7
千

円
 

1
5
9
,2
4
4
円
 

管
理
職
員
 

特
別
勤
務
 

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)
指

定
職

給
料

表
適

用
職

員
・

管
理

職
が
、
臨
時
又

は
緊
急

の
必
要
そ

の
他

公
務
の

運
営
の

必
要
に

よ
り
、
週

休
日

又
は

休
日

に
勤

務
し

た
場

合
に

支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨
時
又

は
緊
急

の
必
要

に
よ
り

、
週

休
日

又
は

休
日

以
外

の
日

の
午

前
０

時
か

ら
午

前
５

時
ま

で
の

間
で

あ
っ

て
正

規
の

勤
務

時
間

以
外

の
時
間
に

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
（
勤
務
時

間
が

６
時

間
超

の
場

合
は

、
6
,0
00

～
2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

異
な
る
 支

給
単
価
 

【
国
】
 

(
1
)
6,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
 

（
勤

務
時

間
が

6
時

間
超

の
場

合
は

、
9
,0
00

～
2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
3,
0
00

円
～

6,
0
00

円
 

2
0
9
,5
3
3
千
円
 

3
2
5
,3
6
2
円
 

夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

正
規
の
勤

務
時
間

と
し
て

、午
後

1
0

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の

間
に

勤
務

す
る

こ
と

を
命

じ
ら

れ
た

職
員

が
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
2
5
/1
0
0 

同
じ
 

―
 

6
,
7
63
,
31
8
千

円
 

1
3
8
,5
5
0
円
 

休
日
給
 

【
内
容
】
 

休
日

の
勤

務
と

し
て

正
規

の
勤

務
時

間
中

に
勤

務
す

る
こ

と
を

命
じ

ら
れ

た
職
員

が
、
勤
務
し

た
場
合
に

支
給

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

1
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
1
3
5/
1
00 

同
じ
 

―
 

1
6
,
92
2
,5
2
2
千
円
 

9
0
9
,3
2
4
円
 

寒
冷
地
 

手
当
 

【
内
容
】
 

寒
冷

地
に

在
勤

す
る

職
員

に
支

給
（

1
1～

3
月
の

み
）
 

 

同
じ
 

―
 

 
―
 

 
―
 

  

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

公
署

を
異

に
す

る
異

動
又

は
在

勤
す

る
公
署

の
移
転

に
伴
い

、
転
居

し
、

や
む

を
得

な
い

事
情

に
よ

り
配

偶
者

と
別
居
し
、
距
離
制

限
（
8
0k
m
以

上
）

を
満
た
し

、
単

身
で
生

活
す
る
こ

と
を

常
況
と
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 基

礎
額
 

30
,
00
0
円
 

(
2
)
 加

算
額
 

6,
0
00
～
7
0
,0
00

円
 

（
職

員
･
配

偶
者

の
住

居
の

距
離

が
1
0
0
km

以
上
、
住

居
が
島

し
ょ
等

の
場

合
に
加

算
）
 

異
な
る
 距

離
制
限

、
加
算

額
 

【
国
】
 

(
1
)
 距

離
制
限

60
㎞

以
上
 

(
2
)
加

算
額

8,
0
00

～
7
0
,
00
0
円
（
職
員
・
配

偶
者

の
住

宅
の

距
離

が
1
0
0
km

以
上
の

場
合
に

加
算

）
 

2
4
0
,5
1
1
千
円
 

5
7
5
,3
8
5
円
 

給
料
の
特
 

別
調
整
額
 

（
管

理
職

手
当
）
 

【
内
容
】
 

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る

職
員

の
う

ち
特

に
指

定
す

る
も

の
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

2
2
,
60
0～

1
40
,
80
0
円
 

異
な
る
 支

給
対
象

者
、
支

給
割
合
 

【
国
】
 

4
6
,
30
0～

1
46
,
40
0
円
 

9
,
6
53
,
10
7
千

円
 

1
,
0
97
,
56
8
円
 

特
地
勤
務
 

手
当
等
 

【
内
容
】
 

離
島

そ
の

他
の

生
活

の
著

し
く

不
便

な
地

に
所

在
す

る
公

署
に

勤
務

す
る

職
員
に

支
給
 

当
該

公
署

へ
の

異
動

又
は

採
用

に
伴

っ
て
住

居
を
移

転
し
た

職
員
に

は
、

特
地

勤
務

手
当

に
準

ず
る

手
当

を
支

給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 特

地
勤
務
手

当
 

{
異
動

等
時
の
（

給
料
の

月
額
＋
扶

養
手
当

）
×

1/
2＋

現
に
受

け
る
（

給
料

の
月
額

＋
扶
養

手
当

）
×

1/
2}
×

支
給
割
合

（
1
5
/1
0
0～

25
/
10
0）

 
(
2
)
 特

地
勤
務
手

当
に
準

ず
る
手

当
 

異
動
等
時

の
（
給

料
の
月

額
＋
扶

養
手

当
）

×
支

給
割

合
(
1
/
100

～
6
/
1
00
) 

異
な
る
 支

給
割
合
 

【
国
】
 

(
1
)
 特

地
勤
務
手

当
 

4
/
1
00
～
2
5
/1
0
0 

(
2
)
 
特

地
勤

務
手

当
に

準
ず

る
手
当
 

2
/
1
00
～
6
/
10
0 

5
8
7
,8
2
7
千
円
 

9
3
9
,0
2
1
円
 

へ
き
地
 

手
当
等
 

【
内
容
】
 

離
島

そ
の

他
の

生
活

の
著

し
く

不
便

な
地

に
所

在
す

る
学

校
等

に
勤

務
す

る
学
校

職
員
に

支
給
 

当
該

学
校

等
へ

の
異

動
又

は
採

用
に

伴
っ

て
住

居
を

移
転

し
た

学
校

職
員

に
は
、
へ

き
地
手

当
に
準

ず
る

手
当

を
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 へ

き
地
手
当
 

（
給
料
の

月
額
＋

扶
養
手

当
）
×

支
給
割
合

（
1
5
/1
0
0～

25
/
10
0）

 
(
2
)
 へ

き
地
手
当

に
準
ず

る
手
当
 

（
給
料
の

月
額
＋

扶
養
手

当
）
×

支
給
割
合

(
1/
1
00
～
4
/
10
0
) 

 
 

6
6
0
,0
8
8
千
円
 

9
7
3
,5
8
1
円
 

定
時
制
 

通
信
教
育
 

手
当
 

【
内
容
】
 

定
時

制
の

課
程

又
は

通
信

制
の

課
程

を
置

く
高

等
学

校
の

教
育

職
員

等
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

給
料
月
額

（
教
職

調
整
額

を
含
む

）
×

支
給
割

合
（

2/
1
00
～
5
/
10
0）

 

 
 

2
0
5
,3
6
0
千
円
 

1
6
7
,0
9
5
円
 

産
業
教
育
 

手
当
 

【
内
容
】
 

農
業
、
水
産
又

は
工
業

に
関
す
る

課
程

を
置
く

高
等
学

校
で

、
実
習
を

伴
う

農
業
、
水
産
又

は
工
業

に
関
す
る

科
目

を
主

と
し

て
担

任
す

る
教

育
職

員
等

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

給
料
月
額

（
教
職

調
整
額

を
含
む

）
×

支
給
割

合
（

4/
1
00
～
8
/
10
0）

 

 
 

2
0
8
,9
8
1
千
円
 

2
4
4
,4
2
2
円
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公

営
企

業
職

員
の

状
況

 

(
1
)
 

交
通

事
業

 

ア
 

職
員

給
与

費
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

決
算

 

区
分
 

総
費

用
 
Ａ

 
純

損
益
又

は
 

実
質

収
支
 

職
員

給
与

費
 Ｂ
 

総
費
用
に

占
め
る
 

職
員
給
与

費
比
率
 

Ｂ
／
Ａ
 

(
参

考
)
 

令
和

４
年

度
の

総
費

用
に

占
め

る
職

員
給

与
費

比
率
 

令
和
 

５
年

度
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

5
2
,
1
3
1,
6
9
6 

1
,
6
8
8
,8
6
9 

2
6
,
0
4
6,
0
5
3 

5
0
.
0 

4
7
.
5 

 

区
分
 

職
員
数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

１
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り

給
与

費
 

給
 
 
料
 

職
員

手
当
 

期
末
・
勤
勉
手
当
 

計
 

 
 

 
Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

2
,
9
3
0 

9
,
7
8
3
,5
8
1 

6
,
4
7
9
,1
7
1 

4
,
4
6
6
,2
4
3 2

0
,
7
2
8,
9
9
5 

7
,
0
7
5 

7
,
3
3
3 

 
 
 

 
 
（
注

）
１

 
職

員
手
当

に
は
退

職
手

当
を

含
ま

な
い

。
 

 
 
 

 
  

 
 

 ２
 
職

員
数
に

つ
い
て

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
現

在
の

人
数

で
あ

る
。

 

 
 

 
 

 
 

 
３
 

職
員

数
及

び
給
与

費
に

つ
い

て
は

、
定

年
前
再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及
び

暫
定

再
任

用
短

時

間
勤

務
職

員
を

含
み

、
会

計
年

度
任
用

職
員

を
含

ま
な

い
。

 

 
 

 
 

 
 

 ４
 
都

道
府
県

平
均
は

、
令

和
４

年
度

地
方

公
営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る
も

の
で

あ
る

。
 

 イ
 

職
員

の
基

本
給

、
平

均
月

収
額

及
び

平
均

年
齢

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

基
本

給
 

平
均

月
収

額
 

東
京

都
 

4
5
.
5
 

歳
 

3
3
8
,
3
01
 
円

 
5
7
9
,
1
21
 
円

 

団
体

平
均
 

4
5
.
3 

歳
 

3
5
3
,
1
08 

円
 

5
9
7
,
6
73 

円
 

（
注

）
１

 
平

均
月

収
額

に
は

、
期
末

・
勤

勉
手

当
等

を
含

む
。
 

２
 

団
体

平
均

は
、

令
和

４
年

度
地

方
公

営
企

業
決

算
状
況

調
査

に
よ

る
都

道
府

県
に
お

け
る

交
通

事
業

（
高

速
鉄

道
事

業
を

含
む

。
）

の
平

均
で

、
定

年
前
再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及
び

暫
定

再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員
を

含
む

。
 

 

（
う

ち
バ

ス
事

業
運

転
手

）
 

区
分
 

 
公

 
務

 
員

 

平
均

年
齢

 
職

員
数

 
基

本
給

 
平

均
月

収
額

 

（
Ａ

）
 

東
京

都
 

4
9
.
2
歳

 
1
,
7
54

人
 

3
1
5
,3
4
3
円

 
5
4
3
,
6
8
8
円

 

団
体

平
均
 

4
6
.
2
歳

 
1
,
1
26

人
 

3
1
1
,6
3
5
円

 
5
3
2
,
6
4
6
円

 

 

区
分
 

民
 
間

 
参

考
 

対
応

す
る

民
間

 

の
類

似
職

種
 

平
均

年
齢

 
平

均
月

収
額

（
Ｂ

）
 

Ａ
／

Ｂ
 

東
京

都
 

バ
ス

運
転

者
 

5
1
.
4
歳

 
3
8
8
,3
0
0
円

 
1
.
4
0 

団
体

平
均
 

―
 

―
 

―
 

―
 

  

区
分

 

参
 
考

 

年
収

ベ
ー

ス
（

試
算

値
）

の
比

較
 

公
務

員
（

Ｃ
）

 
民

間
（

Ｄ
）

 
Ｃ

／
Ｄ

 

東
京

都
 

6
,
5
24
,
25
5
 円

 
4
,
6
59
,
20
0
円
 

1
.
4
0 

５
 

特
別

職
の

報
酬

等
の

状
況

（
令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

 
 

 
 

分
 

給
料

月
額

等
 

給料

 

知
 
 
 
 
事

 

副
 
知

 
事

 

教
 
育

 
長

 

7
3
0
,
0
00

円
（

1
,4
6
0
,0
0
0
円
）

 

1
,
1
9
2
,0
0
0
円
 

1
,
1
1
0
,0
0
0
円
 

報酬

 

議
 
 
 
 
長

 

副
 
議

 
長

 

議
 
 
 
 
員

 

1
,
0
1
9
,2
0
0
円

（
1
,
2
74
,
0
00

円
）
 

9
2
0
,
0
00

円
（

1
,1
5
0
,0
0
0
円
）

 

8
2
0
,
0
00

円
（

1
,0
2
5
,0
0
0
円
）

 

期末手当

 

 

知
 
 
 
 
事

 

副
 
知

 
事

 

教
 
育

 
長

 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
 

3
.
5
0
月

分
 

3
.
5
0
月

分
 

3
.
5
0
月

分
 

 

議
 
 
 
 
長

 

副
 
議

 
長

 

議
 
 
 
 
員

 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
 

3
.
5
0
月

分
 

3
.
5
0
月

分
 

3
.
5
0
月

分
 

退職手当

 

 
（

算
定

方
式

）
 

（
１

期
の

手
当

額
）
 （

支
給

時
期

）
 

知
 
 
 
 
事

 

副
 
知

 
事

 

教
 
育

 
長

 

給
料

月
額

×
在

職
月

数
×

5
0
/
1
0
0
 

給
料

月
額

×
在

職
月

数
×

4
0
/
1
0
0
 

給
料

月
額

×
在

職
月

数
×

2
6
/
1
0
0
 

3
,
5
0
4
万

円
 

2
,
2
8
8
万

円
 

1
,
0
3
8
万

円
 

任
期

ご
と

 

任
期

ご
と

 

任
期

ご
と

 
（

注
）
１

 
特

別
職

の
報

酬
等

の
額
は

、
学

識
経

験
者

な
ど

で
構
成

さ
れ

る
「

東
京

都
特

別
職
報

酬
等

審
議

会
」
 

の
答

申
に

基
づ

き
条

例
で

定
め

ら
れ
て

い
る

。
 

 
 

 
２

 
知

事
、

副
知

事
及

び
教
育

長
に

は
、

地
域

手
当

を
一
般

職
員

と
同

様
に

支
給

し
て
い

る
。
 

 
 

 
３

 
退

職
手

当
の

「
１

期
の
手

当
額

」
は

、
４

月
１

日
現
在

の
給

料
月

額
及

び
支

給
率
に

基
づ

き
、

１
期
 

（
知

事
及

び
副

知
事

は
４

年
＝

4
8
月

、
教

育
長

は
３

年
＝
3
6
月
）

勤
め

た
場

合
に

お
け
る

退
職
手

当
の
 

見
込

額
で

あ
る

。
 

 
 

 
４

 
地

方
教

育
行

政
の

組
織
及

び
運

営
に

関
す

る
法

律
（
昭

和
3
1
年

法
律

第
1
6
2
号

）
の

一
部

改
正

に
よ

り
、
平
成

27
年
４

月
１

日
よ
り

教
育
委

員
長

と
教

育
長

が
一

本
化
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、
教

育
長

は
一

般

職
か

ら
特

別
職

に
位

置
付

け
ら

れ
た
。
 

 
 

 
５

 
知

事
、

議
長

、
副

議
長
及

び
議

員
は

、
特

例
条

例
に
よ

り
、

給
料

・
報

酬
等

を
減
額

し
て

い
る

。
 

（
 

）
内

は
、

減
額

前
の

月
額

で
あ
る

。
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(
ｴ
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
8
0
,
9
87
 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

7
5
,
8
8
5  

円
 

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合

（
令

和
５

年
度

）
 

8
1
.
4
  

％
 

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

２
 種

類
 

手
当
の
名

称
 

主
な
支
給

対
象
職

員
 
主

な
支
給

対
象
業

務
 

支
給
実
績
 

令
和
５
年
度
決
算
 

左
記
職
員
に
対
す
る

支
給
単
価
 

交
替
制
勤

務
者
等
 

業
務
手
当
 

乗
務

員
、

交
替

勤
務

職
員
 

長
時

間
拘

束
勤

務
、

交
替
制
勤

務
等
の
 

変
則
勤
務
 

1
7
7
,6
1
4
千
円
 

１
勤

務
45
0

円
～

1
,
2
00

円
 

待
機

1
0

分
に

つ
き

5
0
円
 

特
定
現
場

作
業
手

当
 
技

術
系
職

員
等
 

危
険
・
有

害
業
務

等
 

3
,
3
72

千
円
 

日
額

2
0
0

円
～

2
30

円
 

１
件

に
つ

き
1,
0
00

円
 

 

(
ｵ
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

3
,
3
7
2
,6
7
0  千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
,
1
5
1
 千

円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

3
,
4
4
4
,5
6
6 千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

1
,
1
1
6
 千

円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

 
休

日
給

を
含

む
。
 

 
 

 
 

(
ｶ
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
の
異
同
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
異

な
る

内
容
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
） 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
 

平
均
支
給
年
額
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 子

 
9
,0
0
0
円
（
子
が
満

16
歳
年

度
初
め
か

ら
満

2
2
歳

年
度
末
ま

で
の

場
合
は

1
3,
0
00

円
）
 

(
2
)
 子

以
外
の
扶

養
親
族

 
6
,0
0
0
円
 

（
課
長
級

は
3
,
00
0
円
）
 

同
じ
 

―
 

3
0
1
,3
1
3 

千
円
 

1
9
9
,9
4
2 

円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら

居
住

す
る

た
め

の
住

居
を

借
り

受
け
、

月
額

1
5,
0
0
0
円
以
上

の
家

賃
を
払
っ

て
い
る

世
帯
主

等
に
支

給
 

当
該
年
度

末
年

齢
3
5
歳
未
満
の

職
員

に
の
み

支
給
し

、
管

理
職
に
は

支
給

さ
れ
な
い
 

【
支
給
額

】
 
 

 
 

15
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

1
6
,
11
2
 
千

円
 

1
8
5
,1
9
9 

円
 

初
任
給
 

調
整
手
当
 

【
内
容
】
 

 
専
門
的

な
知
識

を
必
要

と
し
、
か
つ

採
用

に
よ

る
欠

員
補

充
が

困
難

で
あ

る
等

の
事

情
が

考
慮

さ
れ

る
医

師
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

 
5
2,
0
00
～
1
7
5,
1
00

円
 

 
※
大
学

卒
業
後

40
年
間
 

同
じ
 

―
 

2
5
3
 
千

円
 
 

 
 
※
 

 

（
注

）
 
１

 
民

間
デ

ー
タ

は
、
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
に

お
い

て
公

表
さ

れ
て

い
る

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

い
る

。
（

令
和

２
年

か
ら

令
和

４
年

ま
で

の
３

か
年

平
均

）
 

 
 

 
 

 
 

２
 

民
間

の
類

似
職

種
と

の
比

較
に

当
た

り
、

年
齢

、
業

務
内

容
及

び
雇

用
形

態
の

点
に

お
い

て
完

全
に

一
致

し
て

い
る

も
の

で
は

な
い

。
 

 
 

 
 

 
 

３
 

平
均

月
収

額
に

は
、

期
末

・
勤

勉
手

当
（

民
間

は
年

間
賞

与
）

等
を

含
む

。
 

 
 

 
 

 
 

４
 

年
収

ベ
ー

ス
の

「
公

務
員

（
Ｃ

）
」

及
び

「
民

間
（

Ｄ
）

」
の

デ
ー

タ
は

、
そ

れ
ぞ

れ
平

均
月

収
額

を
1
2
倍

し
た

試
算

値
で

あ
る

。
 

 

ウ
 

職
員

の
手

当
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
4
5
8 

千
円
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
注

）
 
(
 
 )
内
は

、
定

年
前
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
員

（
暫

定
再
任

用
職

員
及

び
暫

定
再

任
用
短

時
間

勤
 

 
 
 
 
 
 務

職
員

を
含

む
。

）
に

係
る
支

給
割

合
で

あ
る

。
 

 

(
ｲ
)
 

退
職

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
  

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
  

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
1
,3
2
9千

円
 
 
1
6
,
4
6
4
千
円
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 2
,
25
3
千
円

 
 
 
2
3
,
4
2
8
千
円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）
 
退

職
手

当
の

１
人
当

た
り

平
均

支
給

額
は

、
令

和
５

年
度
に

退
職

し
た

全
職
種

に
係

る
職

員
に
支
給
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  

さ
れ

た
平

均
額

で
あ
る

。
 

 

(
ｳ
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

 
支

給
実

績
（

令
和

５
年

度
決

算
）
 

2
,
0
2
4
,3
5
1
 千

円
 

 
支

給
職

員
１

人
当

た
り

平
均

支
給
年

額
（

令
和

５
年

度
決

算
）
 

6
6
8
,
7
65
 
 
 円

 

支
給

対
象

地
域
 

支
給

率
 

支
給

対
象

職
員

数
 

一
般

行
政

職
の

制
度
 

（
支

給
率

）
 

特
別

区
、

青
梅

市
 

2
0
.
0
％
 

2
,
9
2
1
人
 

2
0
.
0
％
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夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

 
正
規
の

勤
務
時

間
と
し

て
、
午

後
1
0

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の

間
に

勤
務

す
る

こ
と

を
命

じ
ら

れ
た

職
員

が
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

 
勤

務
１

時
間

当
た

り
の

給
料

等
の

額
×
2
5
/1
0
0 

同
じ
 

―
 

6
1
,
18
8
 
千

円
 

4
3
,
48
8
 

円
 

（
注

）
 

交
通

局
（

交
通

事
業

、
高
速

電
車

事
業

及
び

電
気

事
業
）
で
は

、
複

数
の

事
業

に
関
係

す
る

職
員

が
お

り
、
支

給
実

績
は

生
じ

て
い

る
が

、
支

給
職
員

数
を

他
の

事
業

に
計

上
し
て

い
る

場
合

が
あ

る
。
そ

の
た

め
、
支
給

職
員

１
人

当
た

り
の

平
均

支
給

年
額

を
算
出

で
き

な
い

手
当

が
あ

る
。
 

 
 

通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

 
通

勤
の

た
め

に
交

通
機

関
等

を
利

用
し

運
賃

等
の

負
担

を
常

例
と

す
る

職
員

又
は

自
転

車
等

交
通

用
具

の
使

用
を
常
例

と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)交

通
機
関

等
利
用

者
 

 
 原

則
と
し

て
、
６

ヵ
月
定
期

券
額
 

 
（
１

月
当
た

り
限
度

額
5
5
,0
00

円
）
 

(
2
)交

通
用
具

使
用
者
 

 
 
 交

通
用
具

の
区
分

・
使
用
距

離
に
 

応
じ
た
定

額
（
①

、
②
）

×
６
月
 

①
一
般
：

2
,6
0
0～

15
,
00
0
円
 

②
障
害
者

：
4
,
50
0～

3
7,
2
00

円
 

(
3
)交

通
機
関

・
交
通

用
具
併
用

者
 

原
則
と
し

て
、

(1
)と

(
2)
の
合
計
 

額
（
１

月
当
た

り
限
度

額
5
5,
0
00

円
）  

 

同
じ
 

―
 

4
0
5
,5
6
3 

千
円
 

1
3
7
,1
5
3 

円
 

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
公
署
を

異
に
す

る
異
動

等
に
伴

い
、

転
居
し

、
や
む

を
得
な

い
事
情
に

よ
り

配
偶
者
と

別
居
し

、
距

離
制
限
（

8
0
㎞

以
上
）
を
満

た
し
、
単

身
で
生
活

す
る

こ
と
を
常

況
と
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)基

礎
額
 

3
0,
0
00

円
 

(
2
)加

算
額
 

6
,0
0
0～

60
,
00
0
円
 

 
(職

員
･
配
偶
者

の
住
居

の
距
離

が
 
 

1
0
0
km

以
上
、

住
居
が

島
し
ょ
 

等
の
場
合

に
加
算

）
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
管

理
又

は
監

督
の

地
位

に
あ

る
職

員
の

う
ち

特
に

指
定

す
る

も
の

に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

 
2
2,
6
00
～
1
4
0,
8
00

円
 

同
じ
 

―
 

3
5
,
94
5
 
千

円
 

1
,
1
23
,
27
3
 

円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
宿

日
直

勤
務

を
命

じ
ら

れ
た

職
員

が
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

 
 
6,
0
00

円
 

 
※
５
時

間
未
満

は
1
/2

の
額
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

 
 
―
 

 

管
理
職
員
 

特
別
勤
務
 

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)指

定
職
給

料
表
適

用
職
員
・
管

理
職

が
、

臨
時

又
は

緊
急

の
必

要
そ
の

他
公

務
の
運

営
の

必
要

に
よ

り
、
週

休
日

又
は
休

日
に

勤
務

し
た

場
合
に

支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨

時
又

は
緊

急
の

必
要

に
よ
り

、
週

休
日
又

は
休

日
以

外
の

日
の
午

前
０

時
か
ら

午
前

５
時

ま
で

の
間
で

あ
っ

て
正
規

の
勤

務
時

間
以

外
の
時

間
に

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
（
勤

務
時

間
が

６
時

間
超

の
場

合
は

、
6
,
00
0
～

2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

６
 
千

円
 
 

 
 
※
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３

 
民

間
の

類
似

職
種

と
の

比
較

に
当

た
り

、
年

齢
、
業

務
内

容
及

び
雇

用
形

態
の

点
に

お
い

て
完

全
に

一
致

し
て

い
る

も
の

で
は

な
い

。
 

 
 

 
４

 
平

均
月

収
額

に
は

、
期

末
・

勤
勉

手
当

（
民

間
は

年
間

賞
与

）
等

を
含

む
。

 

５
 

年
収

ベ
ー

ス
の

「
公

務
員

（
Ｃ

）
」

及
び

「
民

間
（

Ｄ
）

」
の

デ
ー

タ
は

、
そ

 

れ
ぞ

れ
平

均
月

収
額

を
1
2
倍

し
た

試
算

値
で

あ
る

。
 

 

ウ
 

職
員

の
手

当
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
7
3
9 

千
円
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5
 
 月

分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
注
）
 

(
  
)
内
は

、
定

年
前
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
員
（
暫

定
再
任

用
職

員
及

び
暫

定
再

任
用
短

時
間
勤
 

 
 

 
務

職
員

を
含

む
。

）
に

係
る
支

給
割

合
で

あ
る

。
 

 (
ｲ
)
 

退
職

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
3
,
1
6
8
千

円
 
 
1
9
,
0
3
8
千

円
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
2
5
3
千

円
 
 
2
3
,
4
2
8
千

円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）
 
１

人
当

た
り

平
均
支

給
額

は
、
令
和

５
年

度
に
退

職
し

た
全

職
種

に
係

る
職
員

に
支

給
さ

れ
た
平
均
 

額
で

あ
る

。
 

 

(
ｳ
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

 
支

給
実

績
（

令
和

５
年

度
決

算
）
 

2
,
7
8
5
,4
3
3
 千

円
 

 
支

給
職

員
１

人
当

た
り

平
均

支
給
年

額
（

令
和

５
年

度
決

算
）
 

7
5
1
,
6
01
  

円
 

支
給

対
象

地
域
 

支
給

率
 

支
給

対
象

職
員

数
 

一
般

行
政

職
の

制
度
 

（
支

給
率

）
 

特
別

区
 

2
0
.
0
 
％

 
3
,
6
0
6
 人

 
2
0
.
0
 ％

 

市
川

市
 

2
0
.
0
 
％

 
5
7
 人

 
当

該
地
域

に
公

署
な

し
 

   

 
(
2
)
 

高
速

電
車

事
業

 

ア
 

職
員

給
与

費
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

決
算

 

区
分
 

総
費

用
 
Ａ

 
純

損
益
又

は
 

実
質

収
支
 

職
員

給
与

費
 Ｂ
 

総
費
用
に

占
め
る
 

職
員
給
与

費
比
率
 

Ｂ
／
Ａ
 

(
参

考
)
 

令
和

４
年

度
の

総
費

用
に

占

め
る

職
員

給
与

費
比

率
 

令
和
 

５
年

度
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

1
3
9
,
0
84
,
5
83 

1
8
,
0
1
3,
9
5
4 

3
5
,
5
9
0,
5
7
3 

2
5
.
6
 

2
6
.
0 

 

区
分
 

職
員
数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

１
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り

給
与

費
 

給
 
 
料
 

職
員

手
当
 

期
末
・
勤
勉
手
当
 

計
 

 
 

 
 

 
 

Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

3
,
6
6
9 

1
3
,
4
9
8,
2
4
8 

8
,
2
4
4
,0
7
5 

6
,
4
7
2
,3
2
4 

2
8
,
2
1
4,
6
4
7 

7
,
6
9
0 

7
,
7
3
1 

（
注

）
１

 
職

員
手

当
に

は
退

職
手
当

を
含

ま
な

い
。
 

 
 

 
 

 
 
  
 
２
 

職
員

数
に

つ
い
て

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
現

在
の

人
数

で
あ

る
。

 

 
 

 
 

 
 

 
３

 
職

員
数

及
び
給

与
費

に
つ

い
て

は
、

定
年
前

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員
及

暫
定

前
再

任
用

短

時
間

勤
務

職
員

を
含

み
、

会
計

年
度
任

用
職

員
を

含
ま

な
い

。
 

 
 

 
 

 
 

４
 

都
道

府
県

平
均
は

、
令

和
４

年
度

地
方

公
営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る
も

の
で

あ
る

。
 

 

イ
 

職
員

の
基

本
給

、
平

均
月

収
額

及
び

平
均

年
齢

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

基
本

給
 

平
均

月
収

額
 

東
京

都
 

4
4
.
4 

歳
 

3
7
6
,
8
39
 
円

 
6
3
8
,
8
51 

円
 

団
体

平
均
 

4
4
.
1
 

歳
 

3
7
4
,
5
84
 
円

 
6
3
4
,
8
52 

円
 

（
注

）
１

 
平

均
月

収
額

に
は

、
期
末

・
勤

勉
手

当
等

を
含

む
。
 

２
 

団
体

平
均

は
、

令
和

４
年

度
地
方

公
営

企
業

決
算

状
況

調
査
に

よ
る

都
道

府
県

に
お

け
る
交
 

通
事

業
の

う
ち

鉄
道

事
業

の
平

均
で
、

定
年

前
再

任
用

短
時

間
勤
務

職
員

及
び

暫
定

再
任

用
短
 

時
間

勤
務

職
員

を
含

む
。
 

 

（
う

ち
地

下
鉄

運
転

士
）
 

区
分
 

公
 
務

 
員

 

平
均

年
齢

 
職

員
数
 

基
本
給
 

平
均

月
収

額
 

（
Ａ
）
 

東
京

都
 

4
8
.
5
歳
 

6
8
4
人

 
3
7
6
,0
9
5
円
 

6
3
3
,
7
6
8
円

 

 

区
分

 

民
 
間

 
参

考
 

対
応

す
る

民
間

 

の
類

似
職

種
 

平
均

年
齢

 
平

均
月

収
額

（
Ｂ

）
 

Ａ
／

Ｂ
 

全
 国

 計
 

鉄
道

運
転

従
事

者
 

4
0
.
6
歳

 
5
1
9
,5
0
0
円

 
1
.
2
3 

 

区
分

 

参
 
考

 

年
収

ベ
ー

ス
（

試
算

値
）

の
比

較
 

公
務

員
（

Ｃ
）

 
民

間
（

Ｄ
）

 
Ｃ

／
Ｄ

 

東
京

都
 

7
,
6
05
,
21
6
円

 
6
,
2
3
3
,
6
0
0
円

 
1
.
2
2 

（
注

）
１

 
民

間
デ

ー
タ

は
、
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
に

お
い

て
公

表
さ

れ
て

い
る

デ
ー

タ
を

使
用

し
て

い
る

（
令

和
２

年
か

ら
令

和
４

年
ま

で
の

３
か

年
平

均
）

。
 

 
 

 
２

 
電

車
運

転
士

に
つ

い
て

は
、
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
に

お
い

て
都

道
府

県
別

の
数

値
を

公
表

し
て

い
な

い
。
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通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

 
通

勤
の

た
め

に
交

通
機

関
等

を
利

用
し

運
賃

等
の

負
担

を
常

例
と

す
る

職
員

又
は

自
転

車
等

交
通

用
具

の
使

用
を
常
例

と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)交

通
機
関

等
利
用

者
 

原
則
と
し

て
、
６

ヵ
月
定

期
券
額
 

（
１
月
当

た
り
限

度
額

55
,
000

円
）
 

(
2
)交

通
用
具

使
用
者
 

交
通
用
具

の
区
分

・
使
用

距
離
に
 

応
じ
た
定

額
（
①

、
②
）

×
６
月
 

①
一
般
：

2
,6
0
0～

15
,
00
0
円
 

②
障
害
者

：
4
,
50
0～

3
7,
2
00

円
 

(
3
)交

通
機
関

・
交
通

用
具
併
用

者
 

 
 原

則
と
し

て
、

(1
)と

(
2)の

合
計
 

額
（
１

月
当
た

り
限
度

額
5
5,
0
00

円
）  

 

同
じ
 

―
 

6
4
8
,8
8
1 

千
円
 

1
7
8
,9
0
3 

円
 

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
公
署
を

異
に
す

る
異
動

等
に
伴

い
、

転
居
し

、
や
む

を
得
な

い
事
情
に

よ
り

配
偶
者
と

別
居
し

、
距

離
制
限
（

8
0
㎞

以
上
）
を
満

た
し
、
単

身
で
生
活

す
る

こ
と
を
常

況
と
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)基

礎
額
 

3
0,
0
00

円
 

(
2
)加

算
額
 

6
,0
0
0～

60
,
00
0
円
 

 
(職

員
･
配
偶
者

の
住
居

の
距
離

が
 
 

1
0
0
km

以
上
、

住
居
が

島
し
ょ
 

等
の
場
合

に
加
算

）
 

同
じ
 

―
 

―
 

 
―
 

 

管
理
職
 

手
当
 

【
内
容
】
 

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る
職

員
の

う
ち
特

に
指
定

す
る
も

の
に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

2
2
,
60
0～

1
40
,
80
0
円
 

  

同
じ
 

―
 

8
3
,
29
5  

千
円
 

1
,
1
56
,
87
3 

円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
宿

日
直

勤
務

を
命

じ
ら

れ
た

職
員

が
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

 
 
6,
0
00

円
 

 
※
５
時

間
未
満

は
1
/2

の
額
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
員
 

特
別
勤
務
 

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)
指

定
職

給
料

表
適

用
職

員
・

管
理

職
が
、
臨
時
又

は
緊
急

の
必
要
そ

の
他

公
務
の

運
営
の

必
要
に

よ
り
、
週

休
日

又
は

休
日

に
勤

務
し

た
場

合
に

支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨
時
又

は
緊
急

の
必
要

に
よ
り

、
週

休
日

又
は

休
日

以
外

の
日

の
午

前
０

時
か

ら
午

前
５

時
ま

で
の

間
で

あ
っ

て
正

規
の

勤
務

時
間

以
外

の
時
間
に

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
（
勤
務
時

間
が

６
時

間
超

の
場

合
は

、
6
,
000

～
2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

8
6  

千
円
 

※
 

 

(
ｴ
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

2
4
9
,
1
11
 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

8
4
,
7
8
9  

円
 

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合

（
令

和
５

年
度

）
 

8
0
.
1
  

％
 

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

２
 種

類
 

手
当
の
名

称
 

主
な
支
給

対
象
職

員
 
主

な
支
給

対
象
業

務
 

支
給
実
績
 

令
和
５
年

度
決
算
 

左
記
職
員
に
対
す
る

支
給
単
価
 

交
替

制
勤

務
者

等
業

務
手
当
 

乗
務

員
、

交
替

勤
務

職
員
 

長
時

間
拘

束
勤

務
、

交
替
制
勤

務
等
の
 

変
則
勤
務
 

2
4
0
,8
0
3
千
円
 

１
勤

務
4
50

円
～

1
,
2
00

円
 

待
機

1
0
分

に
つ
き

5
0
円
 

特
定
現
場

作
業
手

当
 
技

術
系
職

員
等
 

危
険
・
有

害
業
務

等
 

8
,
3
07

千
円
 

日
額

2
0
0
円
～

2
30

円
 

１
件
に
つ

き
1
,
0
00

円
 

 

(
ｵ
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

3
,
4
7
0
,4
9
5 

千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

9
4
6 

千
円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

3
,
5
9
9
,8
3
4 

千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

9
6
8 

千
円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

休
日

給
を

含
む

。
 

 

(
ｶ
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
の
異
同
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
異

な
る

内
容
 

支
給
実
績
 

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
 

平
均
支
給
年
額
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 子

 
9
,0
0
0
円
（
子
が
満

16
歳
年

度
初
め
か

ら
満

2
2
歳

年
度
末
ま

で
の

場
合
は

1
3,
0
00

円
）
 

(
2
)
 子

以
外
の
扶

養
親
族

 
6
,0
0
0
円
 

（
課
長
級

は
3
,
00
0
円
）
 

 

同
じ
 

―
 

3
3
8
,5
9
5  

千
円
 

2
0
6
,5
8
6 

円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら

居
住

す
る

た
め

の
住

居
を

借
り

受
け
、

月
額

1
5,
0
0
0
円
以
上

の
家

賃
を
払
っ

て
い
る

世
帯
主

等
に
支

給
 

当
該
年
度

末
年

齢
3
5
歳
未
満
の

職
員

に
の
み

支
給
し

、
管

理
職
に
は

支
給

さ
れ
な
い
 

【
支
給
額

】
 
 

 
 

15
,
00
0
円
 

  

同
じ
 

―
 

4
5
,
06
0  

千
円
 

1
9
0
,9
3
1 

円
 

初
任
給
 

調
整
手
当
 

【
内
容
】
 

 
専
門
的

な
知
識

を
必
要

と
し
、
か
つ

採
用

に
よ

る
欠

員
補

充
が

困
難

で
あ

る
等

の
事

情
が

考
慮

さ
れ

る
医

師
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

 
5
2,
0
00
～
1
7
5,
1
00

円
 

 
※
大
学

卒
業
後

40
年
間
 

 

同
じ
 

―
 

6
3
3  

千
円
 

※
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(
3
)
 

電
気

事
業

 

ア
 

職
員

給
与

費
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

決
算

 

区
分
 

総
費

用
 
Ａ

 
純

損
益
又

は
 

実
質

収
支
 

職
員

給
与

費
 Ｂ
 

総
費
用
に

占
め
る
 

職
員
給
与

費
比
率
 

Ｂ
／
Ａ
 

(
参

考
)
 

令
和

４
年

度
の

総
費

用
に

占
め

る
職

員
給

与
費

比
率

 

令
和
 

５
年

度
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

1
,
0
6
8
,6
6
1
 

△
 
3
9
,0
1
9
 

1
7
5
,
7
93
 

1
6
.
4 

1
9
.
0 

 

区
分
 

職
員
数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

１
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り
 

給
与

費
 

給
 
 
料
 

職
員

手
当
 
期
末
・
勤
勉
手
当

計
 

 
 

 
Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

1
9
 

7
4
,
3
2
7 

3
5
,
1
3
4 

3
7
,
3
3
9 

1
4
6
,
8
00 

7
,
7
2
6 

6
,
5
6
0 

（
注

）
１

 
職

員
手

当
に

は
退

職
手
当

を
含

ま
な

い
。
 

 
 
 
 
 
  

 
 

２
 

職
員

数
に

つ
い
て

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
現

在
の

人
数

で
あ

る
。

 

 
 

 
 

 
 

 
３

 
職

員
数

及
び
給

与
費

に
つ

い
て

は
、
定

年
前
再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及
び

暫
定

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

を
含

み
、

会
計

年
度
任

用
職

員
を

含
ま

な
い

。
 

 
 

 
 

 
 

４
 

都
道

府
県

平
均
は

、
令

和
４

年
度

地
方

公
営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る
も

の
で

あ
る

。
 

 

イ
 

職
員

の
基

本
給

、
平

均
月

収
額

及
び

平
均

年
齢

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

基
本

給
 

平
均

月
収

額
 

東
京

都
 

4
0
.
8 歳

 
4
0
0
,
2
73
 
 円

 
6
4
2
,
4
95
 
円

 

団
体

平
均
 

4
5
.
3
 歳

 
3
5
0
,
8
67 

円
 

5
4
5
,
0
19 

円
 

（
注

）
１

 
平

均
月

収
額

に
は

、
期
末

・
勤

勉
手

当
等

を
含

む
。
 

２
 

団
体

平
均

は
、

令
和

４
年

度
地

方
公

営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る

都
道

府
県

に
お

け
る

電
気

事
業

の
平

均
で
、
定
年

前
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

暫
定
再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員

を
含

む
。
 

 

ウ
 

職
員

の
手

当
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

2
,
0
7
4 

千
円
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5
 
 月

分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

 
（

注
）
 

(
 
 
)内

は
、
定

年
前

再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
（

暫
定

再
任

用
職

員
及

び
暫
定

再
任
用

短
時
間
 

 
 

 
 

勤
務

職
員

を
含

む
。

）
に
係

る
支

給
割

合
で

あ
る

。
 

      

夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

正
規
の
勤

務
時
間

と
し
て
、
午
後

1
0

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の
間

に
勤

務
す

る
こ

と
を

命
じ

ら
れ

た
職
員

が
勤

務
し
た
場

合
に
支

給
 

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
2
5
/1
0
0 

同
じ
 

―
 

5
3
6
,5
5
8 

千
円
 

1
8
8
,0
0
2 

円
 

（
注
）
交
通

局
（

交
通

事
業
、
高

速
電
車

事
業

及
び

電
気

事
業

）
で

は
、
複
数

の
事

業
に
関

係
す
る

職
員

が
お

り
、
支
給

実
績

は
生

じ
て

い
る

が
、

支
給

職
員

数
を

他
の

事
業

に
計

上
し

て
い

る
場

合
が

あ
る

。
そ

の
た

め
、

支
給

職
員

１

人
当

た
り

の
平

均
支

給
年

額
を

算
出
で

き
な

い
手

当
が

あ
る

。
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(
ｵ
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
1
,
9
6
9 
千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

6
3
0 
千

円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

9
,
9
5
9 
千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

4
9
8 
千

円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

休
日

給
を

含
む

。
 

 

(
ｶ
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
の
異
同
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
異

な
る

内
容
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
） 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
 

平
均
支
給
年
額
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 
子
 

9
,0
0
0
円
（

子
が
満

1
6
歳
年

度
初
め
か

ら
満

2
2
歳
年

度
末
ま

で
の

場
合
は

13
,
00
0
円
）
 

(
2
)
 
子

以
外

の
扶

養
親

族
 

6,
0
0
0

円

（
課
長
級

は
3
,
00
0
円
）
 

同
じ
 

―
 

1
,
6
79
 
千

円
 

1
8
6
,5
4
3 

円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら
居
住

す
る
た

め
の
住

居
を
借

り
 

受
け
、
月

額
1
5
,0
00

円
以
上
の

家
賃
を
 

払
っ
て
い

る
世
帯

主
等
に

支
給
 

当
該
年
度

末
年

齢
3
5
歳

未
満
の

職
員

に
の
み
支

給
し
、
管
理
職

に
は
支

給
さ
れ

な
い
 

【
支
給
額

】
 
 

 
 

15
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

5
3
8
 
千

円
 

1
7
9
,4
5
1 

円
 

初
任
給
 

調
整
手
当
 

【
内
容
】
 

専
門

的
な

知
識

を
必

要
と

し
、

か
つ

採
用

に
よ

る
欠

員
補

充
が

困
難

で
あ

る

等
の
事
情

が
考
慮

さ
れ
る

医
師
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

5
2
,
00
0
円

～
1
7
5,
1
00

円
 

※
大
学
卒

業
後

40
年

間
 

同
じ
 

―
 

４
 
千

円
 

※
 
 

通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

 
通

勤
の

た
め

に
交

通
機

関
等

を
利

用

し
運

賃
等

の
負

担
を

常
例

と
す

る
職

員

又
は

自
転

車
等

交
通

用
具

の
使

用
を

常

例
と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)交

通
機
関

等
利
用

者
 

原
則
と
し

て
、
６

ヵ
月
定

期
券
額
 

(
１
月

当
た
り

限
度

額
5
5
,0
0
0
円

）

(
2
)交

通
用
具

使
用
者
 

交
通

用
具
の

区
分

・
使

用
距
離
に

応

じ
た
定
額

（
①
、

②
）
×

６
月
 

①
一
般
：

2
,6
0
0～

15
,
00
0
円
 

②
障
害
者

：
4
,
50
0～

3
7,
2
00

円
 

(
3
)交

通
機
関

・
交
通

用
具
併
用

者
 

原
則
と
し

て
、

(1
)と

(
2)
の
合
計

額
 

（
１
月
当

た
り
限

度
額

55
,
000

円
）

 
 

同
じ
 

―
 

2
,
4
64
 
千

円
 

1
2
3
,2
1
0 

円
 

(
ｲ
)
 

退
職

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

１
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
※

 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
2
5
3
千

円
 
 
2
3
,
4
2
8
千

円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

１
 

１
人

当
た

り
平
均

支
給

額
は

、
令

和
５

年
度
に

退
職

し
た

全
職

種
に

係
る
職

員
に

支
給

さ
れ

た
 

平
均

額
で

あ
る

。
 

 
 
 
 
 
  

 
 

２
 

交
通

局
（

交
通

事
業

、
高
速

電
車

事
業

及
び
電

気
事

業
）
で

は
、
複

数
の
事

業
に

関
係

す
る
職
員
 

が
お

り
、

支
給

実
績

は
生

じ
て

い
る
が

、
支

給
職

員
数

を
他

の
事
業

に
計

上
し

て
い

る
場

合
が
あ
 

る
。

そ
の

た
め

、
支

給
職

員
１

人
当
た

り
の

平
均

支
給

額
を

算
出
で

き
な

い
。
 

 

(
ｳ
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
5
,
6
5
5 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

 
 

8
69
,
6
96  

円
 

支
給

対
象

地
域
 

支
給

率
 

支
給

対
象

職
員

数
 

一
般

行
政

職
の

制
度
 

（
支

給
率

）
 

特
別

区
、

青
梅

市
 

2
0
.
0
 
％

 
1
6
 人

 
2
0
.
0 ％

 

 (
ｴ
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

６
 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

※
  

 

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合

（
令

和
５

年
度

）
 

※
  

 

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

２
 種

類
 

手
当
の
名

称
 

主
な
支
給

対
象
職

員
 
主

な
支
給

対
象
業

務
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

左
記
職
員
に
対
す
る

支
給
単
価
 

交
替
制
勤

務
者
等
 

業
務
手
当
 

交
替
勤
務

職
員
 

長
時

間
拘

束
勤

務
、

交
替
制
勤

務
等
の
 

変
則
勤
務
 

６
 千

円
 

1
勤

務
4
5
0

円
～

1
,
2
00

円
 

待
機

1
0
分

に
つ
き

5
0
円
 

特
定
現
場

作
業
手

当
 
技

術
系
職

員
等
 

危
険
・
有

害
業
務

等
 

―
  

日
額

2
0
0
円
～

2
30

円
 

１
件
に
つ

き
1
,
0
00

円
 

 
 

 
 

（
注
）

 
交
通

局
（
交

通
事
業

、
高

速
電

車
事

業
及

び
電
気

事
業

）
で

は
、

複
数

の
事
業

に
関

係
す

る
職

員
 

が
お

り
、

支
給

実
績

は
生

じ
て

い
る
が

、
支

給
職

員
数

を
他

の
事
業

に
計

上
し

て
い

る
場

合
が
あ

る
。
 

そ
の

た
め

、
支

給
職

員
１

人
当

た
り
の

平
均

支
給

額
及

び
職

員
全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の
 

割
合

を
算

出
で

き
な

い
。
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(
4
)
 

水
道

事
業

 

ア
 

職
員

給
与

費
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

決
算

 

区
分
 

総
費

用
 
Ａ

 
純

損
益
又

は
 

実
質

収
支
 

職
員

給
与

費
 Ｂ
 

総
費
用
に

占
め
る
 

職
員
給
与

費
比
率
 

Ｂ
／
Ａ
 

(
参

考
)
 

令
和

４
年

度
の

総
費

用
に

占
め

る
職

員
給

与
費

比
率
 

令
和
 

５
年

度
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

3
3
7
,
1
07
,
3
46 

2
,
1
8
8
,0
5
6 

3
1
,
2
9
6,
3
6
1 

9
.
3 

1
0
.
2 

      

 

（
注

）
１

 
職

員
手

当
に

は
退

職
手
当

を
含

ま
な

い
。
 

 
 
 
 
 
  

 
 

 ２
 
職

員
数
に

つ
い
て

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
現

在
の

人
数

で
あ

る
。

 

 
 

 
 

 
 

 
３
 

職
員

数
及

び
給
与

費
に

つ
い

て
は

、
定

年
前
再

任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及
び

暫
定

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

を
含

み
、

会
計

年
度
任

用
職

員
を

含
ま

な
い

。
 

 
 

 
 

 
 

 ４
 
都

道
府
県

平
均
は

、
令

和
４

年
度

地
方

公
営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る
も

の
で

あ
る

。
 

 
 
 

イ
 

職
員

の
基

本
給

、
平

均
月

収
額

及
び

平
均

年
齢

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

基
本

給
 

平
均

月
収

額
 

東
京

都
 

4
3
.
4 

歳
 

3
7
7
,
8
67 

円
 

6
0
1
,
8
49 

円
 

団
体

平
均
 

4
4
.
2 

歳
 

3
5
8
,
4
09 

円
 

5
6
8
,
5
68 

円
 

 
 
 
 
 （

注
）

１
 

平
均

月
収
額

に
は
、

期
末

・
勤

勉
手

当
等

を
含
む

。
 

２
 

団
体

平
均

は
、

令
和

４
年

度
地
方

公
営

企
業

決
算

状
況

調
査
に

よ
る

都
道

府
県

に
お

け
る
水
 

道
事

業
の

平
均

で
、

定
年
前
再

任
用
短

時
間

勤
務

職
員
及
び

暫
定
再

任
用

短
時

間
勤
務
職

員
を

含
む

。
 

 

ウ
 

職
員

の
手

当
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
7
8
7 

千
円
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5 

月
分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5
 
 月

分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
注

）
 

(
  
)
内
は

、
定

年
前

再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
（

暫
定
再

任
用

職
員

及
び

暫
定

再
任
用

短
時

間
 

 
 

 
勤

務
職

員
を

含
む

。
）

に
係
る

支
給

割
合

で
あ

る
。

 

 

 

区
分
 

職
員
数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

１
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り
 

給
与

費
 

給
 
 
料
 

職
員

手
当
 

期
末
・
勤
勉
手
当
 

計
 

 
 

 
 

Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

3
,
5
3
1 

1
2
,
7
5
0,
3
0
9 

6
,
4
9
0
,6
4
9 

6
,
1
3
8
,7
7
1 

2
5
,
3
7
9,
7
2
9 

7
,
1
8
8 

6
,
8
3
4 

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
公
署
を

異
に
す

る
異
動

等
に
伴

い
、
転

居
し
、
や

む
を
得

な
い
事

情
に
よ

り
配
偶

者
と
別
居

し
、
距

離
制
限
（
8
0
㎞

以
上

）

を
満
た
し

、
単
身

で
生
活

す
る
こ

と
を
常

況
と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)基

礎
額
 

3
0,
0
00

円
 

(
2
)加

算
額
 

6
,0
0
0～

60
,
00
0
円
 

 
(職

員
･
配
偶
者

の
住
居

の
距
離

が
 

 
1
00
k
m
以
上

、
住
居

が
島
し
ょ

等
の
 

場
合
に
加

算
）
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
 

手
当
 

【
内
容
】
 

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る

職
員

の
う
ち
特

に
指
定

す
る
も

の
に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

2
2
,
60
0～

1
40
,
80
0
円
 

同
じ
 

―
 

2
,
2
12 

千
円
 

1
,
1
06
,
18
4
 

円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

宿
日

直
勤

務
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤
務
し
た

場
合
に

支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

6
,
0
00

円
 

 
※
５

時
間
未

満
は

1/
2
の
額
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
員
 

特
別
勤
務
 

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)
指

定
職

給
料

表
適

用
職

員
・

管
理

職
が

、
臨

時
又
は

緊
急
の

必
要
そ
の

他
公

務
の
運
営

の
必
要

に
よ
り

、
週
休

日
又

は
休
日
に

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨

時
又
は

緊
急
の

必
要
に

よ
り
、
週
休

日
又

は
休

日
以

外
の

日
の

午
前

０
時

か
ら

午
前

５
時

ま
で

の
間

で
あ

っ
て

正
規

の
勤

務
時

間
以

外
の

時
間

に
勤

務
し
た
場

合
に
支

給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
（
勤
務
時

間
が
６

時
間

超
の

場
合

は
、

6
,
0
00

～
27
,
0
00

円
）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

1
0
0
 
千

円
 

※
 

 

夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

正
規

の
勤

務
時

間
と

し
て

、
午

後
1
0

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の

間
に

勤

務
す

る
こ

と
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤

務
し
た
場

合
に
支

給
 

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
2
5/
1
00 

同
じ
 

―
 

1
6  

千
円
 

※
 

 

（
注
）
交
通

局
（

交
通

事
業
、
高

速
電
車

事
業

及
び

電
気

事
業

）
で

は
、
複
数

の
事

業
に
関

係
す
る

職
員

が
お

り
、
支
給

実
績

は
生

じ
て

い
る

が
、

支
給

職
員

数
を

他
の

事
業

に
計

上
し

て
い

る
場

合
が

あ
る

。
そ

の
た

め
、

支
給

職
員

１

人
当

た
り

の
平

均
支

給
年

額
を

算
出
で

き
な

い
手

当
が

あ
る

。
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(
ｴ
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

3
7
,
6
5
0 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額
（

令
和

５
年

度
決

算
） 

6
2
,
4
3
7  

円
 

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合
（

令
和

５
年

度
） 

1
7
.
1
  

％
 

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

５
 種

類
 

手
当
の
名

称
 

主
な
支
給

対
象
職

員
 
主

な
支
給

対
象
業

務
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

左
記
職
員
に
対
す
る

支
給
単
価
 

水
源
か
ん

養
手
当
 

水
源
管
理

事
務
所
 

職
員
 

し
ゅ

ん
険

な
山

地
等

に
お
け
る

実
作
業

等
 

2
3
4
 千

円
 
日

額
3
70

円
 

泥
土
処
理

等
作
業
 

手
当
 

浄
水
場
等

職
員
 

手
作

業
に

よ
る

泥
土

処
理
作
業

等
 

1
4
0
 千

円
 
1
時
間

73
円
 

危
険
作
業

手
当
 

支
所
、
建
設
事

務
所

、

浄
水
場
等

職
員
 

高
所

作
業

、
水

中
作

業
、

有
害

物
取

扱
作

業
等
 

6
,
2
60
 千

円
 
1
時
間

40
～
5
0
0
円
 

変
則
勤
務

手
当
 

交
替
勤
務

等
職
員
 

深
夜

交
替

制
勤

務
等

の
変
則
勤

務
 

1
6
,
54
2
 千

円
 
1
勤

務
4
0
0～

1,
0
00

円
 

徴
収
整
理

手
当
 

営
業
所
等

職
員
 

徴
収
整
理

業
務
 

1
4
,
47
3
 千

円
 
1
枚

1
0～

7
5
円
 

 

(
ｵ
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

2
,
6
6
2
,1
3
9
 千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

7
5
4
 千

円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

2
,
7
6
6
,0
0
3
 千

円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

7
6
4
 
 千
円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

休
日

給
を

含
む

。
 

 

(
ｶ
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
の
異
同
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
異

な
る

内
容
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
） 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
 

平
均
支
給
年
額
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 
子
 

9
,0
0
0
円
（

子
が
満

1
6
歳

年
度
初
め

か
ら

満
2
2
歳
年
度
末

ま
で

の
場
合

は
1
3
,0
00

円
）
 

(
2
)
 子

以
外
の
扶

養
親
族

 
6
,0
0
0
円

（
課
長
級

は
3
,
00
0
円
）
 

同
じ
 

―
 

2
4
5
,7
4
5  

千
円
 

2
0
3
,0
9
5 

円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら

居
住

す
る

た
め

の
住

居
を

借
り

受
け
、

月
額

1
5,
0
0
0
円
以
上

の
家

賃
を
払
っ

て
い
る

世
帯
主

等
に
支

給
 

当
該
年
度

末
年

齢
3
5
歳
未
満
の

職
員

に
の
み

支
給
し

、
管

理
職
に
は

支
給

さ
れ
な
い
 

【
支
給
額

】
 
 

 
 

15
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

7
6
,
80
3 

千
円
 

1
7
6
,5
5
9 

円
 

 (
ｲ
)
 

退
職

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年
 

 
 
23
.
0
0月

分
 

 
2
3
.
00月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年
 

 
 
30
.
5
0月

分
 

 
3
0
.
50月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年
 

 
 
43
.
0
0月

分
 

 
4
3
.
00月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

 
 
43
.
0
0月

分
 

 
4
3
.
00月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

１
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
9
4
4
千

円
 
2
1
,
33
2
千
円
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2,
2
53
千
円

 
 
2
3
,
4
2
8
千
円

 

 
 
 
 
 
 （

注
）
 
１

人
当

た
り

平
均
支

給
額

は
、
令
和

５
年

度
に
退

職
し

た
全

職
種

に
係

る
職
員

に
支

給
さ

れ
た
平
均

額
で

あ
る

。
 

 

(
ｳ
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

2
,
6
3
5
,3
9
8
 
千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

7
6
7
,
8
90
 
 

円
 

支
給

対
象

地
域
 

支
給

率
 

支
給

対
象

職
員

数
 

一
般

行
政

職
の

制
度
 

（
支

給
率

）
 

特
別

区
、

八
王

子
市

、
立

川
市

、
武
蔵

野
市

、
三

鷹
市

、
青

梅
市
、

府
中

市
、

昭
島

市
、

調
布

市
、

町
田

市
、

小
金

井
市
、

小
平

市
、

日
野

市
、

東
村

山
市

、
国

分
寺

市
、

国
立

市
、

福
生

市
、

狛
江

市
、
東

大
和

市
、

清
瀬

市
、

東
久

留
米

市
、

武
蔵

村
山

市
、
多

摩
市

、
稲

城
市

、
羽

村
市
、

あ
き

る
野

市
、

西
東

京
市
、

瑞
穂

町
、

日
の

出
町

、
檜
原

村
、

奥
多

摩
町
 

2
0
.
0
 
％

 
3
,
2
3
7
 

人
 

2
0
.
0
 ％

 

朝
霞

市
、

三
郷

市
 

2
0
.
0
 
％

 
1
9
5 

人
 

当
該
地
域

に
公
署

な
し
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夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

正
規
の
勤

務
時
間

と
し
て
、
午
後

1
0

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の

間
に

勤
務

す
る

こ
と

を
命

じ
ら

れ
た

職
員

が
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
2
5
/1
0
0 

同
じ
 

―
 

5
4
,
28
4
 
千

円
 

2
1
3
,7
1
5 

円
 

寒
冷
地
 

手
当
 

【
内
容
】
 

寒
冷

地
に

在
勤

す
る

職
員

に
支

給
（

1
1～

３
月
の
み

）
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 世

帯
主
 

①
同
居
扶

養
親
族

有
 

6,
1
00

円
 

②
同
居
扶

養
親
族

無
 

3,
3
00

円
 

(
2
)
 そ

の
他
 

2
,
4
00

円
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

                                       

通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

通
勤

の
た

め
に

交
通

機
関

等
を

利

用
し

運
賃

等
の

負
担

を
常

例
と

す
る

職
員

又
は

自
転

車
等

交
通

用
具

の
使

用
を
常
例

と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 交

通
機
関
等

利
用
者
 

原
則
と
し

て
、
６
ヶ

月
定
期

券
額

（
１

月
当

た
り

限
度

額
5
5,0

0
0  

 
 
 

円
）
 

(
2
)
 交

通
用
具
使

用
者
 

交
通
用
具

の
区
分

・
使
用

距
離

に
応
じ
た

定
額

 (
①
～
③

)×
６

月
 

①
一
般

2,
6
00
～
1
5
,0
00

円
 

②
通
勤
不

便
3
,
90
0～

2
9,
7
00

円
 

③
障
害
者

4
,5
0
0～

37
,
20
0
円
 

(
3
)
 交

通
機
関
・

交
通
用

具
併
用

者
 

原
則
と
し

て
、
(1
)と

(
2)
の
合
計

額
（

１
月

当
た

り
限

度
額

5
5
,0
0
0

円
）
 

同
じ
 

―
 

6
0
7
,6
6
6
 
千

円
 

1
8
2
,2
0
9 

円
 

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
公
署
を

異
に
す

る
異
動

等
に
伴

い
、

転
居
し

、
や
む

を
得
な

い
事
情
に

よ
り

配
偶
者
と

別
居
し

、
距

離
制
限
（

8
0
㎞

以
上
）
を
満

た
し
、
単

身
で
生
活

す
る

こ
と
を
常

況
と
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)基

礎
額
 

3
0,
0
00

円
 

(
2
)加

算
額
 

6
,0
0
0～

60
,
00
0
円
 

 
(職

員
･
配
偶
者

の
住
居

の
距
離

が
 

 
1
00
k
m
以
上

、
住
居

が
島
し
ょ

等
の

場
合
に
加

算
）
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
 

手
当
 

【
内
容
】
 

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る

職
員

の
う

ち
特

に
指

定
す

る
も

の
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

2
2
,
60
0～

1
29
,
60
0
円
 

同
じ
 

―
 

1
7
0
,1
7
5 

千
円
 
1
,
1
05
,
03
2
 

円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

宿
日

直
勤

務
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

6
,
0
00

円
 

※
５
時
間

未
満
は

1
/2

の
額
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 

 

管
理
職
員

特
別
勤
務

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)
指

定
職

給
料

表
適

用
職

員
・

管
理

職
が

、
臨
時

又
は
緊

急
の
必

要
そ

の
他

公
務
の

運
営
の

必
要
に

よ
り
、
週

休
日

又
は

休
日

に
勤

務
し

た
場

合
に

支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨
時
又

は
緊
急

の
必
要

に
よ
り

、
週

休
日

又
は

休
日

以
外

の
日

の
午

前
０

時
か

ら
午

前
５

時
ま

で
の

間
で

あ
っ

て
正

規
の

勤
務

時
間

以
外

の
時
間
に

勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
0
0
円
（
勤

務
時

間
が

６
時

間
超

の
場

合
は

、
6
,
000

～
2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

2
,
9
44
 
千

円
 

2
6
7
,6
3
6 

円
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(
ｲ
)
 

退
職

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

１
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
7
1
9
千

円
 
2
4
,
82
1
千
円
 

（
支

給
率

）
 

自
己

都
合
 

勧
奨

・
定

年
 

勤
続

2
0
年

 
 

 
 

 
 

2
3
.
0
0月

分
 

2
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

2
5
年

 
 

 
 

 
 

3
0
.
5
0月

分
 

3
0
.
5
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

勤
続

3
5
年

 
 

 
 

 
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

最
高

限
度

額
 

4
3
.
0
0月

分
 

4
3
.
0
0月

分
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

そ
の

他
の

加
算

措
置
 

定
年

前
早

期
退

職
特

例
措

置
（

２
％
～

2
0％

加
算

）
 

1
人
当
た
り
平
均
支
給
額
 
2
,
2
5
3
千

円
 
 
2
3
,
4
2
8
千

円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

１
人

当
た

り
平

均
支
給

額
は

、
令

和
５

年
度

に
退
職

し
た

全
職

種
に

係
る

職
員
に

支
給

さ
れ

た
平
 

均
額

で
あ

る
。
 

 

(
ｳ
)
 

地
域

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
,
8
7
8
,2
0
4
 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

7
6
0
,
4
07
 

円
 

支
給

対
象

地
域
 

支
給

率
 

支
給

対
象

職
員

数
 

一
般

行
政

職
の

制
度
 

（
支

給
率

）
 

特
別

区
、

八
王

子
市

、
立

川
市

、
武
蔵

野
市

、
三

鷹
市

、
府

中
市
、

昭
島

市
、

調
布

市
、

町
田

市
、

小
金

井
市

、
小

平
市
、

日
野

市
、

東
村

山
市

、
国
分

寺
市

、
国

立
市

、
狛

江
市
、

東
大

和
市

、
清

瀬
市

、
東
久

留
米

市
、

多
摩

市
、

稲
城

市
、

西
東

京
市

、
青

梅
市
、

福
生

市
、

武
蔵

村
山

市
、
羽

村
市

、
あ

き
る

野
市

、
瑞
穂

町
、

日
の

出
町

、
檜

原
村
、

奥
多

摩
町
 

2
0
.
0
 

％
 

2
,
5
0
7 

人
 

2
0
.
0
 

％
 

                

 

 

(
5
)
 

下
水

道
事

業
 

ア
 

職
員

給
与

費
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

決
算

 

区
分
 

総
費

用
 
Ａ

 
純

損
益
又

は
 

実
質

収
支
 

職
員

給
与

費
 Ｂ
 

総
費
用
に

占
め
る
 

職
員
給
与

費
比
率
 

Ｂ
／
Ａ
 

(
参

考
)
 

令
和

４
年

度
の

総
費

用
に

占
め

る
職

員
給

与
費

比
率
 

令
和
 

５
年

度
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

％
 

％
 

3
6
6
,
0
53
,
9
69 

6
,
0
7
0
,2
1
8 

2
2
,
1
0
3,
0
6
2 

6
.
0 

5
.
9 

 

区
分
 

職
員

数
 

Ａ
 

給
 

 
 

 
 

与
 

 
 

 
 

費
 

１
人
当
た
り
 

給
与
費
 

Ｂ
／
Ａ
 

（
参

考
）

 

都
道

府
県

 

平
均

一
人

当
た

り
 

給
与

費
 

給
 
 
料
 

職
員

手
当
 

期
末
・
勤
勉
手
当
 

計
 

 
 

 
 

Ｂ
 

令
和
 

５
年

度
 

人
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

千
円
 

2
,
5
1
8
 

9
,
0
7
6
,4
5
2 

4
,
1
9
4
,8
7
2 

3
,
6
6
7
,1
3
7 

1
6
,
9
3
8,
4
6
1 

6
,
7
2
7 

6
,
5
8
5 

（
注

）
１

 
職

員
手

当
に

は
退

職
手
当

を
含

ま
な

い
。
 

 
 
 
 
 

 
  
 
２
 

職
員

数
に

つ
い
て

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
現

在
の

人
数

で
あ

る
。

 

 
 

 
 

 
 

 
３

 
職

員
数

及
び

給
与

費
に

つ
い

て
は

、
定

年
前

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

暫
定

再
任

用

短
時

間
勤

務
職

員
を

含
み

、
会

計
年
度

任
用

職
員

を
含

ま
な

い
。
 

 
 

 
 

 
 

４
 

都
道

府
県

平
均
は

、
令

和
４

年
度

地
方

公
営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る
も

の
で

あ
る

。
 

 

イ
 

職
員

の
基

本
給

、
平

均
月

収
額

及
び

平
均

年
齢

の
状

況
（

令
和

６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

区
 

分
 

平
均

年
齢
 

基
本

給
 

平
均

月
収

額
 

東
京

都
 

4
2
.
6
 

歳
 

3
7
9
,
2
39
 
円

 
5
8
6
,
6
17
 
円

 

団
体

平
均
 

4
3
.
8 

歳
 

3
6
0
,
7
19 

円
 

5
4
2
,
9
53 

円
 

（
注

）
１

 
平

均
月

収
額

に
は

、
期
末

・
勤

勉
手

当
等

を
含

む
。
 

２
 

団
体

平
均

は
、

令
和

４
年

度
地

方
公

営
企

業
決

算
状

況
調

査
に

よ
る

都
道

府
県

に
お

け
る

下
水

道
事

業
の

平
均

で
、
定

年
前

再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及

び
暫
定

再
任

用
短

時
間

勤
務

職

員
を

含
む

。
 

 

ウ
 

職
員

の
手

当
の

状
況

 

(
ｱ
)
 

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当
 

東
京

都
 

参
考

（
東

京
都

の
知

事
部

局
等

）
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
4
9
2 

千
円
 

１
人

当
た

り
平

均
支

給
額

（
令

和
５
年

度
）
 

1
,
9
0
7 

千
円
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5
 
 月

分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
令

和
５

年
度

支
給

割
合

）
  
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 

 
期

末
手
当
 

勤
勉

手
当
 

 
2
.
4
0 

月
分
 

2
.
2
5
 
 月

分
 

 
(
1
.
3
5
) 月

分
 

(
1
.
1
0
) 
月
分
 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
加

算
措

置
の

状
況

）
 

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ
る

加
算

措
置
 

・
職

務
段

階
別

加
算
 

３
～

2
0％

 

・
管

理
職

加
算
 

1
5
～

2
5％

 

（
注

）
 

(
  
)
内
は

、
定

年
前

再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
（

暫
定
再

任
用

職
員

及
び

暫
定

再
任
用

短
時

間
勤
 

 
 

 
務

職
員

を
含

む
。

）
に

係
る
支

給
割

合
で

あ
る

。
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通
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

通
勤

の
た

め
に

交
通

機
関

等
を

利
用

し
運

賃
等

の
負

担
を

常
例

と
す

る
職

員

又
は

自
転

車
等

交
通

用
具

の
使

用
を

常

例
と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 交

通
機
関
等

利
用
者
 

原
則

と
し

て
、

６
ヶ

月
定

期
券

額

（
１
月
当

た
り
限

度
額

55
,
000

円
）
 

(
2
)
 交

通
用
具
使

用
者
 

交
通
用
具

の
区
分

・
使
用

距
離
に

応
じ
た
定

額
 
(①

～
③

)×
６
月
 

①
一
般

2,
6
00
～
1
5
,0
00

円
 

②
通
勤
不

便
3
,
90
0～

2
9,
7
00

円
 

③
障
害
者

4
,5
0
0～

37
,
20
0
円
 

(
3
)
 交

通
機
関
・

交
通
用

具
併
用

者
 

原
則

と
し

て
、

(
1)

と
(
2
)
の

合
計

額
（

１
月

当
た

り
限

度
額

55,
0
0
0

円
）
 
 
 

同
じ
 

―
 

3
9
4
,5
5
1 

千
円
 

1
6
3
,4
4
3 

円
 

単
身
赴
任
 

手
当
 

【
内
容
】
 

 
公

署
を

異
に

す
る

異
動

等
に

伴
い

、

転
居

し
、

や
む

を
得

な
い

事
情

に
よ

り

配
偶
者
と

別
居
し

、
距

離
制
限
（

8
0
㎞

以
上
）
を

満
た
し

、
単
身

で
生
活
す

る
こ

と
を
常
況

と
す
る

職
員
に

支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)基

礎
額
 

3
0,
0
00

円
 

(
2
)加

算
額
 

6
,0
0
0～

60
,
00
0
円
 

 
(職

員
･
配
偶
者

の
住
居

の
距
離

が
 
 

1
0
0
km

以
上
、

住
居
が

島
し
ょ
 

等
の
場
合

に
加
算

）
 

同
じ
 

―
 

5
2
8 

千
円
 

5
2
8
,0
0
0 

円
 

管
理
職
 

手
当
 

【
内
容
】
 

管
理

又
は

監
督

の
地

位
に

あ
る

職
員

の
う
ち
特

に
指
定

す
る
も

の
に
支

給
 

【
支
給
額

】
 

2
2
,
60
0～

1
29
,
60
0
円
 

同
じ
 

―
 

1
3
9
,1
4
8 

千
円
 

1
,
1
22
,
16
1
 

円
 

宿
日
直
 

手
当
 

【
内
容
】
 

宿
日

直
勤

務
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤
務
し
た

場
合
に

支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

6
,
0
00

円
 

※
５
時
間

未
満
は

1
/2

の
額
 

同
じ
 

―
 

―
 
 

―
 
 

管
理
職
員
 

特
別
勤
務
 

手
当
 

【
内
容
】
 

(
1
)指

定
職
給

料
表
適

用
職
員
・
管
理
職

 
が

、
臨

時
又

は
緊

急
の

必
要

そ
の

他
公

務
の

運
営

の
必

要
に

よ
り

、
週

休
日

又
は

休
日

に
勤

務
し

た
場

合
に

支
給
 

(
2
)
管

理
職

が
災

害
へ

の
対

処
そ

の
他

の
臨

時
又

は
緊

急
の

必
要

に
よ

り
、

週
休

日
又

は
休

日
以

外
の

日
の

午
前

０
時

か
ら

午
前

５
時

ま
で

の
間

で
あ

っ
て

正
規

の
勤

務
時

間
以

外
の

時
間

に
勤
務
し

た
場
合

に
支
給
 

【
支
給
単

価
】
 

(
1
)
4,
0
00
～
1
8
,0
00

円
（
勤
務

時
間
が

６
時

間
超

の
場

合
は

、
6
,
00
0
～

2
7
,
00
0
円

）
 

(
2
)
2,
0
00
～
6
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

2
,
1
68
 
千

円
 

1
4
,
84
9
 

円
 

(
ｴ
)
 

特
殊

勤
務

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

4
3
,
8
9
0 千

円
 

支
給

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年
額

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

6
3
,
7
0
1  

円
 

職
員

全
体

に
占

め
る

手
当

支
給

職
員
の

割
合

（
令

和
５

年
度

）
 

2
7
  

％
 

手
当

の
種

類
（

手
当

数
）
 

４
 種

類
 

手
当
の
名

称
 

主
な
支
給

対
象
職

員
 
主

な
支
給

対
象
業

務
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

左
記
職
員
に
対
す
る

支
給
単
価
 

調
査

・
折

衝
等

業
務

手
当
 

下
水
道
事

務
所
職

員
 
下

水
道

使
用

調
査

業

務
 

1
,
2
04
 千

円
 日

額
2
0
0～

36
5
円
 

管
き

ょ
・

セ
ン

タ
ー

作
業
手
当
 

水
再

生
セ

ン
タ

ー
、

下
水

道
事

務
所

、
基

幹
施

設
再

構
築

事
務

所
職
員
 

管
き

ょ
内

維
持

管
理

作
業
、
汚
水
・
汚
泥

処

理
作
業
 

2
1
,
39
6
 千

円
 日

額
3
0
0～

55
0
円
 

危
険
現
場

作
業
手

当
 
水

再
生

セ
ン

タ
ー

、

下
水
道
事

務
所
職

員
 

高
所
・
地
下
作

業
、
高

圧
電
気
作

業
 

2
,
3
98
 千

円
 1

時
間

10
0
～

1
20

円
 

（
電

気
主

任
技

術

者
と

し
て

選
任

さ

れ
た
者
 

日
額

1
60

円
）
 

変
則
勤
務

手
当
 

水
再

生
セ

ン
タ

ー
、

下
水
道
事

務
所
職

員
 

三
交

替
勤

務
、

夜
間

工
事
監
督
 

1
8
,
89
2
 千

円
 １

勤
務

3
4
0
～

4
60

円
 

１
夜
間
勤

務
1,
5
00

円
 

 (
ｵ
)
 

超
過

勤
務

手
当

（
時

間
外

勤
務

手
当

）
 

支
給

実
績

（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

1
,
3
5
2
,4
4
9 

千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
５

年
度

決
算

）
 

5
6
6 

千
円
 

支
給

実
績

（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

1
,
2
6
9
,7
2
8 

千
円
 

職
員

１
人

当
た

り
平

均
支

給
年

額
（
令

和
４

年
度

決
算

）
 

5
3
7 

千
円
 

 
 
 
 
 
 （

注
）

休
日

給
を

含
む

。
 

 

(
ｶ
)
 

そ
の

他
の

手
当

（
令

和
６

年
４

月
１

日
現

在
）

 

手
当
名
 

内
容
及
び

支
給
単

価
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
の
異
同
 

一
般

行
政

職
の

制
度

と
異

な
る

内
容
 

支
給
実
績
 

（
令
和
５
年
度
決
算
） 

支
給
職
員
１
人
当
た
り
 

平
均
支
給
年
額
 

（
令
和
５
年
度
決
算
）
 

扶
養
手
当
 

【
内
容
】
 

扶
養
親
族

を
有
す

る
職
員

に
支
給
 

【
支
給
額

】
 

(
1
)
 子

 
9
,0
0
0
円
（
子
が

満
1
6
歳
年

度
初

め
か

ら
満

2
2
歳

年
度

末
ま

で
の

場
合
は

1
3,
0
00

円
）
 

(
2
)
 
子
以

外
の
扶

養
親
族

 
6
,0
0
0
円

（
課
長
級

は
3
,
00
0
円
）
 

同
じ
 

―
 

1
7
5
,4
1
8 

千
円
 

2
0
0
,4
7
8 

円
 

住
居
手
当
 

【
内
容
】
 

自
ら
居
住

す
る
た

め
の
住

居
を
借

り
 

受
け
、
月
額

1
5,
0
00

円
以
上
の
家

賃
を
 

払
っ
て
い

る
世
帯

主
等
に

支
給
 

当
該

年
度

末
年

齢
35

歳
未

満
の

職

員
に

の
み

支
給

し
、

管
理

職
に

は
支

給

さ
れ
な
い
 

【
支
給
額

】
 
 

 
 

15
,
00
0
円
 

同
じ
 

―
 

7
5
,
49
6
 
千

円
 

1
7
7
,6
3
8 

円
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第

４
 
職

員
の

勤
務
時
間

そ
の
他
の

勤
務
条
件
の
状

況
 

 １
 

正
規

の
勤

務
時

間
 

職
員

の
正

規
の

勤
務

時
間

は
、

休
憩
時

間
を

除
き

、
４

週
間

を
超
え

な
い

期
間

に
つ

き
、

１
週
間

当
た

り
3
8

時
間

45
分
で

す
。

月
曜

日
か
ら

金
曜
日

ま
で

の
５

日
間

に
、

１
日
に

つ
き

７
時
間

4
5
分
割

り
振
ら

れ
ま

す
。
 

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
勤

務
職

員
及

び
職

務
の

性
質

に
よ

り
特

別
の

勤
務

形
態

に
よ

っ
て

勤
務

す
る

必
要

が

あ
る

職
員

は
、

正
規

の
勤

務
時

間
の
割

振
り

を
別

に
定

め
て

い
ま
す

。
 

知
事

部
局

職
員

の
正

規
の

勤
務

時
間
の

割
振

り
は

次
の

と
お

り
で
す

。
 

 

区
分
 

正
規

の
勤

務
時

間
 

休
憩

時
間
 

週
休

日
 

Ｓ
 

班
 

午
前

７
時

か
ら
 

午
後

３
時

45
分
ま

で
 

 
正

午
か

ら
午

後
１

時
ま

で
。

た
だ
し

、
命

令
権

者
が

認
め

る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
当
該

命
令

権
者

は
、
午
前

1
1
時

か
ら

正
午

ま
で

、
午
前

1
1
時

30

分
か

ら
午

後
０

時
3
0
分
ま

で
、

午
後
０

時
3
0
分

か
ら

午
後

１
時

30
分
ま

で
又

は
午
後

１
時

か
ら

午
後

２
時

ま
で

の
い

ず
れ

か
の

時
間
を

休
憩

時
間

と
し

て
各

職
員

に
つ

い
て

指
定

す
る
。
 

日
曜

日
 

土
曜

日
 

Ｓ
Ⅰ
 

班
 

午
前

７
時

30
分
か

ら
 

午
後

４
時

15
分
ま

で
 

Ｓ
Ⅱ
 

班
 

午
前

８
時

か
ら
 

午
後

４
時

45
分
ま

で
 

Ａ班

 

午
前

８
時

30
分
か

ら
 

午
後

５
時

15
分
ま

で
 

Ｂ班

 

午
前

９
時

か
ら
 

午
後

５
時

45
分
ま

で
 

Ｃ班

 

午
前

９
時

30
分
か

ら
 

午
後

６
時

15
分
ま

で
 

Ｄ班

 

午
前

10
時
か

ら
 

午
後

６
時

45
分
ま

で
 

Ｅ班

 

午
前

10
時

3
0
分
か

ら
 

午
後

７
時

15
分
ま

で
 

 
午

後
１

時
か

ら
午

後
２

時
ま

で
 

Ｆ班
 

午
前

11
時
か

ら
 

午
後

７
時

45
分
ま

で
 

  
 

夜
勤
手
当
 

【
内
容
】
 

正
規
の
勤

務
時
間

と
し
て

、
午
後

10

時
か

ら
翌

日
午

前
５

時
ま

で
の

間
に

勤

務
す

る
こ

と
を

命
じ

ら
れ

た
職

員
が

勤

務
し
た
場

合
に
支

給
 

【
支
給
単

価
】
 

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

料
等

の
額

×
2
5/
1
00 

同
じ
 

―
 

9
3
,
56
5
 
千

円
 

2
7
4
,3
8
4 

円
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取
得

の
初

日
か

ら
連

続
す

る
３

年
の

期
間

内
で

承
認

す
る
こ

と
が

で
き

、
正

規
の

勤
務

時
間

の
始

め
又

は
終
わ
り

に
お

い
て

、
１

日
に

つ
き
２

時
間

を
超

え
な

い
範
囲

内
で

、
3
0
分

を
単

位
と

し
て
行

う
。
 

超
勤

代
休

時
間
 

月
6
0
時

間
を

超
え

て
超

過
勤
務

を
し
た

場
合

に
つ

い
て

、
超
過

勤
務
手

当
の

支
給

割
合

の
引

上
げ

分
の

受
領
に
代

え
て

申
請

す
る

こ
と

の
で
き

る
休

暇
。

超
過

勤
務
を

行
っ

た
月

の
翌

々
月

ま
で

申
請

す
る
こ

と
が

で
き

る
。
 

 

(
1
)
 
年

次
有

給
休

暇
、

病
気
休

暇
及
び

介
護

休
暇

の
取

得
状

況
（
令

和
５

年
）
 

区
分
 

年
次

有
給

休
暇
 

平
均

取
得

日
数
 

病
気

休
暇
 

取
得

者
数
 

介
護

休
暇
 

取
得

者
数
 

知
事

部
局

 
1
6
.
3
日
 

8
8
1
人
 

3
6
人
 

行
政

委
員

会
等

 
1
4
.
9
日
 

4
2
人
 

0
人
 

交
通

局
 

1
8
.
9
日
 

3
7
1
人
 

1
4
人
 

水
道

局
 

1
9
.
4
日
 

2
7
4
人
 

8
人
 

下
水

道
局

 
1
8
.
2
日
 

1
2
8
人
 

5
人
 

教
育

庁
（

学
校

）
 

1
7
.
1
日
 

2
,
4
4
4
人
 

1
2
4
人
 

警
視

庁
 

9
.
6
日
 

3
3
4
人
 

4
3
人
 

東
京

消
防

庁
 

1
4
.
8
日
 

2
0
0
人
 

1
0
人
 

合
 

計
 

1
4
.
7
日
 

4
,
6
7
4
人
 

2
4
0
人
 

 （
注
）
１
 

年
次

有
給

休
暇
平

均
取
得

日
数

は
、
令

和
５
年

１
月
１

日
か

ら
令

和
５
年

1
2
月

31
日
ま

で
（
教

育
庁

（
学

校
）

は
、

令
和

５
年

４
月

１
日
か

ら
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

）
の

間
の

職
員

１
人

当
た
り

の
取

得
日

数
で

あ
る

。
 

２
 

病
気

休
暇

取
得

者
数

は
、

令
和
５

年
１

月
１

日
か

ら
令

和
５
年

12
月

3
1
日

ま
で
の

間
に
病

気
休

暇

を
取

得
し

た
職

員
数

で
あ

る
。

 

３
 

介
護

休
暇

取
得

者
数

は
、

令
和
５

年
度

中
に

介
護

休
暇

を
取
得

し
た

職
員

数
で

あ
る

。
 

  
(
2
)
 
特

別
休

暇
の

導
入

状
況

（
令
和

６
年

８
月

１
日

現
在

）
 

名
称
 

概
要
 

付
与
日
数

等
 

公
民

権
行

使
等

休
暇
 

選
挙

権
そ

の
他

の
公

民
と

し
て

の
権

利
の

行
使

又
は

公
の

職
務

の
執

行
の

た
め

の
休

暇
 

必
要
と
認

め
ら
れ

る
時
間
 

妊
娠

出
産

休
暇
 
産

前
産
後

の
休
養

と
し
て

与
え
る

休
暇
 

産
前
産
後

を
通
じ

て
1
6
週
間
（

多
胎
妊

娠
の
場

合
は

2
4
週
間

）
 

妊
娠

症
状

対
応

休
暇
 

妊
娠

中
の

女
性

職
員

が
、

妊
娠

に
起

因
す

る
症

状
の

た
め

勤
務

す
る

こ
と

が
困

難
な

場
合
の
休

暇
 

１
回
の
妊

娠
に
つ

い
て
、

合
計

10
日
以
内

（
時

間
単
位
）
 

早
期

流
産

休
暇
 

妊
娠

初
期

に
お

い
て

流
産

し
た

女
性

職
員

が
、

母
体

の
健

康
保

持
又

は
心

身
の

疲
労

回
復
を
図

る
た
め

の
休
暇
 

流
産
し
た

日
の
翌

日
か
ら

起
算
し

て
、
引
き
続

く

７
日
以
内

（
暦
日

単
位
）
 

母
子

保
健

健
診

休
暇
 

妊
産

婦
で

あ
る

女
性

職
員

が
、

母
子

保
健

法
の

規
定

に
基

づ
く

健
康

診
査

又
は

保
健

指
導
を
受

け
る
た

め
の
休

暇
 

妊
娠

中
に

９
回

及
び

出
産

後
に

１
回

又
は

妊
娠

中
に

1
0
回
の

範
囲
内

で
、
必
要

と
認
め

ら
れ
る

時
間
 

妊
婦

通
勤

時
間
 

妊
娠

中
の

女
性

職
員

の
健

康
維

持
及

び
そ

の
胎

児
の

健
全

な
発

達
を

阻
害

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

と
き

に
、

交
通

混
雑

を
避

け
る

た
め
の
休

暇
 

正
規
の
勤

務
時
間

の
始
め

又
は
終

わ
り
に

60
分

を
超
え
な

い
範
囲

内
で
そ

れ
ぞ
れ

30
分
に

15
分

を
単

位
と

し
て

増
減

し
た

時
間

の
範

囲
内

又
は

い
ず
れ
か

一
方
に

60
分
の
範
囲

内
 

  
 

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
を

実
施
す

る
職

員
は

、
４

週
間

を
１
つ

の
単

位
期

間
と

し
て

、
合
計
で

1
5
5
時
 

間
の

正
規

の
勤

務
時

間
を

設
定

し
ま
す

。
な

お
、
始
業

及
び
終

業
の
時

刻
並

び
に

休
憩

時
間

に
つ
い

て
は

、
下
表

よ
り

選
択

し
、

所
属

長
が

割
り

振
り
ま

す
。
 

正
規
の
勤

務
時
間

の
割
振

り
 

休
憩
時
間

 
始

業
の
時

刻
 

終
業
の
時

刻
 

午
前

７
時

 
午

前
７
時

3
0分

 
午

前
８
時

 
午

前
８
時

3
0分

 
午

前
９
時

 
午

前
９
時

3
0分

 
午

前
1
0時

 

午
後

３
時

4
5分

 
午

後
４
時

1
5分

 
午

後
４
時

4
5分

 
午

後
５
時

1
5分

 
午

後
５
時

4
5分

 
午

後
６
時

1
5分

 
午

後
６
時

4
5分

 
午

後
７
時

1
5分

 
午

後
７
時

4
5分

 

正
午
か
ら

午
後
１

時
ま
で

。
た
だ

し
、
命

令
権
者

が
認
め

る
場

合
に
あ
っ

て
は
、

当
該
命

令
権
者

は
、
午

前
1
1時

か
ら
正

午
ま

で
、
午
前

1
1時

30
分
か
ら

午
後
０

時
3
0分

ま
で
、

午
後
０

時
3
0分

か
ら
午
後

１
時

30
分
ま
で

又
は
午

後
１
時

か
ら
午

後
２
時

ま
で
の

い
ず
れ
か

の
時
間

を
休
憩

時
間
と

し
て
各

職
員
に

つ
い
て

指
定
す

る
。

 

午
前

1
0時

3
0分

 
午

前
1
1時

 
午

後
１
時

か
ら
午

後
２
時

ま
で

 

備
考
 
フ

レ
ッ
ク

ス
タ
イ

ム
制
勤

務
職
員

が
、
４

週
間
ご

と
の
期

間
に
つ

き
１
日

に
限
り

、
日
曜

日
及
び

土
曜
 

日
に
加
え

て
、
平

日
に
お

い
て
週

休
日
を

設
け
る

場
合
に

お
け
る

終
業
の

時
刻
に

つ
い
て

は
、
午

後
４
時

、
午

後
４
時

30
分
、
午

後
５
時

、
午
後

５
時

30
分
、
午

後
６
時

、
午
後

６
時

30
分
、
午

後
７
時

、
午
後

７
時

30
分
又

は
午
後
８

時
と
す

る
。
 

 ２
 

休
暇
 

休
暇

と
は

、
一

定
の

事
由

の
あ

る
場
合

、
職

員
が

任
命

権
者

の
承
認

を
得

て
、
勤
務

す
る

こ
と
を

一
時

的
に
免

除
さ

れ
る

制
度

で
、

次
の

６
種

類
が
あ

り
ま

す
。
 

名
称
 

概
要
 

年
次

有
給

休
暇
 

職
員

の
心

身
の

疲
労

を
回

復
さ

せ
、

労
働

力
の

維
持

培
養
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
原

則
と

し
て

職
員

の
請

求
す
る

時
季

に
与

え
る

年
間

一
定
日

数
の

休
暇

。
 

新
規

採
用

職
員

は
、

採
用

の
月

に
よ

り
そ

れ
ぞ

れ
の

日
数
が

与
え

ら
れ

る
（

４
月

採
用

の
場

合
は

、
1
5
日

）
。
 

勤
続

２
年

目
以

降
の

職
員

に
は

、
毎

年
１

月
１

日
（

学
校
職

員
は

、
毎

年
４

月
１

日
）

に
一
律

2
0
日

与
え

ら
れ
る

。
 

※
育

児
短

時
間

勤
務

職
員

は
調

整
さ
れ

る
場

合
が

あ
る

。
 

病
気

休
暇
 

職
員

が
疾

病
又

は
負

傷
の

た
め

療
養

す
る

必
要

が
あ

り
、
勤

務
し

な
い

こ
と

が
相

当
と

認
め

ら
れ

る
場

合
の
休
暇

。
病

気
休

暇
の

期
間

は
、
療

養
の

た
め

に
勤

務
し
な

い
こ

と
が

相
当

と
認

め
ら
れ
る

最
小

限
度

の
期

間
。

た
だ
し

、
有

給
期

間
は

、
１
回

に
つ

き
引

き
続
く

9
0
日

ま
で
で

あ
る
。
 

特
別

休
暇
 

選
挙

権
の

行
使

、
結

婚
、

出
産

そ
の

他
の

特
別

の
事

由
に
よ

り
、

勤
務

し
な

い
こ

と
が

相
当

で
あ

る
場

合
の

休
暇

。
 

介
護

休
暇
 

職
員

の
配

偶
者
若

し
く

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
の

相
手

方
若

し
く

は
二

親

等
以

内
の

親
族

又
は

同
一
の
世

帯
に

属
す

る
者

で
、

疾
病
、

負
傷

又
は

老
齢

に
よ
り

日
常

生
活

を
営

む
こ

と
に
支
障

が
あ

る
も

の
の

介
護

を
す
る

た
め

、
勤

務
し

な
い
こ

と
が

相
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場
合

の
休

暇
。
 

連
続

す
る

６
月

の
期

間
内

に
お

い
て

必
要

と
認

め
ら

れ
る
期

間
及

び
回

数
に

つ
い

て
承

認
す

る
こ

と
が

で
き
る
。

た
だ

し
、

６
月

の
期

間
経
過

後
で

あ
っ

て
も

、
通
算

1
8
0
日
を

限
度

と
し

て
、

２
回

ま
で
更

新
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
 

介
護

時
間
 

職
員

の
配

偶
者
若

し
く

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
の

相
手

方
若

し
く

は
二

親

等
以

内
の

親
族

又
は

同
一
の
世

帯
に

属
す

る
者

で
、

疾
病
、

負
傷

又
は

老
齢

に
よ
り

日
常

生
活

を
営

む
こ

と
に
支
障

が
あ

る
も

の
の

介
護

を
す
る

た
め

、
１

日
の

勤
務
時

間
の

一
部

に
つ

い
て

勤
務

し
な

い
こ

と
が

相
当

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
場

合
の

休

暇
。
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期
勤

続

休
暇
 

長
期

に
わ

た
り

勤
続

し
た

職
員

が
、

心
身

の
活

力
を

維
持

し
、

及
び

増
進

す
る

た
め

の
休
暇
 

勤
続

15
年
又

は
2
5
年
に
達
す

る
年
度

の
１
月

１
日
か
ら

２
年
間

に
引
き

続
く
５

日
以
内
（
暦

日

単
位
、
勤
続

1
5
年
の

場
合
は
引

き
続
く

２
日
以

内
）
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

休
暇
 

職
員

が
自

発
的

に
、

か
つ

、
報

酬
を

得
な

い
で

社
会

に
貢

献
す

る
活

動
を

行
う

場
合

の
休
暇
 

暦
年
で
、

５
日
以

内
（
時

間
単
位

）
 

短
期

の
 

介
護

休
暇
 

職
員

の
配

偶
者

若
し

く
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

関
係

の
相

手
方

若
し

く
は

二
親

等
以

内
の

親
族

又
は

同
一

の
世

帯
に

属
す

る
者

で
、

疾
病

、
負

傷
又

は
老

齢
に

よ
り

日
常

生
活

を
営

む
こ

と
に

支
障

が
あ

る
者

の
介

護
及

び
そ

の
他

の
要

介
護

者
の

必
要

な
世

話
を

行
う

た
め

に
勤

務
し

な
い

こ
と

が
相

当
で
あ
る

と
認
め

ら
れ
る

場
合
の

休
暇
 

暦
年
で
、
５

日
（
要
介

護
者
が
複

数
の
場

合
は

10

日
）
以
内

（
時
間

単
位
）
 

  
 

育
児

時
間
 

生
後

１
年

６
か

月
に

達
し

な
い

生
児

を
育

て
る

職
員

に
対

し
て

、
哺

育
の

た
め

に
勤

務
時
間
中

に
与
え

ら
れ
る

休
暇
 

原
則
と
し

て
１
日

２
回
、

そ
れ
ぞ

れ
4
5
分
 

１
日
２
回

以
内
か

つ
9
0
分
を
超

え
な
い

範
囲
内

で
15

分
単
位

の
承
認

も
可
（
生

後
１
年

以
内
の

生
児
に
つ

い
て
は

、
１
回

に
つ
き

30
分
以
上

）
 

出
産

支
援

休
暇
 

職
員

が
配

偶
者

又
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

関
係

の
相

手
方

の
出

産
に

当
た

り
、

子
の

養
育
そ
の

他
家
事

等
を
行

う
た
め

の
休
暇
 

出
産

の
直

前
又

は
出

産
の

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て
２
週

間
の
範

囲
内
で

、
２
日

以
内
（

時
間

単

位
）
 

育
児

参
加

休
暇
 

職
員

が
配

偶
者

又
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

関
係

の
相

手
方

の
産

前
産

後
の

期
間

に
、

育
児
に
参

加
す
る

た
め
の

休
暇
 

出
産

の
日

の
翌

日
か

ら
当

該
出

産
の

日
以

後
１

年
を
経
過

す
る
日

ま
で
の

期
間
内

で
、
５
日
以

内

（
時
間
単

位
）
。
た

だ
し
、
職
員

又
は
そ

の
配
偶

者
又

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
の

相
手

方
と

同
居
し
、
か
つ

、
養
育

の
必
要
が

あ
る
子

が
あ
る

場
合
に
は

、
配

偶
者
又

は
パ
ー
ト

ナ
ー
シ

ッ
プ
関

係
の
相
手

方
の
出

産
予
定

日
の
８

週
間
（
多
胎

妊

娠
の
場
合
は

1
6
週
間

）
前
の
日

か
ら
当

該
出
産

の
日

以
後

１
年

を
経

過
す

る
日

ま
で

の
期

間
内

で
承
認
 

子
ど

も
の

看
護

休
暇
 

中
学

校
就

学
の

始
期

に
達

す
る

ま
で

の
子

を
養

育
す

る
職

員
が

、
そ

の
子

の
看

護
の

た
め

又
は

予
防

接
種

若
し

く
は

健
康

診
断

を
受

け
さ

せ
る

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が

相
当
で
あ

る
と
認

め
ら
れ

る
場
合

の
休
暇
 

暦
年
で
、
５
日
（
養
育

す
る
子
が

複
数
の

場
合
は

1
0
日
）
以

内
（
時

間
単
位

）
 

生
理

休
暇
 
生

理
日

の
勤

務
が

著
し

く
困

難
な

場
合

の

休
養
と
し

て
与
え

る
休
暇
 

職
員
が
請

求
し
た

日
数
（

暦
日
単

位
）
。
た

だ
し

、

給
与

が
支

払
わ

れ
る

期
間

は
１

回
の

生
理

に
つ

き
引
き
続

く
２
日

ま
で
 

慶
弔

休
暇
 

職
員

が
結

婚
す

る
場

合
又

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
と

な
る

場
合

、
職

員
の

関
係

者
が
死
亡

し
た
場

合
等
の

休
暇
 

結
婚

す
る

場
合

又
は

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

関
係

と
な
る
場

合
：
婚
姻
の

届
出
を
し

た
日
又

は
結
婚

し
た

日
の

い
ず

れ
か

の
日

で
職

員
が

選
択

し
た

日
又

は
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
関

係
と

な
る

場
合

に
該

当
す

る
こ

と
と

な
っ

た
日

の
１

週
間

前
の

日
か

ら
結

婚
の

日
後

６
月

ま
で

の
期

間
内

の
日

を
始
期
と

し
て
、
引

き
続
く

７
日

以
内
（
暦

日
単

位
）
 

忌
引
：
任
命
権

者
が
承

認
し
た
日

数
（

暦
日
単

位
）
 

父
母
の
追

悼
：
父

母
の
死

亡
後

1
5
年
以
内

の
父

母
の
追
悼

の
た
め

の
特
別

の
行
事

を
行
う

１
日
 

災
害

休
暇
 

災
害

に
よ

り
職

員
の

現
住

居
が

滅
失

し
、

若
し

く
は

損
壊

し
た

場
合

又
は

職
員

及
び

当
該

職
員

と
同

一
の

世
帯

に
属

す
る

者
の

生
活

に
必

要
な

水
、

食
料

等
が

著
し

く
不

足
し

て
い

る
場

合
に

、
当

該
住

居
の

復
旧

作
業

等
又

は
水

、
食

料
等

の
確

保
の

た
め

勤
務

し
な

い
こ

と
が

相
当

と
認

め
ら

れ
る

と
き
の
休

暇
  

現
住

居
が

滅
失

若
し

く
は

損
壊

し
た

日
又

は
生

活
に
必
要

な
水

、
食
料

等
が
著
し

く
不
足

す
る
こ

と
に
な
っ

た
日
か

ら
起
算

し
て
７

日
以
内
（
暦

日

単
位
）
 

夏
季

休
暇
 

夏
季

期
間

に
お

け
る

職
員

の
心

身
の

健
康

の
維

持
及

び
増

進
又

は
家

庭
生

活
の

充
実

の
た
め
の

休
暇
 

７
月
１
日

か
ら
９

月
3
0
日
ま
で

の
間
に

、
５
日

以
内
（
暦

日
単
位

）
 

（
交
替
制

勤
務
等

職
員
に

つ
い
て

は
、
６
月
１

日

か
ら

1
0
月

31
日

ま
で
の

間
に
５

日
以
内
（
歴

日

単
位
）
）
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第
６

 
職

員
の

分
限

及
び
懲
戒

処
分
の
状

況
 

 １
 

分
限

処
分

の
状

況
 

分
限

処
分

と
は

、
地

方
公

務
員

法
第

2
8
条

の
規

定
に

よ
り
、

公
務
能

率
を

維
持

す
る

こ
と

を
目
的

と
し

て
、

職
員

が
そ

の
職

責
を

十
分

に
果

た
す
こ

と
が

で
き

な
い

一
定

の
事
由

の
あ

る
場

合
に

、
職

員
の
意

に
反

し
て

行

う
処

分
で

す
。

令
和

５
年

度
の

処
分
者

数
は

、
次

の
と

お
り

で
す
。
 

処
 

分
 

事
 

由
 

処
分

者
数
 

降
任
 

免
職
 

休
職
 

降
給
 

計
 

地方公務員法に定める事由

 

勤
務

実
績

が
良

く
な

い
場

合
 

0
人
 

2
人
 

 
 

2
人
 

心
身

の
故

障
の

場
合
 

0
人
 

2
人
 

4
,
3
2
5
人
 

 
4
,
3
2
7
人
 

職
に

必
要

な
適

格
性

を
欠

く
場

合
 

0
人
 

0
人
 

 
 

0
人
 

職
制
若
し
く
は
定
数
の
改
廃
又
は
予
算
の
減
少

に
よ
り
廃
職
又
は
過
員
を
生
じ
た
場
合
 

0
人
 

0
人
 

 
 

0
人
 

刑
事

事
件

に
関

し
起

訴
さ

れ
た

場
合
 

 
 

3
人
 

 
3
人
 

条
例

に
定

め
る

事
由

に
よ

る
場

合
 

 
 

5
人
 

1
人
 

6
人
 

合
 

 
計
 

0
人
 

4
人
 

4
,
3
3
3
人
 

1
人
 

4
,
3
3
8
人
 

（
注

）
１
 

処
分

者
数

は
、
延

べ
人
数

で
あ

り
、
休

職
の
期

間
が
更

新
さ

れ
た

場
合

は
、
そ

の
都
度

新
た

な
処

分
が

行
わ

れ
た

も
の

と
し

て
計

上
し

て
い
る

。
 

２
 

条
例

に
定

め
る

事
由

と
は

、
以
下

の
場

合
を

い
う

。
 

①
 

休
職
：
学

校
、
研

究
所

等
に

お
い
て

そ
の

職
員

の
職

務
に

関
連
が

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

学
術
に

関
す

る
事

項
の

調
査
・
研

究
等

に
従

事
す
る

場
合

、
外

国
の

政
府

等
の
招

き
に

よ
り

、
そ

の
職
員

の
職

務
に

関
連

が
あ

る
と

認
め

ら
れ
る

業
務

に
従

事
す

る
場

合
、
水
難
・
火

災
等

に
よ

り
生

死
不

明
又

は
所

在
不

明
と

な
っ

た
場
合

等
 

②
 

降
給

：
職

員
の

勤
務

実
績

が
良
く

な
い

場
合
 

 ２
 

懲
戒

処
分

の
状

況
 

懲
戒

処
分

と
は

、
地

方
公

務
員

法
第

29
条
の

規
定

に
よ

り
、

公
務
に

お
け

る
規

律
と

秩
序

を
維
持

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
職

員
に

法
令

等
の
違

反
、
職
務

上
の

義
務

の
違
反

、
全

体
の

奉
仕

者
た

る
に
ふ

さ
わ

し
く

な
い

非
行

の
あ

っ
た

場
合

な
ど

に
行

う
処
分

で
す

。
令

和
５

年
度

の
処
分

者
数

は
、

次
の

と
お

り
で
す

。
 

処
 

分
 

事
 

由
 

処
分

者
数

 

戒
告
 

減
給
 

停
職
 

免
職
 

計
 

給
与

・
任

用
に

関
す

る
不

正
 

2
人
 

2
人
 

0
人
 

0
人
 

4
人
 

一
般

服
務

違
反

等
関

係
 

2
5
人
 

2
6
人
 

2
6
人
 

1
1
人
 

8
8
人
 

公
務

外
非

行
関

係
 

1
人
 

1
5
人
 

2
6
人
 

1
9
人
 

6
1
人
 

収
賄

等
関

係
 

0
人
 

0
人
 

0
人
 

2
人
 

2
人
 

交
通

事
故

・
交

通
法

規
違

反
 

0
人
 

3
人
 

3
人
 

2
人
 

8
人
 

監
督

責
任
 

3
人
 

0
人
 

0
人
 

0
人
 

3
人
 

合
 

 
計
 

3
1
人
 

4
6
人
 

5
5
人
 

3
4
人
 

1
6
6
人
 

 

 
 

第
５
 

職
員
の
休
業
に
関
す
る
状
況
 

 １
 

職
員

の
休

業
制

度
の

概
要

 

休
業

と
は
、
比

較
的

長
期

に
わ

た
り
、
連

続
し
て

勤
務

時
間

の
全
部

又
は

一
部

を
勤

務
し

な
い
こ

と
が

で
き
る

制
度

で
す

。
東

京
都

で
は

、
次

の
４
種

類
の

休
業

等
の

制
度

が
あ
り

ま
す

。
 

 

(
1
)
 
育

業
（

育
児

休
業

）
 

３
歳

に
満

た
な

い
子

を
養

育
す

る
た
め

、
当

該
子

が
３

歳
に
達

す
る
日

ま
で

育
業
（
育

児
休
業

）
で
き

ま
す

。

育
業
（
育

児
休

業
）
の
期

間
中

は
、
給

与
は

支
給

さ
れ

ま
せ

ん
（
期

末
・
勤
勉

手
当

は
、
支

給
期

間
中

の
勤
務

し
た

期
間

に
応

じ
て

支
給

さ
れ

ま
す
。

）
。
 

 

(
2
)
 
部

分
休

業
 

 
 
 
部

分
休

業
と

は
、
公
務
に

支
障
の

な
い

範
囲

内
で

、
小

学
校
就

学
の

始
期

に
達

す
る

ま
で
の

子
を

養
育

す
る

た
め

、
１

日
の

勤
務

時
間

の
一

部
を

勤
務

し
な

い
こ

と
が

で
き

る
制

度
で

す
。

１
日

を
通

じ
て

２
時

間
以

内

で
、
正

規
の

勤
務
時

間
の

始
め

又
は
終

わ
り

に
承

認
し

ま
す

。
部

分
休

業
の
承

認
を

受
け

て
勤
務

し
な

い
場
合

に
は

、
そ

の
時

間
に

応
じ

て
給

与
が
減

額
さ

れ
ま

す
。
 

 (
3
)
 
育

児
短

時
間

勤
務
 

 
育

児
短

時
間

勤
務

は
、
小
学

校
就
学

の
始

期
に

達
す

る
ま

で
の
子

を
養

育
す

る
た

め
、
当
該

子
が

そ
の
始
期

に
達

す
る

ま
で

、
常

時
勤

務
を

要
す
る

職
を

占
め

た
ま

ま
、
育
児

休
業
法

で
定

め
る

勤
務

の
形
態

に
よ

り
、
希

望
す

る
日

及
び

時
間

帯
に

お
い

て
勤
務

す
る

こ
と

が
で

き
る

制
度
で

す
。
 

 
勤

務
の

形
態

は
次

の
い

ず
れ

か
の
形

態
と

な
り

ま
す

。
 

 
ア

 
官

庁
執

務
型

勤
務

職
員
と

同
様
の

勤
務

形
態

（
少

な
く

と
も
土

日
が

週
休

日
）
 

 
(
ｱ
) 

１
日

３
時

間
5
5
分
×

５
日
（
週

1
9
時

間
3
5
分
）

 

 
 

 
(
ｲ
) 

１
日

４
時

間
55

分
×
５

日
（

週
2
4
時

間
35

分
）
 

 
 

 
(
ｳ
) 

１
日

７
時

間
45

分
×
３

日
（

週
2
3
時

間
15

分
）
 

 
 

 
(
ｴ
) 

１
日

７
時

間
45

分
×
２

日
＋

１
日

３
時

間
55

分
×
１

日
（

週
1
9
時

間
25

分
）
 

 
イ

 
ア

以
外

の
形

態
（
職
務
の
性

質
に
よ
り
、
特

別
の
勤
務
形
態

に
よ
っ
て
勤
務

す
る
必
要
が
あ

る
職
員
）
 

 
 

 
 

 原
則
と

し
て

、
４
週

間
で
８

日
以

上
を

週
休

日
と

し
、
週

当
た

り
の

勤
務

時
間

が
1
9
時
間

2
5
分
、

1
9

時
間

35
分
、

2
3
時

間
1
5
分
又

は
24

時
間

3
5
分

と
な

る
よ

う
に
勤

務
す

る
。
 

 

(
4
)
 
配

偶
者

同
行

休
業
 

 
 
 

配
偶

者
同

行
休

業
と

は
、

６
月

以
上

に
わ

た
っ

て
配

偶
者

の
外

国
で

の
勤

務
等

が
継

続
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
場

合
、

配
偶

者
に

同
行

す
る

た
め

、
３

年
を

超
え

な
い

範
囲

内
で

休
業

す
る

こ
と

が
で

き
る

制
度

で

す
。

配
偶

者
同

行
休

業
の

期
間

中
は
、

給
与

は
支

給
さ

れ
ま

せ
ん
。
 

 

２
 

育
業

、
部

分
休

業
、

育
児

短
時
間

勤
務

の
取

得
状

況
（

令
和
５

年
度

）
 

区
分
 

育
業

し
た
 

職
員

数
 

部
分

休
業
 

取
得

者
数
 

育
児

短
時

間
勤

務
 

取
得

者
数
 

知
事

部
局

 
6
3
4
人
 

3
5
2
人
 

4
5
人
 

行
政

委
員

会
等

 
4
6
人
 

1
2
人
 

2
人
 

交
通

局
 

9
4
人
 

2
1
人
 

2
人
 

水
道

局
 

9
7
人
 

2
7
人
 

0
人
 

下
水

道
局

 
8
5
人
 

4
3
人
 

4
人
 

教
育

庁
（

学
校

）
 

1
,
4
6
5
人
 

3
5
3
人
 

6
1
人
 

警
視

庁
 

8
5
0
人
 

3
2
7
人
 

2
2
人
 

東
京

消
防

庁
 

4
7
1
人
 

9
3
人
 

2
2
人
 

合
 

計
 

3
,
7
4
2
人
 

1
,
2
2
8
人
 

1
5
8
人
 

（
注

）
取

得
者

数
は

、
令

和
５

年
度
に

新
た

に
育

業
、

部
分

休
業
又

は
育

児
短

時
間

勤
務

を
 

取
得

し
た

職
員

数
で

あ
る

。
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第

８
 
職

員
の

退
職

管
理

の
状
況
 

 

東
京

都
に

お
け

る
幹

部
職

員
の

再
就
職

状
況

に
つ

い
て

は
、

以
下
の

と
お

り
で

す
。
 

 

１
 

対
象

者
 

令
和

５
年

４
月

１
日

か
ら

令
和

６
年
３
月

31
日
ま

で
の

間
に

都
（
知

事
部

局
（

労
働

委
員

会
事
務

局
及

び
収

用
委

員
会

事
務

局
を

含
む

。
）
、
議

会
局

、
教
育

庁
（

学
校

を
含
む

。
）
、
選

挙
管

理
委

員
会
事

務
局

、
人

事
委

員
会

事
務

局
、
監
査

事
務

局
、
海

区
漁

業
調

整
委

員
会

事
務

局
、
交

通
局

、
水

道
局

、
下

水
道
局

、
警

視
庁

及
び

東
京

消
防

庁
）

を
退

職
し

た
、

課
長
級

以
上

の
職

員
 

 

※
 

退
職

日
に

お
い

て
、

職
員

の
給
与

に
関

す
る

条
例

(昭
和

2
6
年
東

京
都
条

例
第

7
5
号

)
別
表

第
五

医
療

職

給
料

表
又

は
同

条
例

別
表

第
六

指
定

職
給

料
表

の
適

用
を

受
け

て
い

た
医

師
等

の
医

療
系

職
員

を
除

く
。

た

だ
し

、
退

職
日

に
以

下
の

職
に

就
い
て

い
た

職
員

は
含

む
。

 

・
 

福
祉

局
・

保
健

医
療

局
（

令
和
５

年
６
月

3
0
日

以
前
は

福
祉
保

健
局

）
の

各
部

、
保

健
所
及

び
東

京
都

健
康

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

広
域

監
視
部

に
勤

務
し

て
い

た
職

員
 

・
 

都
立

病
院

等
の

病
院

長
の

職
に
就

い
て

い
た

職
員
 

※
 

退
職

日
に

お
い

て
、

学
校

職
員
の

給
与

に
関

す
る

条
例

(
昭

和
3
1
年
東

京
都

条
例
第

6
8
号

)別
表
第

二
教

育
職

給
料

表
の

適
用

を
受

け
て

い
た
職

員
を

除
く

。
た

だ
し

、
退

職
日

に
都
立

学
校

の
学

校
長
の

職
に

就
い
て

い
た

職
員

は
含

む
。
 

※
 

警
視

庁
の

対
象

者
は

、
地

方
警
務

官
を

除
く

。
 

 ２
 

再
就

職
状

況
（

団
体

別
の

再
就
職

者
数

等
）

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

（
人

）
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

政
策
連
携
 

団
体
 

事
業
協
力
 

団
体
等
 

公
益
団
体
等
 

民
間
企
業
 

暫
定
再
任
用

等
 

そ
の
他
 

合
計
 

局
長

等
 

6 
9 

5 
0
 

0 
1 

2
1 

部
長

級
 

1
2
 

7
 

3
3
 

8
5
 

0
 

1
9
 

1
5
6 

課
長

級
 

3
6 

3
 

6
2
 

1
0
7 

4
 

7
9
 

2
9
1 

計
 

5
4
 

1
9
 

1
0
0 

1
9
2 

4
 

9
9
 

4
6
8 

（
注

）
１

 
政

策
連

携
団

体
と

は
、
事

業
協

力
団

体
の

う
ち

、
都
と

協
働

し
て

事
業

等
を

執
行
し

、
又

は
提

案
し
、

都
と

政
策

実
現

に
向

け
連

携
す

る
な
ど

、
特

に
都

政
と

の
関

連
性
が

高
い

団
体

で
、
全
庁

的
に
指

導
監
督

を
行

う
必

要
が

あ
る

も
の

を
い

い
ま
す

。
 

２
 

事
業

協
力

団
体

と
は

、
事

業
活
動

範
囲

が
主

に
都

の
区

域
内
で

あ
る

も
の

又
は

事
業

活
動
目

的
が

主

に
都

の
区

域
内

の
発

展
に

寄
与

す
る
も

の
で

あ
り

、
か

つ
、

都
が
展

開
す

る
政

策
の

一
端

を
担
う

な

ど
、

主
体

的
に

都
と

事
業

協
力

を
行
う

団
体

で
あ

っ
て

、
「

東
京
都

政
策

連
携

団
体

等
の

指
導
監

督
等

に
関

す
る

基
準

」
に

お
い

て
定

め
る
要

件
を

満
た

す
団

体
を

い
い
ま

す
。
 

た
だ

し
、

地
方

独
立

行
政

法
人

法
（
平
成

1
5
年

法
律

第
11
8
号
）

に
規

定
す

る
地

方
独
立

行
政
法

人

そ
の

他
個

別
の

法
令

に
よ

り
、

適
正
か

つ
効

率
的

な
運

営
を

行
う
た

め
の

仕
組

み
が

担
保

さ
れ
て

い
る

団
体

を
除

き
ま

す
。
 

な
お

、
事

業
協

力
団

体
等

に
は

、
政
策

連
携

団
体

を
除

く
事

業
協
力

団
体

及
び

地
方

独
立

行
政
法

人

を
含

み
ま

す
。
 

３
 

公
益

団
体

等
に

は
、

公
益

財
団
（

社
団

）
法

人
、

一
般

財
団
（

社
団

）
法

人
、

社
会

福
祉
法

人
等

を

含
み

ま
す

（
政

策
連

携
団

体
、

事
業
協

力
団

体
は

除
く

。
）

。
 

４
 

暫
定

再
任

用
と

は
、

都
定

年
退
職

者
を

、
常

時
勤

務
又

は
短
時

間
勤

務
を

要
す

る
職

に
採
用

す
る

こ

と
を

い
い

ま
す

。
 

な
お

、
暫

定
再

任
用

等
に

は
、

暫
定
再

任
用

、
非

常
勤

等
を

含
み
ま

す
。
 

５
 

そ
の

他
は

、
未

就
職

者
等

で
す
。
 

 
 

第
７
 

職
員
の
服
務
の
状
況
 

 １
 

服
務

規
律

の
確

保
に

関
す

る
東
京

都
の

取
組

の
状

況
 

地
方

公
務

員
法
第

30
条
で

は
、

服
務
の

根
本

基
準

と
し

て
、

「
す
べ

て
職

員
は

、
全

体
の

奉
仕
者

と
し

て
公

共
の

利
益

の
た

め
に

勤
務

し
、
且
つ

、
職

務
の

遂
行
に

当
つ
て

は
、
全

力
を

挙
げ

て
こ

れ
に

専
念
し

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
」
と

規
定

し
て

お
り

、
さ

ら
に
、
こ
の

根
本

基
準

を
受
け

て
、
職

員
が

遵
守
す

べ
き
事

項
を

規
定

し
て

い
ま

す
。
 

東
京

都
で

は
、
各
任

命
権

者
に

お
い
て

職
員

の
服

務
に

関
す

る
規
程

等
を

定
め

て
い

る
ほ

か
、
適
宜

綱
紀
保
持

な
ど

の
通

知
等

に
よ

り
職

員
へ

周
知
し

、
服

務
規

律
の

確
保

の
徹
底

に
努

め
て

い
ま

す
。

 

な
お

、
平
成

29
年
度

に
制

定
し

た
「
東

京
都

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス
基

本
方

針
」

に
お

い
て

、
職
員

が
遵

守
す

べ
き

事
項

に
庁

内
で

定
め

ら
れ

た
各
種

ル
ー

ル
や

組
織

方
針

等
が
含

ま
れ

る
こ

と
を

明
示

し
ま
し

た
。
 

 ２
 

服
務

規
律

の
確

保
に

関
す

る
知
事

部
局

に
お

け
る

取
組

の
例
 

取
組

の
例
 

内
 

 
 

容
 

「
懲

戒
処

分
の

指
針

」
の

周
知
 

懲
戒

処
分

に
該

当
す

る
代

表
的

な
事

例
を

掲
げ

、
そ

れ
ぞ
れ

に
お

け
る
標

準
的

な
処

分
量

定
を

示
す

こ
と

に
よ

り
、
服

務
規

律
の

確
保

に
つ

い
て

職

員
に

徹
底

す
る
と

と
も

に
、
懲

戒
処
分

を
行

っ
た

場
合

の
公

表
基
準

に
つ
い

て
も

示
し

て
い

ま
す

。
 

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

の
防

止
に

関
す

る
取

組
 

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

（
セ

ク
シ

ュ
ア

ル
・

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

、
妊
娠

・
出

産
・
育

児
休

業
等

に
関

す
る

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

及
び

パ
ワ

ー
・

ハ
ラ
ス

メ
ン

ト
）

の
防

止
に

関
す

る
基

本
方

針
等

を
制

定
し

、
職

員
か

ら
の

相
談
・

苦
情

を
受

け
付

け
る

相
談

窓
口

を
設

置
す

る
な

ど
勤

務
環

境
の

整
備

を
行
う

と
と

も
に

、
職

員
研

修
の

実
施

な
ど

に
よ

り
、

日
ご

ろ
か

ら
職

員
の

注
意
を

喚
起

し
て

い
ま

す
。
 

汚
職

等
の

防
止

に
関

す
る

取
組
 

「
利

害
関

係
者

と
の

接
触

に
関

す
る

指
針

」
を

定
め

、
利
害

関
係

の
あ
る

相
手

と
の

間
で

の
会

食
、

遊
技

等
、

金
品

の
受

領
そ

の
他
一

切
の

利
益

や
便

益
の

供
与

を
受

け
る

行
為

を
原

則
的

に
禁

止
し

、
職

員
へ
の

周
知

を
徹

底
し

て
い

ま
す

。
 

ま
た

、
職

員
の

服
務

状
況

等
の

監
察

を
定

期
的

及
び

随
時
に

行
い

、
職
員

へ
の

指
導

・
助

言
を

行
う

ほ
か

、
汚

職
及

び
非

行
防

止
を
含

む
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
推

進
研

修
の

実
施

や
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
等

の
作

成
な
ど

に
よ

り
、

職
員

一
人

一
人

の
意

識
啓

発
を

一
層

徹
底

し
、

汚
職

等
を

未
然
に

防
止

す
る

取
組

を
行

っ
て

い
ま

す
。
 

職
員

の
配

置
に

お
い

て
も

「
職

員
の

人
事

異
動

基
準

」
に
基

づ
き

、
許
認

可
等

ポ
ス

ト
の

長
期

在
職

の
解

消
を

図
る

な
ど

、
適

正
な
配

置
管

理
を

行
っ

て
い

ま
す

。
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課
長

代
理

研
修
 

２
回
 

6
4
0
人
 

技
能

長
及

び
担

任
技

能
長

研
修

 
１

回
 

1
8
人
 

統
括

課
長

代
理

研
修
 

１
回
 

1
2
9
人
 

定
年

前
研

修
 

１
回
 

8
0
9
人
 

 
幹

部
研

修
 

6
1
回
 

管
理

職
候

補
者

研
修
 

4
5
回
 

2
,
4
5
0
人
 

課
長

研
修
 

３
回
 

3
8
3
人
 

部
長

研
修
 

３
回
 

5
0
人
 

オ
ン

ラ
イ

ン
学

習
ツ

ー
ル

研
修

（
管
理

職
）
 

 
 
１

回
 

2
,
5
3
4
人
 

組
織

運
営

力
向

上
研

修
 

１
回
 

2
2
人
 

経
営

戦
略

研
修
 

１
回
 

2
4
人
 

行
政

経
営

研
修
 

２
回
 

1
9
人
 

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

対
策

研
修
 

１
回
 

2
4
人
 

面
接

指
導

研
修
 

１
回
 

7
8
人
 

危
機

管
理

研
修
 

１
回
 

９
人
 

D
X
推
進

研
修
 

１
回
 

3
7
人
 

サ
ー

バ
ン

ト
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

 
１

回
 

３
人
 

技
術

職
員

研
修
 

技
術

セ
ミ

ナ
ー
 

３
回
 

2
0
1
人
 

実
践

力
向

上
研

修
 

1
7
回
 

実
践

力
向

上
研

修
Ⅰ
 

７
回
 

9
9
0
人
 

実
践

力
向

上
研

修
Ⅱ
 

５
回
 

4
3
0
人
 

実
践

力
向

上
研

修
Ⅲ
 

５
回
 

2
1
2
人
 

専
門

研
修
 

1
7
回
 

都
市

政
策

研
修
 

１
回
 

9
人
 

高
度

技
術

政
策

研
修

（
４
年
度
生
）
 

１
回
 

1
3
人
 

高
度

技
術

政
策

研
修

（
５
年
度
生
）
 

１
回
 

1
6
人
 

デ
ジ

タ
ル

シ
フ

ト
推

進
チ

ー
フ

養
成
研

修
 

１
回
 

1
4
1
人
 

都
庁

デ
ジ

タ
ル

シ
フ

ト
推

進
リ

ー
ダ
ー

養
成

研
修
 

１
回
 

6
人
 

オ
ン

デ
マ

ン
ド

学
習

コ
ン

テ
ン

ツ
 

１
回
 

2
4
,
2
05

人
 

第
９
 

職
員
の
研
修
の
状
況

 

 地
方

公
務

員
法
第

39
条
で

は
、

「
職
員

に
は

、
そ

の
勤

務
能

率
の
発

揮
及

び
増

進
の

た
め

に
、
研

修
を

受
け

る
機

会
が

与
え

ら
れ

な
け

れ
ば

な
ら
な

い
。
」
と

規
定

さ
れ
、
職
員

に
は
研

修
受

講
の

機
会

が
保
障

さ
れ

て
い
ま

す
。
 

東
京

都
で

は
、
総
務

局
人

事
部

に
お
い

て
、
全
庁

又
は

複
数

局
に
共

通
す

る
事

項
、
課
題

等
に
関

す
る

研
修
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
各

局
研

修
機
関

と
連

携
協

力
し

て
効

果
的
・
効
率

的
な

人
材

育
成

を
進
め

て
い

ま
す

。
教

育
庁
（

学
校
）
、
警
視

庁
及
び

東
京
消

防
庁

で
は
、
そ
れ
ぞ

れ
の
研

修
機

関
に

お
い

て
、
職
員

の
研

修
を

実
施

し

て
い

ま
す

。
 

 １
 

知
事

部
局

に
お

け
る

研
修

体
系
図

（
令

和
６

年
度

）
 

 

 
   ２

 
中
央

研
修

実
施

状
況

（
令

和
５
年

度
）
 

  

研
修

区
分

等
 

研
修

種
別

等
 

実
施

回
数
 

受
講

人
員
 

職
層

別
研

修
 

3
8
回
 

新
任

研
修
 

2
7
回
 

5
,
1
0
5
人
 

新
任

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
研

修
 

２
回
 

5
7
4
人
 

新
任

職
員

育
成

チ
ュ

ー
タ

ー
研

修
 

２
回
 

8
0
2
人
 

転
職

研
修
 

0
回
 

0
人
 

主
任

パ
ワ

ー
ア

ッ
プ

研
修
 

２
回
 

8
7
4
人
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第

1
0
 
職

員
の

福
祉
及

び
利
益
の

保
護
の
状

況
 

 １
 

厚
生

制
度

の
状

況
 

地
方

公
務

員
法
第

42
条
に

基
づ

き
、
地

方
公

共
団

体
が

職
員

の
保
健

、
そ

の
他

厚
生

に
関

す
る
計

画
を

樹
立

し
て

実
施

す
る

も
の

で
、

東
京

都
の
厚

生
制

度
の

主
な

も
の

は
以
下

の
と

お
り

で
す

。
 

 

 
(
1
)
 
元

気
回

復
事

業
 

元
気

回
復

事
業

と
は

、
職

務
に

よ
り
蓄

積
し

た
疲

労
の

解
消

、
気

分
の

転
換
に

よ
り

活
力

を
養
う

た
め

の
事

業
で

す
。

元
気

回
復

に
係

る
事

業
は
、

地
方

公
務

員
法
第

4
2
条
の

趣
旨

に
基

づ
き

、
各
任

命
権
者

が
実

施
し

て
い

ま
す

。
 

 (
2
)
 
財

形
貯

蓄
 

財
形

制
度

は
勤

労
者

財
産

形
成

促
進

法
に

基
づ

く
制

度
で

、
貯

蓄
制

度
と

そ
の

貯
蓄

を
原

資
と

す
る

融
資

制
度

か
ら

な
っ

て
お

り
、
預
貯

金
の
奨

励
と

持
家

取
得

の
促

進
を
図

る
こ

と
に

よ
り

、
職

員
の
計

画
的

な
財
産

形
成

を
支

援
す

る
こ

と
を

目
的

と
し
て

い
ま

す
。
 

東
京

都
に

お
い

て
は

、
昭
和

59
年

9
月

か
ら

財
形

貯
蓄

を
実

施
し
て

お
り

、
昭
和

6
3
年
度

か
ら
、
従
来

の

一
般

財
形

貯
蓄

に
加

え
財

形
住

宅
貯
蓄

及
び

財
形

年
金

貯
蓄

を
実
施

し
て

い
ま

す
。
 

 

(
3
)
 
職

員
互

助
組

合
 

職
員

互
助

組
合

は
、
職
員

の
福

利
厚
生

の
増

進
を

図
る

こ
と

を
目
的

に
条

例
に

よ
り

設
置

さ
れ
、
職

員
等
に

対
す

る
各

種
の

福
利

厚
生

事
業

を
行
っ

て
い

ま
す

。
 

 

互
助

組
合

に
対

す
る

公
費

支
出

（
令
和

６
年

度
）
 

互
助

組
合

へ
の
 

公
費

支
出

額
 

会
員

一
人

当
た

り
の
 

公
費

支
出

額
 

7
0
1
,
9
27

千
円
 

3
,
3
5
9
円
 

（
注

）
１

 
公

費
支

出
額

は
令

和
６
年

度
予

算
数

値
 

 
 

 
２

 
互

助
組

合
へ

の
公

費
支
出

額
は

、
東

京
都

職
員

互
助
組

合
、
警
視

庁
職

員
互

助
組
合

及
び

東
京
消

防
庁

職
員

互
助

組
合

へ
の

支
出

額
を
含

む
。
 

 

(
4
)
 
職

員
住

宅
 

現
在
、
職
員

住
宅
は
、
主
と

し
て

災
害
対

策
業

務
を

遂
行

す
る

た
め
に

入
居

の
必

要
が

あ
る

と
認
め

ら
れ
る

者
の

居
住

の
用

に
供

す
る

こ
と

を
目
的

と
し

て
設

置
さ

れ
て

い
ま
す

。
 

 ２
 

共
済

制
度

の
状

況
 

地
方

公
務

員
法
第

43
条
で

は
、

「
職
員

の
病

気
、

負
傷

、
出

産
、
休

業
、

災
害

、
退

職
、

障
害
若

し
く

は
死

亡
又

は
そ

の
被

扶
養

者
の

病
気

、
負

傷
、
出
産

、
死

亡
若

し
く

は
災
害

に
関

し
て

適
切

な
給

付
を
行

う
た

め
の
相

互
救

済
を

目
的

と
す

る
共

済
制

度
が

、
実

施
さ

れ
な

け
れ
ば

な
ら
な

い
。
」
と

規
定

し
て

お
り

、
そ

の
共

済
制
度

は
、

地
方

公
務

員
等

共
済

組
合

法
で
定

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

 

共
済

組
合

で
行

う
事

業
は

、
短

期
給
付

、
長

期
給

付
及

び
福

祉
事
業

に
分

か
れ

て
い

ま
す

。
 

各
事

業
に

要
す

る
費

用
は

、
組

合
員
の

掛
金

と
地

方
公

共
団

体
の
負

担
金

に
よ

っ
て

賄
わ

れ
て
お

り
、
そ
の
負

担
割

合
は

、
１
：
１
と

な
っ
て

い
ま
す

。
た

だ
し

、
短
期
給

付
及
び

長
期

給
付

の
一

部
に

つ
い
て

、
地

方
公

共
団

体
の

み
で

負
担

す
る

と
さ

れ
て

い
る
も

の
も

あ
り

ま
す

。
 

掛
金

及
び

負
担

金
の

額
は

各
共

済
組
合

の
定

款
で

定
め

て
い

ま
す
。
 

 
(
1
)  

共
済
組

合
設

置
の

状
況

（
令

和
６
年

４
月

１
日

現
在

）
 

名
 

称
 

対
象

職
員
 

組
合

員
数
 

東
京

都
職

員
共

済
組

合
 

知
事

部
局
・
行

政
委

員
会

等
・
公

営
企

業
局
・
東

京
消

防
庁

・
特

別
区

（
教

職
員

を
除

く
。）

の
職

員
 

7
4
,
8
08

人
 

Ｉ
Ｔ

パ
ス

ポ
ー

ト
取

得
推

進
研

修
 

１
回
 

 
1
,
1
18

人
 

T
O
K
Y
O・

ワ
ー

ル
ド

・
ト

レ
ン
ド

・
リ
サ

ー
チ

ャ
ー

養
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

１
回
 

4
1
人
 

e
ラ

ー
ニ

ン
グ

型
英

語
研

修
 

１
回
 

8
5
8
人
 

体
験

型
グ

ロ
ー

バ
ル

研
修
 

１
回
 

3
0
0
人
 

法
律

研
修
 

３
回
 

9
8
5
人
 

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

研
修
 

２
回
 

2
人
 

研
修

担
当

者
企

画
運

営
実

務
研

修
 

１
回
 

4
8
人
 

キ
ャ

リ
ア

メ
ン

タ
ー

向
け

研
修

 
１

回
 

1
5
人
 

講
師

養
成

研
修
 

５
回
 

人
権

・
同

和
問

題
科
 

２
回
 

1
9
5
人
 

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

推
進

科
 

１
回
 

5
7
人
 

人
事

考
課

制
度

科
 

２
回
 

3
2
人
 

派
遣

研
修
 

3
9
回
 

1
1
9
人
 

海
外

研
修
 

1
1
5
回
 

5
2
6
人
 

派
遣

等
報

告
セ

ミ
ナ

ー
 

３
回
 

2
3
1
人
 

総
務

局
長

が
指

定
し

た
局

長
が

実
施
す

る
研

修
 

3
9
回
 

3
7
,
0
30

人
 

 
 

3
3
7
回
 

8
2
,
3
64

人
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安
全

衛
生

管
理

の
状

況
 

労
働

安
全

衛
生

管
理

と
は

、
労

働
災
害

を
未

然
に

防
止

し
、
職
場

に
お

け
る
労

働
者

の
安

全
と
健

康
を

確
保
す

る
と

と
も

に
、

快
適

な
職

場
環

境
の
形

成
・

促
進

を
組

織
的

・
体
系

的
に

行
う

こ
と

で
す

。
 

基
本

と
な

る
法

律
は

労
働

安
全

衛
生
法
（

昭
和

47
年
法

律
第

5
7
号

）
で
あ

り
、
当

然
地
方

公
務
員

に
も

、
原

則
と

し
て

適
用

さ
れ

ま
す

。
労

働
安
全

衛
生

法
は

、
事

業
者

の
責
務

と
し

て
、
単
に

最
低

基
準
の

遵
守

に
と

ど
ま

ら
ず
、
事
業

場
内
に

お
け

る
責

任
体
制

を
確

立
し

、
事

業
者

の
自
主

的
活

動
を

促
進

す
る

こ
と
な

ど
を

定
め

て
い

ま
す

。
 

東
京

都
で

は
、
こ
の

労
働

安
全

衛
生
法

を
踏

ま
え

、
組

織
実

態
に
合

っ
た

体
制

を
整

備
す

る
と
と

も
に

、
セ
ク

シ
ュ

ア
ル
・
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト
や

パ
ワ
ー
・
ハ
ラ

ス
メ

ン
ト
、
妊
娠
・
出
産
・
育
児

休
業
等

に
関
す

る
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
の

防
止

も
含

め
た

快
適

な
職

場
環
境

づ
く

り
を

推
進

し
て

い
ま
す

。
 

 (
1
)
 
安

全
衛

生
管

理
体

制
の
整

備
 

安
全

衛
生

事
業

執
行

責
任

者
、
衛
生

管
理
者
、
産

業
医

等
の
管

理
体
制

を
整

備
し

、
職

場
の

安
全
衛

生
管
理

の
円

滑
な

推
進

に
努

め
て

い
ま

す
。
 

 (
2
)
 
健

康
診

断
等

の
実

施
 

健
康

診
断

等
に

よ
り

、
職

員
の

健
康
状

態
を

把
握

し
、

そ
の

結
果
に

基
づ

き
、

職
員

の
健

康
保
持

・
増

進
、

健
康

障
害

発
生

の
未

然
防

止
等

に
必
要

な
措

置
を

講
じ

て
い

ま
す
。
 

 ４
 

公
務

災
害

等
の

状
況
 

地
方

公
務

員
法
第

4
5
条

で
は
、

「
職
員

が
公

務
に

因
り

死
亡

し
、
負

傷
し

、
若

し
く

は
疾

病
に
か

か
り

、
若

し
く

は
公

務
に

因
る

負
傷

若
し

く
は
疾

病
に

よ
り

死
亡

し
、
若

し
く

は
障

害
の

状
態

と
な

り
、
又

は
船

員
で

あ
る

職
員

が
公

務
に

因
り

行
方

不
明

と
な

つ
た

場
合

に
お

い
て

そ
の

者
又

は
そ

の
者

の
遺

族
若

し
く

は
被

扶
養

者
が

こ
れ

ら
の

原
因

に
よ

つ
て

受
け

る
損
害

は
、
補

償
さ

れ
な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
」
と

規
定

し
て
お

り
、
補

償
に
関

す
る

制
度

は
地

方
公

務
員

災
害

補
償
法

（
昭
和

4
2
年

法
律
第

1
2
1
号

）
で

定
め

ら
れ

て
い

ま
す
。
 

  令
和

５
年

度
の

公
務

災
害

等
の

発
生
状

況
は

、
次

の
と

お
り

で
す
。
 

任
命

権
者
 

公
務

災
害
 

発
生

件
数
 

通
勤

災
害
 

発
生

件
数
 

知
事

部
局
 

1
0
1
件
 

1
6
件
 

行
政

委
員

会
等
 

0
件
 

0
件
 

交
通

局
 

3
7
件
 

6
件
 

水
道

局
 

1
9
件
 

4
件
 

下
水

道
局
 

7
件
 

7
件
 

教
育

庁
（

学
校

）
 

6
8
9
件
 

1
4
1
件
 

警
視

庁
 

6
9
1
件
 

2
1
件
 

東
京

消
防

庁
 

6
4
件
 

3
件
 

合
 

計
 

1
,
6
0
8
件
 

1
9
8
件
 

（
注

）
発

生
件

数
は

、
令

和
５

年
度
中

に
公

務
災

害
の

認
定

を
受
け

た
延

べ
件

数
で

あ
る

。
 

 

公
立

学
校

共
済

組
合

東
京

支
部

 
公

立
学
校

の
職

員
・
教
育

委
員

会
及
び

そ
の

所
管

す
る

教
育

機
関

の
職

員
（

他
の

共
済

組
合
に

属
す

る
職

員
を

除
く

。）
 

9
1
,
7
33

人
 

警
察

共
済

組
合

警
視

庁
支

部
 

警
視

庁
職

員
 

5
1
,
2
42

人
 

（
注

）
１

 
組

合
員

数
は

令
和

６
年
度

予
算

数
値

で
あ

る
。

 

 
 

 
 
２
 

東
京

都
職

員
共
済

組
合
の

組
合

員
数

は
、

特
別

区
の
職

員
を

除
い

た
数

値
で

あ
る
。
 

 (
2
)  

共
済
組

合
に

対
す

る
公

費
支

出
額
 

 
 

各
共

済
組

合
の

短
期

給
付

、
長
期

給
付

及
び

福
祉

事
業

へ
の
公

費
支

出
額

は
、

次
の

と
お
り

で
す

。
 

名
 

称
 

短
期

給
付
 

長
期

給
付
 

福
祉

事
業
 

東
京

都
職

員
共

済
組

合
 

1
9
,
5
2
3,
6
13

千
円
 

6
0
,
4
2
1,
7
14

千
円
 

8
0
1
,
9
70

千
円
 

公
立

学
校

共
済

組
合

東
京

支
部

 
2
4
,
3
7
2,
6
86

千
円
 

8
2
,
6
3
7,
4
29

千
円
 

7
3
5
,
8
78

千
円
 

警
察

共
済

組
合

警
視

庁
支

部
 

1
9
,
6
6
4,
3
91

千
円
 

6
2
,
2
8
0,
7
50

千
円
 

5
4
2
,
9
58

千
円
 

（
注

）
１

 
公

費
支

出
額

は
令

和
６
年

度
予

算
数

値
で

あ
る

。
 

 
 

 
２

 
東

京
都

職
員

共
済

組
合
の

公
費

支
出

額
は

、
そ

れ
ぞ
れ

特
別

区
分

を
除

い
た

額
で
あ

る
。
 

 (
3
)
 
共

済
組

合
の

事
業

（
東
京

都
職
員

共
済

組
合

の
例

）
 

事
業

種
別
 

事
業

の
概

要
 

短
期

給
付
 

保
健

給
付
 

組
合

員
 

療
養

の
給

付
・
保

険
外

併
用
療

養
費
・
療

養
費
・
訪

問
看

護
療

養
費
・
入

院
時

食
事

療
養
費
・
入

院
時

生

活
療

養
費
・
高
額

療
養

費
・
高
額

介
護
合

算
療

養
費
・

移
送

費
・

出
産

費
・

埋
葬

料
 

被
扶

養
者
 

家
族

療
養
費

・
高

額
療
養

費
・

家
族

訪
問

看
護

療
養

費
・

家
族

移
送

費
・

家
族

出
産

費
・
家

族
埋

葬
料
 

休
業

給
付
 

組
合

員
 

傷
病

手
当
金

・
出

産
手
当

金
・

休
業

手
当

金
・

育
児

休
業

手
当

金
・

介
護

休
業

手
当

金
 

災
害

給
付
 

組
合

員
 

弔
慰

金
・

災
害

見
舞

金
 

被
扶

養
者
 

家
族

弔
慰

金
 

長
期

給
付
 

老
齢

厚
生

年
金
 

経
過

的
職

域
退

職

共
済

年
金
 

組
合

員
期

間
が

１
月

(経
過
的
職

域
は
引

き
続

く
１

年
）
以
上

、
か

つ
、
組

合
員

期
間

等
が

1
0
年
以

上
あ
る

者
が
、
一
定

年
齢
に

達
し

た
と

き
に

支
給

さ
れ

る
年

金
 

障
害

厚
生

年
金
 

経
過

的
職

域
障

害

共
済

年
金
 

組
合

員
期

間
中

に
初

診
日

の
あ

る
傷

病
に

よ
り

、
一

定
の

障
害

の

状
態

に
な

っ
た

と
き

に
支

給
さ

れ
る
年

金
 

遺
族

厚
生

年
金
 

経
過

的
職

域
遺

族

共
済

年
金
 

在
職

中
に

死
亡

し
た

と
き

や
年

金
の

受
給

権
者

又
は

待
機

者
が

死

亡
し

た
と

き
、

そ
の

遺
族

に
支

給
さ
れ

る
年

金
 

年
金

払
い

退
職

給

付
（

退
職

年
金

）
 

1
年

以
上

引
き

続
く

組
合

員
期

間
を
有

す
る

者
が

、
退

職
後

6
5
歳

に
達

し
た

と
き
（

又
は

6
5
歳
に

達
し
た

後
退

職
し

た
と

き
）
に
支

給
さ

れ
る

年
金
 

年
金

払
い

退
職

給

付
（

公
務

障
害

年

金
）
 

組
合

員
期

間
中

に
初

診
日

の
あ

る
公

務
に

基
づ

く
傷

病
に

よ
り

、

一
定

の
障

害
の

状
態

に
な

っ
た

と
き
に

支
給

さ
れ

る
年

金
 

年
金

払
い

退
職

給

付
（

公
務

遺
族

年

金
）
 

公
務

に
基

づ
く

傷
病

に
よ

り
死

亡
し

た
組

合
員

又
は

組
合

員
で

あ

っ
た

者
の

遺
族

に
支

給
さ

れ
る

年
金
 

福
祉

事
業
 

健
康

関
係
 

特
定

健
康

診
査

・
特

定
保

健
指

導
 

人
間

ド
ッ

ク
・

直
営

医
療

機
関

（
シ
テ

ィ
･
ホ
ー

ル
診

療
所
）

 

旅
行

・
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰﾂ 

保
養

施
設

･借
上
施

設
･総

合
保

健
施
設

･直
営

/委
託
体

育
施

設
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(
2
)
 
採

用
試

験
（

選
考

）
（
警

視
庁
警

察
行

政
職

員
・

東
京

消
防
庁

一
般

職
員

分
）

〈
権

限
委
任

〉
 

試
験

の
名

称
 

採
 

用
 

予
定

者
 

(
人

) 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

倍
 

率
 

(
倍

)
(A
/
B) 

警
 
視

 庁
 

職
 

 
員
 

採
用

試
験
 

Ⅰ
 

類
 

6
8
 

8
3
1 

4
8
7 

5
7
 

8
.
5 

Ⅲ
 

類
 

3
0
 

8
4
9 

6
0
7 

4
4
 

1
3
.
8 

障
害
者

Ⅲ
類
 

５
 

6
0
 

3
8
 

１
 

3
8
.
0 

合
 

計
 

1
0
3 

1
,
7
4
0 

1
,
1
3
2 

1
0
2 

1
1
.
1 

東
京
消
防
庁
 

職
 

 
員
 

採
用
試
験

 

Ⅰ
 

類
 

2
0
 

9
6
  

4
2
 

1
3
 

3
.
2 

Ⅲ
 

類
 

２
 

1
2
8 

7
0
 

４
 

1
7
.
5 

障
害
者

Ⅲ
類
 

１
 

2
7
 

８
 

１
 

8
.
0 

合
 

計
 

2
3
 

2
5
1 

1
2
0 

1
8
 

6
.
7 

 (
3
)
 
採

用
試

験
（

選
考

）
（
警

視
庁
警

察
官

・
東

京
消

防
庁

消
防
吏

員
分

）
〈

権
限

委
任

〉
 

試
験

の
名

称
 

採
 

用
 

予
定

者
 

(
人

) 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

倍
 

率
 

(
倍

)
(A
/
B) 

警
 
視

 庁
 

警
 
察

 官
 

採
用
試
験
 

Ⅰ
 

類
 

7
4
0 

8
,
8
0
7 

6
,
7
1
5 

1
,
1
2
8 

6
.
0 

Ⅲ
 

類
 

2
6
0 

4
,
2
0
6 

2
,
9
8
8 

4
0
8 

7
.
3 

合
 

計
 

1
,
0
0
0 

1
3
,
0
1
3 

9
,
7
0
3 

1
,
5
3
6 

6
.
3 

警
 
視

 庁
 

特
別
捜
査

官
 

採
用

選
考
 

科
 

学
 

１
 

1
1
 

1
0
 

１
 

1
0
.
0 

サ
イ

バ
ー

犯
 

 罪
 

４
 

3
0
 

2
9
 

２
 

1
4
.
5 

合
 

計
 

５
 

4
1
 

3
9
 

３
 

1
3
.
0 

警
視

庁
警

察
官
 

再
採

用
選

考
 

５
  

1
4
 

1
4
 

１
 

1
4
 

東
京
消
防

庁
 

消
防

吏
員

 
採

用
試
験
 

・
選

考
 

Ⅰ
 

類
 

4
5
0 

4
,
8
6
9 

3
,
7
2
7 

9
5
3 

3
.
9 

Ⅲ
 

類
 

1
8
0 

3
,
0
5
2 

2
,
5
9
4 

3
1
4 

8
.
3 

専
門

系
 

1
0
 

2
4
 

1
5
 

９
 

1
.
7 

合
 

計
 

6
4
0 

7
,
9
4
5 

6
,
3
3
6 

1
,
2
7
6 

5
.
0 

Ⅱ
 

人
事
委
員
会
の
業
務
の
状
況
 

 

 

第
１
 

職
員
の
競
争
試
験
及
び
選
考
の
状
況
 

 １
 

任
用

の
原

則
に

基
づ

い
た

試
験
及

び
選

考
の

実
施
 

職
員

の
任

用
は

、
受

験
成

績
、

人
事

評
価

そ
の

他
の

能
力

実
証

に
基

づ
い

て
行

わ
な

け
れ

ば
な

り
ま

せ
ん

（
地

方
公

務
員

法
第

15
条
）
。

 

こ
れ

は
、
成
績

主
義

の
原

則
を

明
ら
か

に
し

た
も

の
で

、
平

等
取
扱

い
の

原
則
（
地

方
公

務
員
法
第

1
3
条
）

と
と

も
に

任
用

制
度

の
根

本
基

準
と
な

っ
て

い
ま

す
。
 

人
事

委
員

会
を

置
く

地
方

公
共

団
体

に
お

い
て

は
、

職
員

の
採

用
は

原
則

と
し

て
競

争
試

験
に

よ
る

も
の

と
さ

れ
、
例
外

と
し

て
、
人
事
委

員
会
規

則
で

定
め

る
場

合
に

は
、
選

考
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る
と

さ
れ

て
い

ま
す

（
地

方
公

務
員

法
第

17
条

の
２
）

。
 

ま
た
、
任

命
権

者
が

、
職

員
を
人

事
委
員

会
規

則
で

定
め

る
職

に
昇
任

さ
せ

る
場

合
に

は
、
競
争

試
験
又
は

選
考

が
行

わ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
と

さ
れ

て
い

ま
す

（
地

方
公
務

員
法
第

2
1
条

の
４
）

。
 

人
事

委
員

会
は

、
こ
れ

ら
の
原

則
の
下

に
、
職

員
の

採
用
試

験
、
障
害

者
及

び
専

門
職
等

の
採
用

選
考

、
管

理
職

・
主

任
級

職
・

行
政

専
門

職
等
の

昇
任

選
考

を
実

施
し

て
い
ま

す
。
 

な
お
、
試

験
及

び
選

考
は

、
人
事

委
員
会

が
直

接
行

う
も

の
と

、
各

任
命
権

者
が

人
事

委
員

会
の
委

任
を
受

け
て

行
う

も
の

と
が

あ
り

ま
す

。
 

 

２
 

採
用

試
験

等
の

実
施

状
況

 

令
和

５
年

度
に

実
施

し
た

採
用

試
験
等

の
状

況
は

、
以

下
の

と
お
り

で
す

。
 

試
験

の
出

題
の

程
度

は
、
Ⅰ
類

Ａ
は
大

学
院

修
了

程
度

、
Ｉ

類
Ｂ
は

大
学

卒
業

程
度

、
Ⅱ

類
は
短

大
卒

業
程

度
、

Ⅲ
類

は
高

校
卒

業
程

度
の

も
の
で

す
。
 

「
キ

ャ
リ

ア
活

用
採

用
選

考
」
は
、
年
齢

に
か

か
わ
ら

ず
求
め

る
経
験

や
能

力
、
専
門

性
を

備
え
た

人
材
を

採
用

す
る

選
考

で
す

。
 

(
1
) 

採
用

試
験

（
選

考
）

（
東

京
都

職
員
分

）
 

試
験

の
名

称
 

採
 

用
 

予
定

者
 

(
人

) 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

倍
 

率
 

(
倍

)
(
A/
B
) 

職
員
 

採
用

試
験

（
選
 
考
）
 

Ⅰ
類

Ａ
 

1
1
8 

8
1
5 

3
9
2 

1
1
1 

3
.
5 

Ⅰ
類

Ｂ
 

1
,
1
3
6 

4
,
1
0
0 

2
,
9
9
8 

1
,
3
1
5 

2
.
3 

Ⅱ
 

類
 

 
2
0 

2
0
3 

1
3
6 

3
0
 

4
.
5 

Ⅲ
 

類
 

1
4
0 

1
,
0
8
4 

7
7
8 

1
9
0 

4
.
1 

障
害
者

Ⅲ
類
 

4
0
 

3
4
2 

2
1
6 

4
8
 

4
.
5 

キ
ャ
リ

ア
活

用
 

1
0
0 

3
8
5 

3
0
1 

1
0
4 

2
.
9 

就
職
氷

河
期

世
代
 

2
0
 

1
,
0
8
9 

7
0
9 

3
8
 

1
8
.
7 

合
 

計
 

1
,
5
7
4 

8
,
0
1
8 

5
,
5
3
0 

1
,
8
3
6 

3
.
0 

（
注

）
Ⅰ

類
Ｂ

に
は

、
保

健
師

採
用
試

験
（

権
限

委
任

）
を

含
む
。
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(
7
)
 
採

用
選

考
（

幹
部

職
員
都

区
等
交

流
分

）
〈

権
限

委
任

〉
 

 

任
命
権
者
別
 

区
 
分
 

都
一
般
 

(
人

) 

警
視
庁
 

(
人

) 

東
京
消
防
庁
 

(
人

) 

計
 

(
人

) 

局
 
長
 
級
 

- 
- 

- 
- 

部
 
長
 
級
 

-
 

-
 

-
 

-
 

課
 
長
 
級
 

１
 

-
 

-
 

１
 

合
 
計
 

１
 

-
 

-
 

１
 

（
注

）
１

 
令

和
５

年
４

月
２

日
か
ら

令
和

６
年

４
月

１
日

ま
で
の

採
用

数
で

あ
る

。
 

２
 

都
一

般
は

、
知

事
部

局
、

行
政
委

員
会

等
、

交
通

局
、

水
道
局

、
下

水
道

局
、

教
育

庁
 

（
学

校
）

を
い

う
。
 

 

(
8
)
 
課

長
代

理
級

職
選

考
〈
権

限
委
任

〉
 

任
 

命
 

権
 

者
 

対
象

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

) 

合
格

者
 

(
人

) 

都
 

知
 

事
 

８
 

６
 

４
 

 
 

（
注

）
キ

ャ
リ

ア
活

用
採

用
選
考

最
終

合
格

者
に

対
す

る
課
長

代
理

級
職

選
考

で
あ

る
。
 

 

(
9
)
 
任

期
付

職
員

採
用

試
験
〈

権
限
委

任
〉
 

試
験

の
名

称
 

任
命

権
者
 

採
 

用
 

予
定

者
 

(
人

) 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(人
)(Ａ

) 

合
格

者
 

(人
)(Ｂ

) 

倍
率

 

(倍
)
(A/B) 

東
京

都
 

任
期

付
職

員
 

採
用

試
験
 

事
務
 

都
知

事
 

2
5
0 

6
1
1 

5
0
1 

2
3
9 

2
.
1 

（
注

）
 

地
方

公
共

団
体

の
一

般
職
の

任
期

付
職

員
の

採
用

に
関
す

る
法

律
第

四
条

に
基

づ
き
、
 

一
定

期
間

内
に

終
了

又
は

一
定

期
間
内

に
限

り
業

務
量

の
増

加
が
見

込
ま

れ
る

業
務

に
対

 

応
す

る
た

め
、

任
期

を
定

め
て

採
用
さ

れ
る

職
員

で
あ

る
。

 
 

(
1
0
)
 
採

用
選

考
（

児
童

福
祉

（
経
験

者
）

）
〈

権
限

委
任

〉
 

選
考

の
名

称
 

任
命

権
者
 

採
用
 

予
定

者
 

（
人

）
 

申
込

者
 

（
人

）
 

受
験

者
 

(人
)(Ａ

) 
 

合
格

者
 

(人
)(Ｂ

) 
 

倍
 

率

(倍
)(A/B) 

東
京

都
職

員
 

キ
ャ

リ
ア

活
用
 

採
用

選
考

 

福
祉
 

都
知

事
 

3
5
 

9
3
 

8
1
 

3
0
 

2
.
7 

(
4
)
 
採

用
選

考
（

道
府

県
の
警

察
官
を

対
象

と
す

る
特

別
採

用
分
）

〈
権

限
委

任
〉
 

選
考

の
名

称
 

申
込

者
 

 
(
人

）
 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

倍
率
 

(
倍

)
(
A/
B
) 

道
府

県
警

察
官
 

特
別

採
用
 

０
 

-
 

-
 

-
 

 
(
5
)
 
採

用
選

考
（

個
別

選
考
）

 

任
命

権
者

別
 

区
分
 

都
一

般
 

(
人

) 

警
視

庁
 

(
人

) 

東
京

消
防

庁
 

(
人

) 

計
 

(
人

)  

局
 

長
 

級
 

２
 

-
 

-
 

２
 

部
 

長
 

級
 

２
 

２
 

-
 

４
 

課
 

長
 

級
 

９
 

-
 

２
 

1
1
 

課
長

代
理

級
 

５
 

２
 

-
 

７
 

主
 

任
 

級
 

１
 

１
 

-
 

２
 

１
 

級
 

職
 

2
5
 

-
 

１
 

2
6
 

合
 

計
 

4
4
 

５
 

３
 

5
2
 

 （
注

）
１

 
令

和
５

年
４

月
２

日
か
ら

令
和

６
年

４
月

１
日

ま
で
の

採
用

数
で

あ
る

。
 

２
 

都
一

般
は

、
知

事
部

局
、

行
政
委

員
会

等
、

交
通

局
、

水
道
局

、
下

水
道

局
、

教
育

庁
 

（
学

校
）

を
い

う
。
 

３
 

医
師

、
研

究
機

関
の

研
究

員
及
び

国
か

ら
の

採
用

等
で

あ
る
。
 

 

(
6
)
 
指

導
力

不
足

教
員

を
対
象

と
す
る

特
例

選
考
 

選
考

の
名

称
 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

) 

合
格

者
 

(
人

) 

県
費

負
担

教
員

の
特

例
採

用
選

考
 

０
 

-
 

-
 

都
立

学
校

教
員

の
特

例
転

職
選

考
 

０
 

-
 

-
 

合
 

計
 

０
 

-
 

-
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３
 

昇
任

選
考

等
の

実
施

状
況

 

令
和

５
年

度
に

実
施

し
た

昇
任

選
考
等

の
実

施
状

況
は

、
以

下
の
と

お
り

で
す

。
 

 

(
1
)
 
管

理
職

選
考

（
東

京
都
職

員
分
）
 

種
 

 
別
 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

種
別

Ａ
 

8
1
6 

6
9
6 

5
5
 

7
.
9 

種
別

Ｂ
 

7
3
6 

6
4
2 

1
0
9 

1
7
.
0 

合
 

計
 

1
,
5
5
2 

1
,
3
3
8 

1
6
4 

1
2
.
3 

（
注

）
１
 

管
理

職
選
考

は
、

主
任

級
職

員
対

象
の
種

別
Ａ

と
課

長
代

理
級

職
員
対

象
の

種
別

Ｂ
に

区
分

さ

れ
る

。
 

２
 

筆
記

考
査

は
令

和
５

年
５

月
28

日
、
口
頭

試
問

は
同
年

８
月
３

日
、
同
月

４
日

、
同
月

８
日
及

び
同

月
９

日
に

実
施

し
た

。
 

３
 

合
格

者
は

、
一

次
選

考
合

格
者
を

指
す

。
種

別
Ａ

は
、
合

格
者

到
達

水
準

判
定

会
議
・
最
終

選

考
合

格
を

も
っ

て
、

種
別

Ｂ
は

、
最
終

選
考

合
格

を
も

っ
て

管
理
職

選
考

合
格

と
な

る
。

 

な
お
、
最
終

選
考

は
、
管
理
職

選
考
委

員
会

に
お

け
る

判
定

結
果
を

も
と

に
、
合

格
者
を

決
定

す
る

。
 

 

(
2
)
 
行

政
専

門
職

選
考

（
東
京

都
職
員

分
）
 

種
別
 

合
格

者
 

(
人

) 
備

考
 

種
別

Ａ
 

1
2
 

用
地
外

9
区
分
 

種
別

Ｂ
 

1
8
 

都
市

基
盤

事
業

推
進
外

1
6
区
分

 

合
 

計
 

3
0
 

 

（
注

）
行

政
専

門
職
は

、
任
命

権
者

が
候
補

者
を
選

抜
し
、

特
定

分
野
の

個
別
業

務
が
対

象
の

種
別
Ａ

と
、

事
業

部
単

位
を

基
本

と
す

る
政

策
分
野

が
対

象
の

種
別

Ｂ
に

区
分
さ

れ
る

。
 

 

(
3
)
 
課

長
級

昇
任

選
考

（
個
別

選
考
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

任
命
権
者
別
 

区
 
 
分
 

都
一
般
 

(
人

) 

警
視
庁
 

（
人

）
 

東
京
消
防
庁
 

（
人

）
 

計
 

（
人

）
 

課
 

 
長

 
 

級
 

1
0
 

- 
- 

10 

（
注

）
１

 
令

和
５

年
４

月
２

日
か
ら

令
和

６
年

４
月

１
日

ま
で
の

昇
任

数
で

あ
る

。
 

２
 

都
一

般
は

、
知

事
部

局
、

行
政
委

員
会

等
、

交
通

局
、

水
道
局

、
下

水
道

局
、

教
育

庁
 

（
学

校
）

を
い

う
。
 

３
 

医
師

、
研

究
機

関
の

研
究

員
等
の

昇
任

で
あ

る
。
 

 

 

(
1
1
)
 
そ

の
他

の
採

用
選

考
〈

権
限
委

任
〉
 

 

任
命
権
者
別
 

区
 
分
 

都
一
般
 

(
人

) 

警
視
庁
 

(
人

) 

東
京
消
防
庁
 

(
人

) 

計
 

(
人

) 

事
 
務
 
系
 

人
 

４
 

人
 

-
 

人
 

-
 

人
 

４
 

福
 
祉
 
系
 

3
3
 

-
 

-
 

3
3
 

一
般
技
術
系
 

６
 

７
 

-
 

1
3
 

医
療
技
術
系
 

4
8
 

３
 

-
 

5
1
 

技
 
能
 
系
 

９
 

1
0
 

３
 

2
2
 

業
 
務
 
系
 

1
2
 

１
 

-
 

1
3
 

運
 
輸
 
系
 

1
7
8 

-
 

-
 

1
7
8 

警
 
察
 
官
 

-
 

3
0
0 

-
 

3
0
0 

消
防

吏
員
 

-
 

-
 

１
 

１
 

合
 
計
 

2
9
0 

3
2
1 

４
 

6
1
5 

（
注

）
１

 
令

和
５

年
４

月
２

日
か
ら

令
和

６
年

４
月

１
日

ま
で
の

採
用

数
で

あ
る

。
 

２
 

都
一

般
は

、
知

事
部

局
、

行
政
委

員
会

等
、

交
通

局
、

水
道
局

、
下

水
道

局
、

教
育

庁
 
 

 
 

 
 

 
 

（
学

校
）

を
い

う
。
 

３
 

職
種

例
は

、
以

下
の

と
お

り
で
あ

る
。
 

・
事
 
務
 
系
 
…
…
 
事
務
、
史
料
編
纂
 

・
福
 
祉
 
系
 
…
…
 
福
祉
 

・
一
般
技
術
系
 
…
…
 
職
業
訓
練
、
鑑
識
技
術
（
化
学
）
等
 

・
医
療
技
術
系
 
…
…
 
医
師
、
看
護
師
等
 

・
技
 
能
 
系
 
…
…
 
海
技
、
技
能
Ⅰ
、
技
能
Ⅱ
等

  

・
業
 
務
 
系
 
…
…
 
事
務
（
業
務
）
、
業
務
 

 
 
・
運
 
輸
 
系
 
…
…
 
自
動
車
運
輸
等
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(
7
)
 
准

看
護

師
２
級

職
選

考
・

警
視
庁

副
主

査
職

昇
任

選
考

（
警
察

行
政

職
員

）
・

東
京

消
防
庁

主
任

級
職

昇
任

選
考

（
一

般
職

員
）

〈
権

限
委
任

〉
 

 

選
考

の
名
称
 

任
命

権
者
別
 

対
象

者
 

(
人

) 

受
験

者
・

受
考

者
 

(
人

)
(Ａ

) 
合

格
者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

准
看

護
師
 

２
級

職
選

考
 

都
 

知
 
事
 

３
 

０
 

-
 

- 

副
主

査
職
 

昇
任

選
考
 

警
 

視
 
庁
 

6
7
9 

5
0
8 

5
9
 

1
1
.
6 

主
任

級
職
 

昇
任

選
考
 

東
京

消
防
庁
 

1
5
4 

6
5
 

1
4
 

2
1
.
5 

合
 

計
 

8
3
6 

5
7
3 

7
3
 

1
2
.
7 

 

(
8
)
 
警

視
庁

警
察

官
階

級
昇
任

試
験
（

選
考

）
〈

権
限

委
任

〉
 

階
 

級
 

対
象

者
 

(
人

) 

受
験

者
・

受
考

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

警
視

 
1
,
4
3
2 

1
,
4
3
2 

1
8
8 

1
3
.
1 

警
部

 
1
8
,
2
0
2 

6
,
6
9
0 

2
4
2 

3
.
6 

警
部

補
 

2
1
,
6
8
5 

1
1
,
7
9
7 

6
6
2 

5
.
6 

巡
査

部
長
 

2
3
,
1
1
9 

1
2
,
0
6
2 

7
9
9 

6
.
6 

合
 

計
 

6
4
,
4
3
8 

3
1
,
9
8
1 

1
,
8
9
1 

5
.
9 

（
注

）
 

警
視

選
考

に
お

け
る

受
考
者

は
、

対
象

者
を

も
っ

て
充
て

る
。
 

 

(
9
)
 
東

京
消

防
庁

消
防

吏
員
階

級
昇
任

試
験

（
選

考
）

〈
権

限
委
任

〉
 

階
 

級
 

対
象

者
 

(
人

) 

受
験

者
・

受
考

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

消
防

司
令

長
 

6
9
4 

6
6
6 

5
8
 

8
.
7 

消
防

司
令
 

3
,
9
2
2 

3
,
4
2
9 

1
9
8 

5
.
8 

消
防

司
令

補
 

5
,
3
8
4 

4
,
8
1
1 

3
7
2 

7
.
7 

消
防

士
長
 

5
,
0
3
4 

4
,
8
0
2 

7
5
0 

1
5
.
6 

合
 

計
 

1
5
,
0
3
4 

1
3
,
7
0
8 

1
,
3
7
8 

1
0
.
1 

 

 
 

 

 

(
4
)
 
警

視
庁

管
理

職
昇

任
選
考

（
警
察

行
政

職
員

）
・

東
京

消
防
庁

課
長

級
職

昇
任

選
考

（
一
般

職
員

）

〈
権

限
委

任
〉
 

選
考

の
名

称
 

任
命

権
者

別
 

対
象

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

管
理

職
 

昇
任

選
考
 

警
 

視
 

庁
 

1
4
8 

1
2
 

8
.
1 

課
長

級
職
 

昇
任

選
考
 

東
京

消
防

庁
 

1
4
 

２
 

1
4
.
3 

 （
注

）
令

和
５

年
４

月
２

日
か

ら
令
和

６
年

４
月

１
日

ま
で

の
昇
任

数
で

あ
る

。
 

 

(
5
)
 
警

視
庁

係
長

職
昇

任
選
考
（

警
察

行
政

職
員

）
・
東
京

消
防
庁

課
長

代
理

級
職

選
考
（

一
種

）
（

一
般

職
員

）
〈

権
限

委
任

〉
 

選
考

の
名

称
 

任
命

権
者

別
 

対
象

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

係
長

職
 

昇
任

選
考
 

警
 

視
 

庁
 

4
1
4 

2
6
 

6
.
3 

課
長

代
理

級
職
 

選
考

（
一

種
）
 

東
京

消
防

庁
 

5
5
 

４
 

7
.
3 

（
注

）
管

理
職

選
考

合
格

者
を

除
く
。
 

 

(
6
)
 
主

任
級

職
選

考
（

東
京
都

職
員
分

）
 

種
 

 
別
 

申
込

者
 

(
人

) 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

主
任

級
職

選
考

Ａ
 

2
,
4
9
9 

2
,
2
6
8 

9
0
8 

4
0
.
0 

主
任

級
職

選
考

Ｂ
 

2
3
5 

1
8
3 

9
7
 

5
3
.
0 

合
 

計
 

2
,
7
3
4 

2
,
4
5
1 

1
,
0
0
5 

4
1
.
0 

（
注

）
１

 
主

任
級

職
選
考
は

、
対
象

年
齢

等
の

受
験
資
格

の
違
い

に
よ

り
、
種

別
Ａ
及

び
種
別

Ｂ
に

区
分
 

さ
れ

る
。
 

２
 

筆
記

考
査

は
令

和
５

年
９

月
24

日
に

実
施

し
た

。
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第
２

 
給

与
、

勤
務
時
間

そ
の
他
の

勤
務
条
件
に
関

す
る
報

告
及
び
勧
告

の
状
況

 
  

人
事
委

員
会

は
、

地
方

公
務

員
法
の

規
定

に
基

づ
き

、
令

和
６
年

1
0
月

1
8
日
に

、
議

会
及
び

知
事

に
対

し
、

給
与

、
人

事
制

度
等

に
関

す
る
報

告
及

び
給

与
の

勧
告

を
行
い

ま
し

た
。
 

令
和

６
年

に
行

っ
た

人
事

委
員

会
勧
告

等
の

主
な

内
容

は
、

次
の
と

お
り

で
す

。
 

  
１

 
ポ

イ
ン

ト
 

 
 

 
〇

 
例

月
給

、
特

別
給

と
も
に

３
年

連
続

の
引

上
げ

改
定
 

例
月

給
 

・
公

民
較

差
（

1
0,
5
95

円
、
2
.
5
9
％
）

解
消

の
た

め
、

給
料

表
を
引

上
げ

改
定
 

・
初

任
層

に
重

点
を

置
き

つ
つ

、
人
材

確
保

の
観

点
か

ら
初

任
給
を

大
幅

に
引

上
げ
 

・
職
務

の
級
の

職
責

差
を

一
層

給
与
へ

反
映

さ
せ

る
観

点
か

ら
、
各
級

に
お

い
て
メ

リ
ハ
リ

を
つ
け
た

改
定
 

特
別

給
（

賞
与

）
 

・
年

間
支

給
月

数
を

0.
2
0
月
分
（

4.
6
5
月

→
4.
8
5
月

）
引
上

げ
、
期

末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
に
配

分
 

 
 
 

２
 

職
員

と
民

間
従

業
員

の
給

与
比
較
 

(
1
)
 
比

較
の

方
法
 

・
企

業
規

模
5
0
人
以

上
か

つ
事

業
所
規

模
5
0
人
以

上
の

都
内

1
1
,
17
8
事
業

所
を

調
査

母
集

団
と
し

、
そ

の
う

ち
1
,
2
41
事
業

所
を

無
作

為
抽
出

し
て
調

査
 

（（
調調

査査
完完

了了
77
77
00
事事

業業
所所

  
調調
査査

実実
人人

員員
55
44
,,
66
33
33
人人

））
  

＜
例

月
給

＞
職

員
と

民
間

従
業

員
の
４

月
分

支
給

額
を

調
査

し
、
ラ

ス
パ

イ
レ

ス
方

式
に

よ
り
、

主
な

給
与

決
定

要
素

で
あ

る
役

職
、

学
歴

、
年
齢

を
同

じ
く

す
る

者
同

士
の
給

与
を

対
比

さ
せ

、
職

員
の

人
員

数
の

ウ
エ

イ
ト

を
用

い
て

両
者
の

給
与

水
準

を
比

較
 

＜
特

別
給

＞
民

間
従

業
員

に
対

す
る
直

近
１

年
間

（
昨

年
８

月
か
ら

本
年

７
月

ま
で

）
の

賞
与
の

支
給

実
績

を
調

査
し

、
職

員
と

比
較
  

 
(
2
)
 
比

較
の

結
果
 

＜
例

月
給

＞
 
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
（

平
均

年
齢
 
4
1
.5
歳
）
 

民
間

従
業

員
 

職
員
 

公
民

較
差
 

4
1
9
,
4
25
円
 

4
0
8
,
8
30
円
 

 
1
0
,
5
95
円
（

2
.
59
％
）
 

（
注

）
職

員
給

与
は

、
本
年
４

月
の
行

政
職

給
料

表
（

一
）
適

用
者
（

新
卒

採
用

職
員
を

除
く
。
）
の
給

与
 

＜
特

別
給

＞
 

民
間

支
給

割
合
 

職
員

支
給

月
数
 

差
 

4
.
8
5
月
 

4
.
6
5
月
 

0
.
2
0
月
 

 

 
 

 

 

(
1
0
)
 
運

輸
系

昇
任

選
考

〈
権

限
委
任

〉
 

選
考

の
名

称
 

対
象

者
 

 
(
人

）
 

受
験

者
 

(
人

)
(Ａ

) 

合
格

者
 

(
人

)
(Ｂ

) 

合
格

率
 

(
％

)
(
B/
A
) 

運
輸

系
管

理
職

選
考
 

9
6
 

3
3
 

２
 

6
.
1 

助
役

選
考
 

2
,
5
7
6 

2
1
3 

1
1
2 

5
2
.
6 

グ
ル

ー
プ

リ
ー

ダ
ー
 

選
考
 

6
3
4 

1
7
6 

7
9
 

4
4
.
9 

合
 

計
 

3
,
3
0
6 

4
2
2 

1
9
3 

4
5
.
7 
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(
2
)
 
扶

養
手

当
 

・
人

事
院

は
、
配
偶

者
に

係
る

扶
養
手

当
を

廃
止

し
、
こ
れ

に
よ
り

生
ず

る
原

資
を

用
い

て
、
子

に
係

る
手

当
額

を
1
3
,
00
0
円
に

引
き

上
げ

る
こ
と

を
勧

告
 

・
都
に

お
い

て
も

、
配

偶
者
に

係
る
扶

養
手

当
を

廃
止

し
、
子

に
係

る
手

当
額

を
1
3
,
000

円
に
引

き
上

げ
る

こ
と

が
適

当
 

・
配

偶
者

に
係

る
手

当
の

廃
止

は
、
受
給

者
へ

の
影

響
を
考

慮
し
、
行

政
職

給
料

表
（
一

）
４

級
相

当
職

員

を
除

き
、

２
年

を
か

け
て

実
施

し
、
子

に
係

る
手

当
額

の
引

上
げ
も

同
様

に
２

年
を

か
け

て
実
施
 

(
3
)
 
通

勤
手

当
及

び
単

身
赴
任

手
当
 

 
 
・
人

事
院

は
、

通
勤

手
当
の

支
給
上

限
の

引
上

げ
、

新
幹

線
等
の

利
用

に
係

る
特

別
料

金
等
の

支
給

要
件

及
び

単
身

赴
任

手
当

の
支

給
要

件
の
見

直
し

を
勧

告
 

・
都

に
お

い
て

も
、

人
材

確
保

が
喫
緊

の
課

題
で

あ
る

点
や

働
き
や

す
い

職
場

環
境

の
整

備
が
求

め
ら

れ

て
い

る
状

況
を

踏
ま

え
、

国
と

同
様
の

改
正

を
行

う
こ

と
が

適
当
 

・
通

勤
手

当
の

支
給

限
度
額
を

新
幹
線

等
の

特
別

料
金
等
の

額
を
含

め
て

１
か

月
当
た
り

1
5
0
,0
0
0円

に
引

上
げ

、
こ

の
支

給
限

度
額

の
範

囲
内
で

新
幹

線
等

の
特

別
料

金
等
の

額
に

つ
い

て
も

全
額

支
給
 

・
採

用
時

か
ら

新
幹

線
等

に
係

る
通
勤

手
当

及
び

単
身

赴
任

手
当
を

支
給
 

・
新

幹
線

等
の

利
用

要
件

の
廃

止
 

・
育

児
・

介
護

等
の

事
情

に
よ

り
転
居

し
た

職
員

に
も

新
幹

線
等
に

係
る

通
勤

手
当

を
支

給
 

(
4
)
 
管

理
職

員
特

別
勤

務
手
当

 

・
人
事

院
は

、
管

理
職

員
特
別

勤
務
手

当
に

つ
い

て
、
支
給

対
象
時

間
帯

を
午

後
1
0
時
か

ら
翌
日

の
午

前
５

時
に

拡
大

す
る

な
ど

勧
告
 

・
都

は
こ

れ
ま

で
、
本
手

当
の

支
給
要

件
に

つ
い

て
、
国
と

均
衡
を

図
っ

て
き

て
お

り
、
同
様

の
措
置

を
講

じ
て

い
く

こ
と

が
適

当
 

(
5
)
 
特

定
任

期
付

職
員

の
勤
勉

手
当
 

・
人

事
院

は
、
特
定

任
期

付
職

員
の
特

別
給

に
つ

い
て

、
特

定
任
期

付
職

員
業

績
手

当
を

廃
止
し

、
勤

勉
手

当
の

支
給

が
可

能
と

な
る

よ
う

勧
告
 

・
都

に
お

い
て

も
特

定
任

期
付

職
員
業

績
手

当
を

廃
止

し
、

勤
勉
手

当
を

支
給

す
る

こ
と

が
適
当
 

・
特
定

任
期

付
職

員
の

期
末
手

当
及
び

勤
勉

手
当

の
支

給
割

合
に
つ

い
て

は
、
在
職

実
態

を
踏
ま

え
、
常
勤

の
管

理
職

の
支

給
割

合
を

考
慮

し
て
設

定
（

期
末

手
当

1
.6月

、
勤
勉

手
当

2
.2
5
月
）
 

(
6
)
 
在

宅
勤

務
等

手
当
 

・
昨

年
人

事
院

は
、

在
宅

勤
務

等
手
当

の
新

設
に

つ
い

て
勧

告
 

・
令
和

５
年
1
1
月
に

地
方

自
治

法
が
改

正
さ

れ
、
地
方

公
務
員

に
お
い

て
も

今
年

度
よ

り
在

宅
勤
務

等
手
当

の
支

給
が

可
能

に
 

・
都

に
お

い
て

も
、
在
宅

勤
務

等
手
当

を
新

設
し

、
本

手
当

の
額
及

び
支

給
要

件
に

つ
い

て
は
、
国
に

準
ず

る
こ

と
が

適
当
 

・
本

手
当

の
支

給
に

当
た

っ
て

は
、
通

勤
手

当
の

取
扱

い
に

つ
い
て

も
対

応
を

検
討

す
べ

き
 

(
7
)
 
医

師
の

給
与
 

・
現

在
都

に
お

け
る

医
師

の
人

材
確
保

が
困

難
な

状
況
 

・
特

に
保

健
所

等
に

勤
務

す
る

公
衆
衛

生
医

師
に

つ
い

て
、

充
足
率

が
急

激
に

低
下
 

 

 

３
 

給
与

の
改

定
 

(
1
)
 
改

定
の

考
え

方
 

・
民

間
従

業
員

の
給

与
が

職
員

の
給
与

を
上

回
っ

て
い

る
こ

と
か
ら

、
給

料
表

を
引

上
げ

改
定
 

 
 

配
分

[給
料

8,
8
1
1円

、
は

ね
返
り

（
地

域
手

当
な

ど
）

1
,
7
84
円

] 

・
特

別
給

に
つ

い
て

も
、

民
間

の
支
給

割
合

が
職

員
の

年
間

支
給
月

数
を

上
回

る
た

め
引

上
げ
 

(
2
)
 
改

定
の

内
容
 

ア
 
給
料

表
 

区
分
 

内
容
 

行
政

職
給

料
表

（
一

）
 

・
人

材
確

保
の

観
点

か
ら

初
任

層
に
重

点
を

置
き

つ
つ
、
職
務

の
級
の

職
責

差
を

一

層
給

与
へ

反
映

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

各
級

に
お

い
て

メ
リ

ハ
リ

を
つ

け
た

改
定
 

≪
平

均
改

定
率

 
2.
7
％
≫
 

・
初

任
給

は
、

民
間

や
国

の
初

任
給
の

状
況

を
踏

ま
え

大
幅

に
引
上

げ
 

Ⅰ
類

Ｂ
 

＋
2
9
,
30
0
円
（

1
96,

2
0
0
円
→

2
25
,
5
00
円
）
 

Ⅱ
類

 
 

＋
2
9
,
30
0
円
（

1
70,

4
0
0
円
→

1
99
,
7
00
円
）
 

Ⅲ
類

 
 

＋
2
7
,
90
0
円
（

1
60,

1
0
0
円
→

1
88
,
0
00
円
）
 

※
 
そ
の

他
の

給
料

表
に

つ
い
て

は
、
行

政
職

給
料

表
（

一
）

の
改
定

内
容

を
基

本
と

し
て

改
定
 
 

※
 
指
定

職
給

料
表

に
つ

い
て
は

、
国
に

準
じ

て
改

定
 

イ
 
特
別

給
 

・
民

間
の

支
給

状
況

を
踏

ま
え

、
年
間

支
給

月
数

を
0
.
2
0月

分
引
上

げ
 

（
指

定
職

給
料

表
適

用
職

員
等

は
0
.1
5
月
分

引
上

げ
）
 

・
引

上
げ

は
期

末
手

当
及

び
勤

勉
手
当

で
実

施
 

ウ
 
初
任

給
調

整
手

当
 

・
医

師
等

の
処

遇
を

確
保

す
る

観
点
か

ら
初

任
給

調
整

手
当

の
支
給

限
度

額
を

3
15
,
2
00円

に
引
上

げ
 

(
3
)
 
実

施
時

期
 

・
給

料
表

及
び

初
任

給
調

整
手

当
の
引

上
げ

は
、

令
和

６
年

４
月
に

遡
及

し
て

実
施
 

・
特

別
給

の
引

上
げ

は
、

令
和

６
年
1
2
月
支

給
の

期
末

・
勤

勉
手
当

か
ら

実
施
 

 

４
 

諸
手

当
等

の
制

度
改

正
 

(
1
)
 
地

域
手

当
 

・
人

事
院

は
、
特
別

区
の

地
域

手
当
は

引
き

続
き

１
級

地
（

2
0％

）
と
す

る
一

方
、
特
別
区

を
除
い

た
東
京

都
の

地
域

手
当

は
２

級
地

（
16
%
）

と
す

る
よ

う
勧

告
 

・
都

に
お

い
て

は
、
区
部
・
多

摩
地
域

は
地

域
の

連
続

性
・
一

体
性
か

ら
、
区

部
・
多
摩

地
域
を

同
率

の
支

給
割

合
（
2
0
％
）
に

設
定

し
て
お

り
、
そ
の

状
況

に
変

化
は
な

い
た
め

引
き

続
き

一
律

2
0％

と
す
る

こ
と

が
適

当
 

・
そ
の

他
の

地
域

に
つ

い
て
は

、
地
域

の
区

分
に

応
じ

て
支

給
さ
れ

る
関

連
手

当
も

考
慮

し
、
所

要
の

調
整

を
行

う
こ

と
が

適
当
 

 
 



38令和6年11月1日（金曜日）（増刊　69） 東　京　都　公　報

 

 

る
も

の
 

・
こ

の
よ

う
な

都
庁

の
魅

力
が

広
く
、

深
く

認
識

さ
れ

る
よ

う
タ
ー

ゲ
ッ

ト
ご

と
に

効
果

的
な
情

報
発

信
・

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

重
ね
る

こ
と

が
有

効
 

・
採

用
制

度
に

つ
い

て
は

、
都

へ
の
就

職
を

希
望

す
る

多
様

な
人
材

に
と

っ
て

更
に

受
験

し
や
す

く
な

る

よ
う

試
験

方
法

の
見

直
し

や
よ

り
有
為

な
人

材
が

確
保

で
き

る
制
度

と
な

る
よ

う
取

組
を

進
め
る
 

・
多

様
で

有
為

な
人

材
を

着
実

に
確
保

し
て

い
く

た
め

、
経

験
者
採

用
の

拡
大

な
ど

、
採

用
市
場

の
状

況

に
迅

速
か

つ
的

確
に

対
応

し
た

柔
軟
な

採
用

制
度

と
な

る
よ

う
見
直

し
を

進
め

て
い

く
こ

と
が
必

要
 

・
経

験
者

採
用

な
ど

職
歴

の
あ

る
職
員

に
、

採
用

後
の

職
務

内
容
や

キ
ャ

リ
ア

展
望

が
示

さ
れ
る

と
と

も

に
、

都
庁

以
外

で
培

わ
れ

た
キ

ャ
リ
ア

も
十

分
に

尊
重

さ
れ

、
適
切

に
処

遇
さ

れ
る

制
度

を
整
備

す
る

こ
と

が
重

要
 

・
主

任
に

つ
い

て
、

基
礎

力
確

認
テ
ス

ト
の

導
入

や
選

考
内

容
の
見

直
し

等
を

行
っ

た
と

こ
ろ
で

あ
る

が
、

今
後

、
制

度
改

正
の

効
果

検
証
を

行
い

、
改

善
を

図
っ

て
い
く
 

・
管

理
職

に
つ

い
て

、
行

政
専

門
職
選

考
の

見
直

し
を

行
っ

た
と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

今
後

、
有
為

な
人

材

が
積

極
的

に
管

理
職

を
目

指
す

よ
う
、

管
理

職
に

な
る

こ
と

の
魅
力

の
発

信
や

キ
ャ

リ
ア

へ
の
不

安
の

払
拭

な
ど

の
取

組
を

行
う

こ
と

に
加
え

、
選

考
方

法
や

任
用

、
研
修

な
ど

管
理

職
制

度
の

在
り
方

に
つ

い
て

検
討

を
進

め
て

い
く

こ
と

が
必
要

  

・
全

て
の

職
員

が
意

欲
や

能
力

を
最
大

限
発

揮
す

る
と

と
も

に
、
技

術
や

ノ
ウ

ハ
ウ

を
継

承
し
て

い
く

た

め
に

は
、

意
見

交
換

な
ど

を
通

じ
て
、

本
人

の
希

望
を

踏
ま

え
る
と

と
も

に
、

職
員

の
ス

キ
ル
・

経
験

な
ど

に
即

し
た

配
置

管
理

等
を

行
う
こ

と
に

よ
り

、
職

員
の

意
欲
や

能
力

に
応

じ
た

キ
ャ

リ
ア
形

成
を

実
現

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
 

・
国

や
民

間
な

ど
多

様
な

主
体

と
の
交

流
を

更
に

活
発

化
さ

せ
、
職

員
の

意
欲

に
応

じ
て

、
学
び

・
挑

戦
・

成
長

が
で

き
る

環
境

整
備

を
よ
り

一
層

進
め

る
こ

と
も

重
要
  

・
若

手
の

う
ち

か
ら

成
長

を
実

感
で
き

、
一

人
ひ

と
り

の
キ

ャ
リ
ア

形
成

を
支

援
す

る
人

材
育
成

や
能

力

開
発

に
引

き
続

き
積

極
的

に
取

り
組
む

こ
と

を
望

む
  

イ
 
女
性

の
活

躍
推

進
  

・
男

女
問

わ
ず

、
職

員
の

希
望

に
応
じ

て
、

家
庭

で
の

時
間

も
確
保

で
き

、
仕

事
で

も
活

躍
で
き

る
職

場

を
目

指
し

て
い

か
な

け
れ

ば
な

ら
な
い
 

・
管

理
監

督
職

に
お

け
る

女
性

比
率
の

向
上

の
た

め
、

不
安

感
や
抵

抗
感

を
払

拭
す

る
と

と
も
に

、
管

理

職
選

考
へ

の
挑

戦
を

促
す

取
組

の
ほ
か

、
育

児
・

介
護

等
と

仕
事
を

両
立

し
や

す
い

管
理

職
選
考

へ
の

見
直

し
な

ど
を

よ
り

一
層

進
め

て
い
く

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
そ
の

た
め

、
職

員
の

キ
ャ

リ
ア
ア

ッ
プ

を
組

織
全

体
で

後
押

し
し

て
い

く
こ
と

が
必

要
 

ウ
 
誰
も

が
活

躍
で

き
る

都
庁
の

実
現
  

・
様

々
な

個
性

や
事

情
が

配
慮

さ
れ
、

全
て

の
職

員
に

活
躍

で
き
る

環
境

が
公

平
に

提
供

さ
れ
る

、
ダ

イ

バ
ー

シ
テ

ィ
（

多
様

性
）

、
エ

ク
イ
テ

ィ
（

公
平

性
）

、
イ

ン
ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

（
包

摂
性

）
が
尊

重
さ

れ
た

都
庁

を
実

現
す

る
こ

と
が

重
要
  

・
本

年
度

改
定

さ
れ

る
「

障
害

者
活
躍

推
進

計
画

」
を

も
と

に
、
取

組
を

着
実

に
推

進
し

、
障
害

を
有

す

る
職

員
に

と
っ

て
働

き
や

す
い

職
場
づ

く
り

が
必

要
。

周
囲

の
職
員

が
相

談
し

な
が

ら
実

践
で
き

る
環

境
を

は
じ

め
、

サ
ポ

ー
ト

を
充

実
し
て

い
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
  

・
高

齢
層

職
員

に
つ

い
て

は
、

職
場
で

の
新

た
な

立
場

に
お

け
る
役

割
な

ど
に

つ
い

て
、

研
修
で

理
解

を

 

 

・
ま

た
、
民

間
の
医

師
に

お
い

て
は
、
診
療

報
酬

の
改

定
に

伴
う
賃

上
げ

に
向

け
た

動
き

が
あ
り

、
こ

の
よ

う
な

民
間

の
医

師
と

競
合

関
係

に
あ

る
臨

床
を

主
と

す
る

医
師

の
人

材
確

保
に

つ
い

て
は

困
難

な
状

況

が
想

定
 

・
都

民
の

健
康

を
支

え
る

と
と

も
に
将

来
に

わ
た

り
安

定
的

な
医
療

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
い
く

た
め

に
、

確
実

な
人

材
確

保
が

必
要

で
あ

り
、
そ

の
処

遇
を

検
討

す
る

必
要
 

・
本

委
員

会
に

お
い

て
も

医
師

の
処
遇

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
研
究

・
検

討
 

(
8
)
 
実

施
時

期
 

諸
手

当
等

の
制

度
改

正
は

、
令

和
７
年

４
月

１
日

か
ら

実
施

す
る
こ

と
が

適
当
 

 

５
 

今
後

の
課

題
 

(
1
)
 
職

務
給

の
更

な
る

進
展
等

 

・
引

き
続

き
、

職
責

の
給

与
へ

の
反
映

を
徹

底
す

る
た

め
、

あ
る
べ

き
給

与
制

度
に

つ
い

て
研
究

・
検

討
 

・
都

に
お

け
る

管
理

職
に

係
る

職
務
や

職
責

等
を

改
め

て
検

証
し
、

こ
れ

に
見

合
っ

た
給

与
水
準

、
給

与

制
度

に
つ

い
て

、
研

究
・

検
討

 

(
2
)
 
能

力
・

業
績

を
反

映
し
た

給
与
制

度
の

更
な

る
進

展
 

・
昇

給
制

度
に

つ
い

て
、

定
年

引
上
げ

の
影

響
を

含
め

た
運

用
実
態

等
の

分
析

を
行

う
と

と
も
に

、
能

力
・

業
績

が
反

映
さ

れ
た

給
与

制
度
と

な
る

よ
う

、
研

究
・

検
討
を

進
め

て
い

く
必

要
 

 
(
3
)
 
新

た
な

給
与

制
度

の
在

り
方
に

つ
い

て
の

検
討
 

・
人

事
院

が
進

め
る

6
5歳

定
年

を
見
据

え
た

給
与

水
準

の
在

り
方
や

給
与

カ
ー

ブ
の

在
り

方
の
検

討
状

況

を
注

視
し

、
都

に
お

け
る

定
年

引
上
げ

等
に

伴
う

任
用

実
態

の
変
化

や
民

間
に

お
け

る
高

齢
層
の

給
与

の
状

況
を

継
続

的
に

把
握

し
、

新
た
な

給
与

制
度

の
在

り
方

に
つ
い

て
研

究
・

検
討
 

 

６
 

人
事

制
度

及
び

勤
務

環
境

等
に
関

す
る

報
告

（
意

見
）

 

・
人

材
獲

得
競

争
が

激
し

さ
を

増
す
中

、
都

が
適

切
な

行
政

サ
ー
ビ

ス
を

提
供

し
続

け
る

た
め
、

引
き

続

き
転

職
市

場
か

ら
有

為
な

人
材

を
確
保

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
で
あ

り
、

採
用

さ
れ

た
職

員
が
能

力
や

経
験

を
生

か
し

て
活

躍
で

き
る

よ
う
体

制
を

充
実

し
て

い
く

こ
と
が

重
要
 

・
や

り
が

い
や

成
長

を
実

感
し

な
が
ら

日
々

の
業

務
に

取
り

組
み
、

意
欲

に
応

じ
た

キ
ャ

リ
ア
形

成
が

実

現
で

き
る

職
場

づ
く

り
を

進
め

る
と
と

も
に

、
都

の
職

員
と

し
て
働

く
魅

力
を

効
果

的
に

発
信
す

る
こ

と
で

「
選

ば
れ

る
都

庁
」

を
目

指
し
て

い
く

こ
と

が
必

要
 

・
ラ

イ
フ

ス
タ

イ
ル

や
働

き
方

が
多
様

化
し

て
い

る
状

況
で

は
、
誰

も
が

働
き

や
す

い
環

境
づ
く

り
に

向

け
た

取
組

を
よ

り
一

層
進

め
る

ほ
か
、

個
々

の
職

員
の

違
い

を
認
め

、
多

様
な

人
材

を
生

か
し
、

個
人

の
能

力
を

最
大

限
に

発
揮

で
き

る
よ
う

に
す

る
こ

と
が

重
要

 

(
1
)
 
多

様
な

人
材

の
確

保
・
育

成
・
活

躍
の

推
進
 

ア
 
人
材

確
保

・
育

成
に

向
け
た

取
組
 

・
人

材
獲

得
競

争
は

激
化

し
て

お
り
、

採
用

試
験

の
申

込
者

数
が
減

少
。

都
に

お
い

て
は

、
1
0年

前
の

３

分
の

１
程

度
の

水
準

に
落

ち
込

ん
で
い

る
状

況
が

続
い

て
お

り
、
依

然
と

し
て

危
機

的
状

況
 

・
都

の
職

員
と

い
う

職
業

は
、

首
都
と

し
て

の
先

進
的

な
取

組
を
通

じ
、

社
会

的
な

貢
献

を
果
た

す
こ

と

の
で

き
る

意
義

深
い

仕
事

で
あ

り
、
自

ら
の

成
長

と
キ

ャ
リ

ア
ア
ッ

プ
に

着
実

に
生

か
す

こ
と
が

で
き
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第
３

 
勤

務
条

件
に
関
す

る
措
置
の

要
求
の
状
況
 

 

職
員

は
、
給

与
、
勤

務
時

間
そ

の
他
の

勤
務

条
件

に
関

し
、
人

事
委
員

会
に

対
し

て
、
地

方
公
共

団
体

の
当

局
に

よ
り

適
当

な
措

置
が

執
ら

れ
る

べ
き

こ
と

を
要

求
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

さ
れ

て
お

り
、

こ
の

要

求
が

あ
っ

た
と

き
は
、
人
事
委

員
会
は
、
事
案

の
審

査
を
行

い
、
判
定

し
、
そ

の
結

果
に

基
づ
い

て
、
そ

の
権

限
に

属
す

る
事

項
に

つ
い

て
は

、
自

ら
実
行

し
、
そ
の

他
の
事

項
に
つ

い
て

は
、
当
該

事
項

に
関
し

権
限

を
有

す
る

地
方

公
共

団
体

の
機

関
に

対
し
、

必
要

な
勧

告
を

し
な

け
れ
ば

な
ら

な
い

と
地

方
公

務
員
法
第

46
条
及

び
第

47
条
で

定
め

ら
れ

て
い
ま

す
。
 

こ
の

制
度

は
、

職
員

の
労

働
基

本
権

が
制

約
さ

れ
て

い
る

こ
と

に
対

す
る

代
償

措
置

と
し

て
認

め
ら

れ
た

も
の

で
あ

り
、

職
員

の
権

利
利

益
を

確
保

し
、

そ
の

勤
務

条
件

の
適

正
化

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

ま

す
。
 

令
和

５
年

度
に

お
け

る
事

案
処

理
の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す
。
 

＜
事

案
処

理
状

況
＞
 

係
 

属
 

件
 

数
 

(
A
) 

処
 

 
 

理
 

 
 

 
件

 
 

 
数
 

繰
 

越
 

件
 

数
 

(
A
-
(
B
+C
+
D
)) 

判
 

定
 
(
B
) 

取
下

げ
 
(
C
) 

併
 

合
 
(
D
) 

1
6
件
 

６
件
 

１
件
 

０
件
 

９
件
 

 
 

（
注

）
 
１

 「
判
定

」
と

は
、
措

置
要

求
に

対
す

る
人

事
委
員

会
の

判
断

を
示

す
こ

と
を
い

う
。
 

 
 

 
 

 
 
２

 「
取
下

げ
」

と
は
、

要
求

者
が

措
置

要
求

を
撤
回

す
る

こ
と

を
い

う
。

 
 

 
 
 

 
 
３

 「
併
合

」
と

は
、
同

一
又

は
関

連
す

る
複

数
の
措

置
要

求
を

統
一

し
て

審
査
す

る
こ

と
を

い
う
。
 

 第
４

 
不

利
益

処
分
に
関

す
る
審
査

請
求
の
状
況
 

 

懲
戒

そ
の

他
そ

の
意

に
反

す
る

不
利

益
な

処
分

を
受

け
た

職
員

は
、

人
事

委
員

会
に

対
し

て
審

査
請

求
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

と
さ

れ
て
お

り
、
こ
の

審
査

請
求

を
受
理

し
た

と
き

は
、
人
事

委
員
会

は
、
事
案
を

審
査

し
、
そ

の
結

果
に

基
づ
い

て
、
そ
の

処
分

を
承

認
し
、
修
正

し
、
又

は
取

り
消

し
、
及
び

必
要

が
あ

る
場

合
は
、
任
命

権
者
に
、
職
員

が
そ

の
処
分

に
よ

っ
て

受
け

た
不

当
な
取

扱
い

を
是

正
す

る
た

め
の
指

示
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

地
方

公
務

員
法
第

49
条
の

２
及

び
第

5
0
条

で
定

め
ら

れ
て

い
ま
す

。
 

こ
の

制
度

は
、
職
員

の
身

分
保

障
を
実

質
的

に
担

保
す

る
も

の
と
し

て
認

め
ら

れ
た

も
の

で
、
職
員

が
違
法

又
は

不
当

な
処

分
を

受
け

た
場

合
に
そ

の
取

消
し

を
求

め
る

事
後
救

済
の

制
度

と
な

っ
て

い
ま
す

。
 

令
和

５
年

度
に

お
け

る
事

案
処

理
の
概

要
は

、
次

の
と

お
り

で
す
。
 

＜
事

案
処

理
状

況
＞

 

係
 

属
 

件
 

数
 

(
A
) 

処
 

 
 

理
 

 
 

 
件

 
 

 
数
 

繰
越

件
数
 

(
A
-
(
B
+
C
+
D
)
) 

令
和

５
年

度
の
 

口
頭

審
理

の
回

数
 

判
定

 
(B
) 

取
下

げ
 
(
C
) 

併
合

 
(D
) 

 
5
4
件
 

２
件
 

１
件
 

０
件
 

5
1
件
 

１
回
 

 
 

(注
)
 
１

 
行

政
不

服
審

査
法
の

改
正

（
平
成

28
年

４
月
１

日
施

行
）

前
、

不
利

益
処
分

に
関

す
る

審
査

請
求

は
不

利
益

処
分

に
関

す
る

不
服
申

立
て

と
称

し
て

い
た

。
 

 
 

 
 

 
２

 
「

判
定

」
と

は
、
審

査
請

求
に

対
す

る
人

事
委
員

会
の

判
断

を
示

す
こ

と
を
い

う
。
 

 
 

 
 

 
３

 
「

取
下

げ
」

と
は
、

請
求

人
が

審
査

請
求

を
撤
回

す
る

こ
と

を
い

う
。

 

 
 

 
 

 
４

 
「

併
合

」
と
は

、
同
一

又
は

関
連

す
る

複
数

の
審
査

請
求

を
統

一
し

て
審

査
す
る

こ
と

を
い

う
。 

 

 

 

深
め

る
と

と
も

に
、

リ
ス

キ
リ

ン
グ
の

実
施

に
よ

り
、

業
務

ス
キ
ル

の
維

持
、

向
上

を
図

る
こ
と

も
重

要
 

(
2
)
 
働

き
方

改
革

と
勤

務
環
境

の
整
備
 

ア
 
ラ
イ

フ
・

ワ
ー

ク
・

バ
ラ
ン

ス
の
推

進
  

・
柔

軟
で

多
様

な
働

き
方

の
推

進
は
、

育
児

、
介

護
、

治
療

等
の
事

情
の

あ
る

職
員

を
含

め
誰
も

が
活

躍

で
き

る
勤

務
環

境
を

整
備

し
、

生
活
と

仕
事

の
両

立
を

図
る

上
で
極

め
て

重
要

  

・
テ

レ
ワ

ー
ク

が
当

た
り

前
の

働
き
方

の
一

つ
と

し
て

定
着

す
る
た

め
、

職
場

の
マ

ネ
ジ

メ
ン
ト

と
し

て
、

テ
レ

ワ
ー

ク
可

能
な

業
務

を
拡
充

す
る

観
点

か
ら

、
業

務
の
進

め
方

を
見

直
す

必
要

  

・
昨

年
度

の
本

庁
に

お
け

る
一

人
当
た

り
の

平
均

超
過

勤
務

時
間
数

は
２

年
連

続
で

前
年

度
よ
り

減
少

し

た
も

の
の

、
引

き
続

き
高

い
水

準
。
人

的
資

源
が

限
ら

れ
る

中
で
、

Ｂ
Ｐ

Ｒ
の

徹
底

や
先

端
技
術

の
活

用
と

い
っ

た
都

庁
全

体
の

Ｄ
Ｘ

の
推
進

に
よ

り
、

業
務

の
効

率
化
を

積
極

的
に

進
め

て
い

く
こ
と

で
長

時
間

労
働

を
是

正
す

る
こ

と
が

不
可
欠

  

・
長

時
間

労
働

の
是

正
に

向
け

て
は
、

原
因

を
分

析
し

、
そ

の
対
策

を
講

じ
て

い
く

こ
と

が
肝
要
 

・
都

は
、

令
和

７
年

度
の

男
性

職
員
の

１
週

間
以

上
の

育
業

取
得
目

標
を

9
0％

に
上

方
修

正
。
ま

た
育

業

等
の

欠
員

補
充

に
活

用
し

て
い

る
臨
時

的
任

用
職

員
制

度
の

対
象
職

種
等

を
拡

大
し

た
と

こ
ろ
で

あ

り
、

こ
の

制
度

に
よ

り
職

員
の

育
児
と

仕
事

と
の

両
立

等
に

更
に
寄

与
す

る
こ

と
を

期
待

 

・
少

子
高

齢
化

の
進

展
に

伴
う

要
介
護

者
の

増
加

や
、

介
護

の
担
い

手
の

確
保

は
、

日
本

社
会
全

体
が

抱

え
る

課
題

。
男

女
を

問
わ

ず
働

く
人
が

介
護

事
情

を
抱

え
た

際
、
介

護
に

適
切

に
対

応
し

な
が
ら

仕
事

を
続

け
ら

れ
る

環
境

を
整

備
す

る
こ
と

が
重

要
  

イ
 
職
員

の
勤

務
環

境
の

整
備
 
 

・
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
は

、
心

身
の

健
康
を

害
し

て
意

欲
低

下
を

招
く
要

因
と

な
り

貴
重

な
人

材
の
損

失
と

行

政
サ

ー
ビ

ス
の

低
下

や
都

政
の

信
用
失

墜
に

も
つ

な
が

り
か

ね
な
い

。
組

織
と

し
て

ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
を

防
止

し
、

根
絶

す
る

強
い

意
志

を
持
っ

て
取

り
組

む
こ

と
が

必
要
 

・
精

神
疾

患
を

理
由

と
す

る
長

期
療
養

者
数

が
増

加
傾

向
。

メ
ン
タ

ル
面

の
不

調
は

、
誰

で
も
抱

え
得

る

問
題

で
あ

る
こ

と
を

前
提

に
、

引
き
続

き
支

援
が

必
要

  

(
3
)
 
公

務
員

と
し

て
の

規
律
の

徹
底
・

職
員

が
求

め
ら

れ
る

行
動
  

・
全

て
の

職
員

が
都

民
の

信
頼

に
応
え

る
高

い
倫

理
観

と
高

潔
な
使

命
感

の
下

、
誠

実
か

つ
公
正

に
職

務

に
精

励
す

る
こ

と
を

強
く

望
む

  

・
都

で
は

Ｄ
Ｘ

の
推

進
等

を
通

じ
て
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

向
上

を
進
め

て
い

る
。

引
き

続
き

取
組
を

強
化

し
、

職
員

が
公

共
の

た
め

に
働

く
と
い

う
責

任
と

誇
り

を
も

っ
て
主

体
的

に
Ｑ

Ｏ
Ｓ

を
向

上
さ
せ

る
行

動
を

と
る

こ
と

を
望

む
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